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第１ 議案の概要 

   

 １ 概 要  

   下表に記載の議案に係る条例について、本市独自の基準の明確化及び職員の事務の効率化を図るため、条例の規定形式の見直し

等を行うもの 

議案番号 件                  名 所管部局 

第１００号議案 長崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

福 祉 部 

第１０１号議案 長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

第１０２号議案 長崎市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１０３号議案 長崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

第１０４号議案 長崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

第１０５号議案 長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

こども部 

第１０６号議案 長崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

第１０７号議案 
長崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める

条例 

第１０８号議案 長崎市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例 

第１０９号議案 長崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１１０号議案 長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１１１号議案 長崎市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

福 祉 部 第１１２号議案 長崎市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１１３号議案 長崎市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 
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議案番号 件                  名 所管部局 

第１１４号議案 長崎市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

福 祉 部 

第１１５号議案 長崎市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１１６号議案 長崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

第１１７号議案 長崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 

第１１８号議案 長崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１１９号議案 長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

第１２０号議案 長崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例 

第１２１号議案 長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

第１２２号議案 長崎市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例 

第１２３号議案 
長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

第１２４号議案 

長崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例 

第１２５号議案 
長崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

第１２６号議案 長崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 

第１２７号議案 長崎市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例 

第１２８号議案 長崎市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 
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 ２ 改正理由 

  ⑴ 基準条例の規定形式を見直すもの  ２９件 

⑵ 本市独自の基準を見直すもの     ５件 

⑶ その他所要の整備をするもの    １５件 

 

［ 参考：改正理由ごとの議案対応一覧 ］ 

議案番号 
改正理由  

議案番号 
改正理由  

議案番号 
改正理由 

⑴ ⑵ ⑶  ⑴ ⑵ ⑶  ⑴ ⑵ ⑶ 

第１００号議案 ○    第１１０号議案 ○    第１２０号議案 ○  ○ 

第１０１号議案 ○ ○   第１１１号議案 ○  ○  第１２１号議案 ○ ○ ○ 

第１０２号議案 ○    第１１２号議案 ○  ○  第１２２号議案 ○ ○ ○ 

第１０３号議案 ○    第１１３号議案 ○  ○  第１２３号議案 ○ ○ ○ 

第１０４号議案 ○  ○  第１１４号議案 ○    第１２４号議案 ○  ○ 

第１０５号議案 ○    第１１５号議案 ○    第１２５号議案 ○  ○ 

第１０６号議案 ○    第１１６号議案 ○  ○  第１２６号議案 ○  ○ 

第１０７号議案 ○    第１１７号議案 ○  ○  第１２７号議案 ○   

第１０８号議案 ○    第１１８号議案 ○  ○  第１２８号議案 ○   

第１０９号議案 ○    第１１９号議案 ○ ○ ○  計 29 ５ 15 

 

 ３ 施行期日 

    公布の日  
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第２ 基準条例の規定形式を見直すものについて 

 

 １ 見直しの概要 （令和５年６月市議会定例会 所管事項調査資料「抜粋」） 

  本市においては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
．．

等の規定に基づき、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準
．．

等（以下「基準省令」

という。）に準じ、長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
．．

等（以下「基準条例」

という。）を制定しているが、それらの内容は、基本的に基準省令と同じ内容を基準条例で規定（２度打ち）している。 

  基準条例においては、基準省令で定める基準のほか、本市独自の基準（『暴力団員等の排除』に係る基準など）を加えており、条

文数も多いことから、基準条例を見ても、どの部分が『基準省令と同じ内容の基準』で、どの部分が『本市独自の基準』であるのか

非常に分かりにくいものとなっている。 

  また、基準条例の制定及び改正に係る職員の事務量は、特に制度に大きな変更があった場合、相当の事務の負担が生じている。 

  ついては、現在の基準条例の規定形式を見直し、基準省令に定める基準に準拠する形式に変更することで、市独自基準の明確化及

び基準条例の改正に係る事務処理の効率化を図ろうとするもの（次ページ「基準条例見直しのイメージ」参照）。 

 

  

  

法律 

政令 

基準省令等 
（省令等） 

障害者の日常生活及び
社会生活を総合的に支
援するための法律等 

障害者の日常生活及び社
会生活を総合的に支援す
るための法律施行令等 

障害者の日常生活及び社会生活を総合
的に支援するための法律に基づく指定
障害福祉サービスの事業等の人員、設
備及び運営に関する基準等 

国
が
定
め
る 地方公共団体が定める 

基準条例 
（条例） 

地方公共団体が省令等の規定に基づき、条例で規定している 

基準省令と基準条例の関係 

長崎市指定障害福祉サービスの事
業等の人員、設備及び運営に関す
る基準等を定める条例等 
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  （現行）                           （変更後） 

 

 

 

                                

 

 

 

 

  

 
 
 

  【基準省令に定める基準に準拠する形式について】 

  現在は、基準省令と同じ内容であっても、条文を基準条例で規定している。 

  そこで、本市の指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を省令に定める基準に準拠する形式に変更する

ことで、次の条文構成で足りることとなる。 

  ① 本市の指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等は、原則として当該基準省令で定められた基準どお

りとする旨を規定する。 

  ② ①以外で、本市として独自の基準を定める項目（『暴力団員等の排除』に係る基準など）については、具体的に条文で規定する。 

条例事項 省令事項 省令事項 

規定の重複が解消 

条例事項 

市
の
独
自
基
準 

市
の
独
自
基
準 

国が示す省令の基準 

国
が
示
す
省
令
の
基
準 

規定が重複 

市が条例で定める基準
（省令の基準と同様）  ≒ 

(２度打ち) 

基準条例見直しのイメージ 
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２ 規定形式見直し後の各条例の条文数 

議案番号 件                 名 
条  文  数 

 現 行    改正後  

第１００号議案 長崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 ９２条  ５条 

第１０１号議案 
長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例 
２１２条  ７条 

第１０２号議案 長崎市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 ４８条  ７条 

第１０３号議案 長崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 ６４条  ８条 

第１０４号議案 長崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 １０９条  ８条 

第１０５号議案 長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 ４４条  ９条 

第１０６号議案 長崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 ５５条  ６条 

第１０７号議案 
長崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例 
２０条  ６条 

第１０８号議案 長崎市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例 １２条  ７条 

第１０９号議案 長崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 ２４条  ６条 

第１１０号議案 長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 ５２条  ８条 

第１１１号議案 長崎市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 ３３条  ７条 

第１１２号議案 長崎市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 ５４条  ６条 

第１１３号議案 長崎市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 ３６条  ６条 

第１１４号議案 長崎市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 ２１条  ５条 

第１１５号議案 長崎市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例 ２３条  ５条 

第１１６号議案 長崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 ５７条  ８条 

第１１７号議案 長崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 ５６条  ７条 
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議案番号 件                 名 
条  文  数 

 現 行    改正後  

第１１８号議案 長崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 ５７条  ７条 

第１１９号議案 長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 ２７８条  １０条 

第１２０号議案 長崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例 ３６条  ７条 

第１２１号議案 
長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例 
２０６条  １１条 

第１２２号議案 長崎市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例 ６条  ６条 

第１２３号議案 
長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 
２６８条 

 
１０条 

第１２４号議案 

長崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域

密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例 

９３条 

 

９条 

第１２５号議案 
長崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 
３８条 

 
７条 

第１２６号議案 長崎市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 ５７条  ８条 

第１２７号議案 長崎市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例 ３５条  ５条 

第１２８号議案 長崎市保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 ４１条  ８条 
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第３ 本市独自の基準を見直すものについて 

 

 １ 「共生型サービス」に係る本市独自の基準を見直すもの 

    以下の条例の本市独自の基準を見直すもの 

  ⑴ 第１０１号議案 長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

 

ア 見直し内容 

本市においては、エの（ア）～（オ）の基準について、国の基準省令の規定を準用していなかったが、当該基準を見直し、基準

省令に準拠する規定形式に規定を見直すもの 

 

   イ 見直し理由 

 平成３０年９月の共生型サービスの条例改正時は、介護保険サービスを規定している関係条例には、エの（ア）～（オ）の基

準（以下「基準省令の基準」という。）と同一の規定がないため、事業所の参入を促進する観点から、本市独自の基準として、共

生型障害福祉サービスに当該「基準省令の基準」と同じ基準を設けていなかったが、介護保険サービスの基準省令に同様の規定

があり、「基準省令の基準」に準拠した基準を設けることとしても影響が生じないと判断することから、本市独自の基準を見直し、

基準省令に準拠する規定形式に改める。 

 

【共生型サービスとは】 

 平成３０年に高齢者と障害児・者が同一の事業所でサービスを受けやすくするために創設された、介護保険サービス事業所が

障害福祉サービスの指定を受けやすくなり、また、障害福祉サービス事業所も介護保険サービスの指定を受けやすくなる制度で

ある。 
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ウ 見直し対象となるサービス 

サービス種別 
現行条例の 

該当条文 

見直し項目 

（ア） 

連絡調整に 

対する協力 

（イ） 

情報の提供等 

（ウ） 

相談及び援助 

（エ） 

介護 

（オ） 

訓練 

共生型居宅介護 

第４４条の４ 

○ ○ － － － 

共生型重度訪問介護 ○ ○ － － － 

共生型生活介護 第９５条の５ ○ ○ ○ ○ － 

共生型短期入所 第１１０条の４ ○ ○ － － － 

共生型自立訓練（機能訓練） 第１４９条の４ ○ ○ ○ － ○ 

共生型自立訓練（生活訓練） 第１５９条の４ ○ ○ ○ － ○ 
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  エ 規定内容（準用元の条文） 

見直し項目 現行条例の規定内容 

（ア）連絡調整に対する

協力 

第１３条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の利用について市町村又は一般相談支援事業若しくは特定相談支援事

業を行う者が行う連絡調整に、できる限り協力しなければならない。 

（イ）情報の提供等 
第３８条第 1 項 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を利用しようとする者が、適切かつ円滑に利用することができ

るように、当該指定居宅介護事業者が実施する事業の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければならない。 

（ウ）相談及び援助 
第６２条 指定療養介護事業者は、常に利用者の心身の状況、置かれている環境等の的確な把握に努め、利用者又はそ

の家族に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

（エ）介護 

第８５条 [略] 

２ 指定生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立に係る必要な援助を行わな

ければならない。 

３ 指定生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えなければならない。 

４ 指定生活介護事業者は、前３項に定めるほか、利用者に対し、離床、着替え及び整容その他日常生活上必要な支援

を適切に行わなければならない。 

（オ）訓練 

第１４７条 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援及び日常生活の充

実に資するよう、適切な技術をもって訓練を行わなければならない。 

２ 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者に対し、その有する能力を活用することにより、自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、利用者の心身の特性に応じた必要な訓練を行わなければならない。 
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  ２ 「介護サービス」に係る本市独自の基準を見直すもの 

    以下の条例の本市独自の基準を見直すもの 

  ⑴ 第１１９号議案 長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

  ⑵ 第１２１号議案 長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

  ⑶ 第１２３号議案 長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

 

   ア 「基本取扱方針」に係る基準 

     (ア) 見直し内容 

本市においては、訪問系サービスの「基本取扱方針」に係る基準（ウ（ア）に関するもの）に、「人格を尊重し、」の文言を

追加していたが、当該基準を見直し、基準省令どおりの規定とするもの 

(イ) 見直し理由 

    「一般原則」に係る基準に、「利用者の意思及び人格を尊重して」の文言があるため、「人格を尊重し、」という文言をなく

しても支障はないと判断し、基準省令のとおりに改める。 

 

   イ 「定員の遵守」に係る基準 

    (ア) 見直し内容 

       本市においては、「定員の遵守」に係る基準（ウ（イ）に関するもの）において、（介護予防）短期入所生活介護事業所の定

員を超えて静養室においてサービス提供を行った場合に、市への報告を義務付ける規定を追加していたが、当該基準を見直

し、基準省令どおりの規定とするもの 

    (イ) 見直し理由 

        定員を超えるサービス提供の実績がなく、実地指導の際に確認することで、当該報告義務をなくしても適切な運営を図る

うえで支障はないと判断し、基準省令のとおりに改める。 

- 12 -



ウ 見直し対象となるサービス 

条 例 サービス種別 現行条例の該当条文 

見直し項目 

（ア） 

基本取扱方針 

（イ） 

定員の遵守 

⑴ 

指定訪問介護 第２３条第１項 ○ － 

指定訪問看護 第７１条第１項 ○ － 

指定訪問リハビリテーション 第８４条第１項 ○ － 

指定短期入所生活介護 第１６５条第３項 － ○ 

⑵ 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護 第２４条第１項 ○ － 

指定夜間対応型訪問介護 第５１条第１項 ○ － 

⑶ 

指定介護予防訪問看護 第７６条第１項 ○ － 

指定介護予防訪問リハビリテーション 第８６条第１項 ○ － 

指定介護予防短期入所生活介護 第１４０条第３項 － ○ 
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エ 規定内容 

見直し項目 条 例 現行条例の規定内容 

（ア）基本取扱方針 

⑴ 

第２３条第１項 指定訪問介護は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その
目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

第７１条第１項 指定訪問看護は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、療養
上の目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

第８４条第１項 指定訪問リハビリテーションは、利用者の人格を尊重し、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の
防止に資するよう、リハビリテーションの目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

⑵ 

第２４条第１項 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サービス及び訪問看護サービスについて
は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行う
とともに、随時対応サービス及び随時訪問サービスについては、利用者からの随時の通報に適切に対応して行う
ものとし、利用者が安心してその居宅において生活を送ることができるようにしなければならない。 

第５１条第１項 指定夜間対応型訪問介護は、定期巡回サービスについては、利用者の人格を尊重し、要介護状態
の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われるとともに、オペレーションセンター
サービス及び随時訪問サービスについては、利用者からの随時の通報に適切に対応して行われるものとし、利用
者が夜間において安心してその居宅において生活を送ることができるものでなければならない。 

⑶ 

第７６条第１項 指定介護予防訪問看護は、利用者の人格を尊重し、介護予防に資するよう、その目標を設定し、
計画的に行われなければならない。 

第８６条第１項 指定介護予防訪問リハビリテーションは、利用者の人格を尊重し、介護予防に資するよう、その
目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

（イ）定員の遵守 

⑴ 

第１６５条 ［略］ 
２ ［略］ 
３ 前項の場合においては、指定短期入所生活介護事業者は、市長に対し、同項に規定する緊急に指定短期入所生
活介護を受けることが必要と認めた状況等に係る内容を速やかに報告しなければならない。 

⑶ 

第１４０条 ［略］ 
２ ［略］ 
３ 前項の場合においては、介護予防短期入所生活介護事業者は、市長に対し、同項に規定する緊急に指定介護予

防短期入所生活介護を受けることが必要と認めた状況等に係る内容を速やかに報告しなければならない。 
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 ３ 「地域包括支援センターの職員」に係る本市独自の基準を見直すもの 

    以下の条例の本市独自の基準を見直すもの 

⑴  第１２２号議案 長崎市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例 

 

    ア 「地域包括支援センターの職員」に係る基準 

      (ア) 見直し内容 

地域包括支援センターの職員に関する基準（現行条例第４条第１項及び第４項）において、「保健師」、「社会福祉士」、「主

任介護支援専門員」を１人ずつ配置する基準としていたが、基準省令に準じ、「保健師その他これに準ずる者
．．．．．．．．．．

」、「社会福祉

士その他これに準ずる者
．．．．．．．．．．

」、「主任介護支援専門員その他これに準ずる者
．．．．．．．．．．

」を１人ずつ配置する基準となるよう、基準省令ど

おりとするもの 

      (イ) 見直し理由 

地域包括支援センター（以下「センター」という。）の職員に係る基準は、介護保険法第 115 条の 46 第５項において､従

うべき基準と定められているが、現行条例第４条において、本市の独自基準が含まれている。当初、条例制定の際に「セン

ターの質の担保のため専門職員の配置を原則とし、確保することが困難な場合のみ準ずる者を認める」としていたが、以下

のａ～ｃの理由から、基準省令のとおりに改める。 

ａ 本来、「従うべき基準」であると規定されていること。 

ｂ 国（厚生労働省）が示す「センターの設置運営について」において、「原則として保健師、社会福祉士、主任介護支援

専門員を置くこととし、３職種の確保が困難な場合は、準ずる者を配置することができる」こととされていること。 

ｃ 現に介護福祉人材不足の状況にあり、準ずる者を配置するセンターが存在すること及び将来的に人材不足が継続する

ことが見込まれること。 
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第４ 新旧対照表 

 １ 議案番号及び該当ページ 

議案番号 ページ 
 

議案番号 ページ 
 

議案番号 ページ 
  

第１００号議案 Ｐ17～Ｐ19  第１１０号議案 Ｐ 93～Ｐ 98  第１２０号議案 Ｐ161～Ｐ164 

第１０１号議案 Ｐ20～Ｐ51  第１１１号議案 Ｐ 99～Ｐ103  第１２１号議案 Ｐ165～Ｐ187 

第１０２号議案 Ｐ52～Ｐ55  第１１２号議案 Ｐ104～Ｐ108  第１２２号議案 Ｐ188～Ｐ190 

第１０３号議案 Ｐ56～Ｐ60  第１１３号議案 Ｐ109～Ｐ112  第１２３号議案 Ｐ191～Ｐ206 

第１０４号議案 Ｐ61～Ｐ66  第１１４号議案 Ｐ113～Ｐ114  第１２４号議案 Ｐ207～Ｐ213 

第１０５号議案 Ｐ67～Ｐ71  第１１５号議案 Ｐ115～Ｐ116  第１２５号議案 Ｐ214～Ｐ216 

第１０６号議案 Ｐ72～Ｐ81  第１１６号議案 Ｐ117～Ｐ121  第１２６号議案 Ｐ217～Ｐ223 

第１０７号議案 Ｐ82～Ｐ84  第１１７号議案 Ｐ122～Ｐ125  第１２７号議案 Ｐ224～Ｐ225 

第１０８号議案 Ｐ85～Ｐ89  第１１８号議案 Ｐ126～Ｐ129  第１２８号議案 Ｐ226～Ｐ229 

第１０９号議案 Ｐ90～Ｐ92  第１１９号議案 Ｐ130～Ｐ160  

 

 ２ 新旧対照表の色別説明 

No. 区    分 新旧対照表の色 

⑴ 本市独自の基準 青色：  

⑵ 本市独自の基準を見直すもの 黄色：  

⑶ その他所要の整備をするもの 橙色：  
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 第１００号議案 長崎市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８０条第

１項の規定に基づき、本市における障害福祉サービス事業の設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設

備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７４号。以下「省

令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８０条第

１項の規定に基づき、本市における障害福祉サービス事業の設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 利用者 障害福祉サービスを利用する障害者をいう。 

⑵ 常勤換算方法 事業所の職員の勤務延時間数を当該事業所において

常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の職員

の員数を常勤の職員の員数に換算する方法をいう。 

⑶ 多機能型 生活介護の事業、自立訓練（機能訓練）（障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚

生労働省令第１９号。以下「省令」という。）第６条の６第１号に規定

する自立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）の事業、自立訓練（生

活訓練）（同条第２号に規定する自立訓練（生活訓練）をいう。以下同
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新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条に定めるもののほか、法第８０条第１項の規定により条例で定

める障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準は、省令に定める

基準（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とす

る。 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 療養介護事業者（その者が法人であるときは、その役員をいう。以

じ。）の事業、就労移行支援の事業、就労継続支援Ａ型（省令第６条の

１０第１号に規定する就労継続支援Ａ型をいう。以下同じ。）の事業及

び就労継続支援Ｂ型（同条第２号に規定する就労継続支援Ｂ型をいう。

以下同じ。）の事業並びに児童発達支援（児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援をいう。）

の事業、医療型児童発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達支

援をいう。）の事業、放課後等デイサービス（同条第４項に規定する放

課後等デイサービスをいう。）の事業、居宅訪問型児童発達支援（同条

第５項に規定する居宅訪問型児童発達支援をいう。）の事業及び保育所

等訪問支援（同条第６項に規定する保育所等訪問支援をいう。）の事業

のうち２以上の事業を一体的に行うこと（同法に規定する事業のみを行

う場合を除く。）をいう。 

 

 

 

 

 

第３条～第３２条の２ ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第３２条の３ 療養介護事業者（その者が法人であるときは、その役員）及
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新 旧 

下同じ。）及び療養介護事業所の管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２

４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者

（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 療養介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

 ⑴ 生活介護の事業 

 ⑵ 自立訓練（機能訓練）の事業 

 ⑶ 自立訓練（生活訓練）の事業 

 ⑷ 就労移行支援の事業 

 ⑸ 就労継続支援Ａ型の事業 

 ⑹ 就労継続支援Ｂ型の事業 

 

 （委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

び療養介護事業所の管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市

条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（次項にお

いて「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 療養介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

第３３条～第９１条 ［略］ 

（委任） 

第９２条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１０１号議案 長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３０条第

１項第２号イ、第３６条第３項第１号、第４１条の２第１項第１号及び第

２号並びに第４３条第１項及び第２項の規定に基づき、本市における指定

障害福祉サービス事業者の指定に係る申請者の要件並びに指定障害福祉

サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとす

る。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事

業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７

１号。以下「省令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３０条第

１項第２号イ、第３６条第３項第１号、第４１条の２第１項第１号及び第

２号並びに第４３条第１項及び第２項の規定に基づき、本市における指定

障害福祉サービス事業者の指定に係る申請者の要件並びに人員、設備及び

運営に関する基準を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 利用者 障害福祉サービスを利用する障害者及び障害児をいう。 

⑵ 支給決定 法第１９条第１項に規定する支給決定をいう。 

⑶ 支給決定障害者等 法第５条第２３項に規定する支給決定障害者等

をいう。 

⑷ 支給量 法第２２条第７項に規定する支給量をいう。 

⑸ 受給者証 法第２２条第８項に規定する受給者証をいう。 
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⑹ 支給決定の有効期間 法第２３条に規定する支給決定の有効期間を

いう。 

⑺ 指定障害福祉サービス事業者 法第２９条第１項に規定する指定障

害福祉サービス事業者をいう。 

⑻ 指定障害福祉サービス事業者等 法第２９条第２項に規定する指定

障害福祉サービス事業者等をいう。 

⑼ 指定障害福祉サービス 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスをいう。 

⑽ 指定障害福祉サービス等 法第２９条第１項に規定する指定障害福

祉サービス等をいう。 

⑾ 指定障害福祉サービス等費用基準額 指定障害福祉サービス等につ

き法第２９条第３項に規定する主務大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費用（特

定費用（同条第１項に規定する特定費用をいう。以下同じ。）を除く。）

の額を超えるときは、当該現に指定障害福祉サービス等に要した費用の

額）をいう。 

⑿ 利用者負担額 指定障害福祉サービス等費用基準額から当該指定障

害福祉サービス等につき支給された介護給付費又は訓練等給付費の額

を控除した額及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「政令」という。）
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第４２条の２によって読み替えられた法第５８条第３項第１号に規定

する指定療養介護医療（以下「指定療養介護医療」という。）につき健

康保険の療養に要する費用の額の算定方法の例により算定した額又は

法第７０条第２項において準用する法第５８条第４項に規定する主務

大臣の定めるところにより算定した額から当該指定療養介護医療につ

き支給すべき療養介護医療費を控除した額の合計額をいう。 

⒀ 法定代理受領 法第２９条第４項の規定により支給決定障害者等が

指定障害福祉サービス事業者に支払うべき指定障害福祉サービスに要

した費用（特定費用を除く。）について、介護給付費又は訓練等給付費

として当該支給決定障害者等に支給すべき額又は法第７０条第２項に

おいて準用する法第５８条第５項の規定により支給決定障害者（法第１

９条第１項の規定により支給決定を受けた障害者をいう。以下同じ。）

が指定障害福祉サービス事業者に支払うべき指定療養介護医療に要し

た費用について、療養介護医療費として当該支給決定障害者に支給すべ

き額の限度において、当該支給決定障害者等に代わり、当該指定障害福

祉サービス事業者に支払われることをいう。 

⒁ 基準該当障害福祉サービス 法第３０条第１項第２号に規定する基

準該当障害福祉サービスをいう。 

⒂ 共生型障害福祉サービス 法第４１条の２第１項の申請に係る法第

２９条第１項の指定を受けた者による指定障害福祉サービスをいう。 
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 （申請者の要件） 

第３条 法第３６条第３項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団

⒃ 常勤換算方法 事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所におい

て常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の

従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

⒄ 多機能型 第７９条に規定する指定生活介護の事業、第１４２条に規

定する指定自立訓練（機能訓練）の事業、第１５２条に規定する指定自

立訓練（生活訓練）の事業、第１６２条に規定する指定就労移行支援の

事業、第１７３条に規定する指定就労継続支援A型の事業及び第１８６

条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事業並びに長崎市指定通所支援

の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和元年

長崎市条例第８０号。以下「指定通所支援基準条例」という。）第５条

に規定する指定児童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第６９条に

規定する指定医療型児童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第８０

条に規定する指定放課後等デイサービスの事業、指定通所支援基準条例

第９２条に規定する指定居宅訪問型児童発達支援の事業及び指定通所

支援基準条例第１００条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のう

ち２以上の事業を一体的に行うこと（指定通所支援基準条例に規定する

事業のみを行う場合を除く。）をいう。 

第３条 ［略］ 

 （申請者の要件） 

第４条 法第３６条第３項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団
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排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人とする。ただ

し、療養介護に係る指定又は短期入所（病院又は診療所により行われるも

のに限る。）に係る指定の申請にあっては、当該法人及び法人でない者であ

って暴力団員等でないものとする。 

 （指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準） 

第４条 次条及び第６条に定めるもののほか、法第３０条第１項第２号イ、

第４１条の２第１項第１号及び第２号並びに第４３条第１項及び第２項

の規定により条例で定める指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準は、省令に定める基準（省令第２０６条の８第２項に

規定する基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基

準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第９３条

の５ 

第９３条 第８４条、第９１条及び第９

３条 

準用する 準用する。この場合におい

て、第７７条中「、創作的活

動又は生産活動の機会の提

供その他の便宜」とあるの

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下この条及び第４３条の２において「暴力団員等」

という。）でない法人とする。ただし、療養介護に係る指定又は短期入所

（病院又は診療所により行われるものに限る。）に係る指定の申請にあっ

ては、当該法人及び法人でない者であって暴力団員等でないものとする。 
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は、「その他の便宜」とする 

省令第１６２

条の４ 

第９２条まで 第９０条まで、第９２条 

第１６２条 第１６１条及び第１６２条 

省令第１７１

条の４ 

第９２条まで 第９０条まで、第９２条 

第１６０条、第１６１条 第１６０条 

省令第２１０

条第１項 

ならない ならない。ただし、市長が特

に必要があると認めるとき

は、指定共同生活援助に係る

共同生活住居は、当該地域に

あり、かつ、入所施設又は病

院の敷地内にある独立した

建物とすることができる 

省令第２１３

条の６第１項 

ならない ならない。ただし、市長が特

に必要があると認めるとき

は、日中サービス支援型指定

共同生活援助に係る共同生

活住居は、当該地域にあり、

かつ、入所施設又は病院の敷

地内にある独立した建物と

することができる 
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 （暴力団員等の排除） 

第５条 指定居宅介護事業所の管理者は、暴力団員等であってはならない。 

 

２ 指定居宅介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

第５条～第１２条 ［略］ 

 （連絡調整に対する協力） 

第１３条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護の利用について市町村又は

一般相談支援事業若しくは特定相談支援事業を行う者が行う連絡調整に、

できる限り協力しなければならない。 

第１４条～第３７条 ［略］ 

 （情報の提供等） 

第３８条 指定居宅介護事業者は、指定居宅介護を利用しようとする者が、

適切かつ円滑に利用することができるように、当該指定居宅介護事業者が

実施する事業の内容に関する情報の提供を行うよう努めなければならな

い。 

２ 指定居宅介護事業者は、当該指定居宅介護事業者について広告をする場

合は、その内容を虚偽又は誇大なものとしてはならない。 

第３９条～第４３条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第４３条の２ 指定居宅介護事業所の管理者は、暴力団員等であってはなら

ない。 

２ 指定居宅介護事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 
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 ⑴ 重度訪問介護、同行援護及び行動援護に係る指定障害福祉サービスの

事業 

 ⑵ 共生型居宅介護及び共生型重度訪問介護の事業 

 ⑶ 基準該当居宅介護の事業 

 ⑷ 重度訪問介護、同行援護及び行動援護に係る基準該当障害福祉サービ

スの事業 

 ⑸ 指定療養介護の事業 

 ⑹ 指定生活介護の事業 

 ⑺ 共生型生活介護の事業 

 ⑻ 指定短期入所の事業 

 ⑼ 共生型短期入所の事業 

 ⑽ 指定重度障害者等包括支援の事業 

 ⑾ 指定自立訓練（機能訓練）の事業 

 ⑿ 共生型自立訓練（機能訓練）の事業 

 ⒀ 指定自立訓練（生活訓練）の事業 

 ⒁ 共生型自立訓練（生活訓練）の事業 

 ⒂ 指定就労移行支援の事業 

 ⒃ 指定就労継続支援Ａ型の事業 

 ⒄ 指定就労継続支援Ｂ型の事業 

 ⒅ 基準該当就労継続支援Ｂ型の事業 
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 ⒆ 指定就労定着支援の事業 

 ⒇ 指定自立生活援助の事業 

 (21) 指定共同生活援助の事業 

 (22) 日中サービス支援型指定共同生活援助の事業 

 (23) 外部サービス利用型指定共同生活援助の事業 

 (24) 特定基準該当障害福祉サービスの事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４４条～第４４条の３ ［略］ 

（準用） 

第４４条の４ 第５条（第３項及び第４項を除く。）、第６条第２項及び第

３項、第７条並びに前節（第１３条、第３８条第１項及び第４４条を除く。）

の規定は、共生型居宅介護及び共生型重度訪問介護の事業について準用す

る。 

第４５条～第６１条 ［略］ 

 （相談及び援助） 

第６２条 指定療養介護事業者は、常に利用者の心身の状況、置かれている

環境等の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、その相談に適切

に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

第６３条～第７７条 ［略］ 

（準用） 

第７８条 第１０条、第１２条、第１３条、第１５条から第１８条まで、第
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２１条、第３４条の２、第３６条の２から第３８条（第２項を除く。）ま

で、第３９条から第４１条の２まで及び第４３条の２の規定は、指定療養

介護の事業について準用する。この場合において、第１０条第１項中「第

３２条」とあるのは「第６９条」と、第２１条第２項中「次条第１項」と

あるのは「第５６条第１項」とする。 

第７９条～第８４条 ［略］ 

 （介護） 

第８５条 介護は、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援及び日

常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行われなければならな

い。 

２ 指定生活介護事業者は、利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、

排せつの自立に係る必要な援助を行わなければならない。 

３ 指定生活介護事業者は、おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを

適切に取り替えなければならない。 

４ 指定生活介護事業者は、前３項に定めるほか、利用者に対し、離床、着

替え及び整容その他日常生活上必要な支援を適切に行わなければならな

い。 

５ 指定生活介護事業者は、常時１人以上の従業者を介護に従事させなけれ

ばならない。 

６ 指定生活介護事業者は、その利用者に対して、利用者の負担により、当
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該指定生活介護事業所の従業者以外の者による介護を受けさせてはなら

ない。 

第８６条～第９４条 ［略］ 

（準用） 

第９５条 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２３条、第

２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２から第４２条まで、第４

３条の２、第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から第７２条

まで、第７６条及び第７７条の規定は、指定生活介護の事業について準用

する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第

９１条」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第８４条第１

項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第８４条第２

項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第９５条において

準用する次条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「生活介護計画」

と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「生活介護計画」と、第６１

条中「前条」とあるのは「第９５条において準用する前条」と、第７７条

第２項第１号中「第６０条第１項」とあるのは「第９５条において準用す

る第６０条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「生活介護計画」と、

同項第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第９５条において準用する

第２０条第１項」と、同項第３号中「第６７条」とあるのは「第９０条」

と、同項第４号から第６号まで中「次条」とあるのは「第９５条」とする。 
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第９５条の２～第９５条の４ ［略］ 

（準用） 

第９５条の５ 第１０条から第１２条まで、第１４条から第１８条まで、第

２０条、第２１条、第２３条、第２４条、第２９条、第３４条の２、第３

６条の２、第３７条、第３８条第２項、第３９条から第４２条まで、第４

３条の２、第５２条、第５９条から第６１条まで、第６８条、第７０条か

ら第７２条まで、第７６条、第７７条、第７９条、第８１条及び前節（第

８５条第２項から第４項まで、第８６条、第９３条及び第９５条を除く。）

の規定は、共生型生活介護の事業について準用する。この場合において、

第７９条中「、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の便宜」とあ

るのは「その他の便宜」とする。 

第９６条～第１０９条 ［略］ 

（準用） 

第１１０条 第１０条、第１２条から第１８条まで、第２０条、第２１条、

第２３条、第２４条、第２９条、第３０条、第３４条の２、第３６条の２

から第４３条の２まで、第６２条、第６８条、第７０条、第７２条、第７

６条、第８９条及び第９２条から第９４条までの規定は、指定短期入所の

事業について準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」

とあるのは「第１０８条」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるの

は「第１０５条第１項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とある
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のは「第１０５条第２項」と、第９４条第１項中「前条」とあるのは「第

１１０条において準用する前条」とする。 

第１１０条の２・第１１０条の３ ［略］ 

（準用） 

第１１０条の４ 第１０条、第１２条、第１４条から第１８条まで、第２０

条、第２１条、第２３条、第２４条、第２９条、第３０条、第３４条の２、

第３６条の２、第３７条、第３８条第２項、第３９条から第４３条の２ま

で、第５２条、第６２条、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７６

条、第８９条、第９２条から第９４条まで、第９９条及び前節（第１０９

条及び第１１０条を除く。）の規定は、共生型短期入所の事業について準

用する。 

第１１１条～第１２２条 ［略］ 

 （準用） 

第１２３条 第１０条から第２２条まで、第２４条、第２９条、第３０条、

第３４条（第１項及び第２項を除く。）から第４３条の２まで及び第６８

条の規定は、指定重度障害者等包括支援の事業について準用する。この場

合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１２２条」と、

第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第１２３条において準用す

る次条第１項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第

１２３条において準用する第２２条第２項」とする。 
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第１４６条 ［略］ 

 （訓練） 

第１４７条 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者の心身の状況に応

じ、利用者の自立の支援及び日常生活の充実に資するよう、適切な技術を

もって訓練を行わなければならない。 

２ 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、利用者に対し、その有する能力を

活用することにより、自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

よう、利用者の心身の特性に応じた必要な訓練を行わなければならない。 

３ 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、常時１人以上の従業者を訓練に従

事させなければならない。 

４ 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、その利用者に対して、利用者の負

担により、当該指定自立訓練（機能訓練）事業所の従業者以外の者による

訓練を受けさせてはならない。 

第１４８条 ［略］ 

 （準用） 

第１４９条 第１０条から第２１条まで、第２３条、第２４条、第２９条、

第３４条の２、第３６条の２から第４２条まで、第４３条の２、第５９条

から第６２条まで、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７６条、第

７７条及び第８７条の２から第９４条までの規定は、指定自立訓練（機能

訓練）の事業について準用する。この場合において、第１０条第１項中「第
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３２条」とあるのは「第１４９条において準用する第９１条」と、第２１

条第２項中「次条第１項」とあるのは「第１４６条第１項」と、第２４条

第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１４６条第２項」と、第５９

条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１４９条において準用する次条

第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「自立訓練（機能訓練）計画」

と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「自立訓練（機能訓練）計画」

と、同条第８項中「６月」とあるのは「３月」と、第６１条中「前条」と

あるのは「第１４９条において準用する前条」と、第７７条第２項第１号

中「第６０条第１項」とあるのは「第１４９条において準用する第６０条

第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「自立訓練（機能訓練）計画」

と、同項第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第１４９条において準

用する第２０条第１項」と、同項第３号中「第６７条」とあるのは「第１

４９条において準用する第９０条」と、同項第４号から第６号まで中「次

条」とあるのは「第１４９条」と、第９１条中「第９４条第１項」とある

のは「第１４９条において準用する第９４条第１項」と、第９４条第１項

中「前条」とあるのは「第１４９条において準用する前条」とする。 

第１４９条の２・第１４９条の３ ［略］ 

（準用） 

第１４９条の４ 第１０条から第１２条まで、第１４条から第２１条まで、

第２３条、第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２、第３７条、
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第３８条第２項、第３９条から第４２条まで、第４３条の２、第５２条、

第５９条から第６１条まで、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７

６条、第７７条、第８１条、第８７条の２から第９２条まで、第９４条、

第１４２条及び前節（第１４７条第１項及び第２項、第１４８条並びに第

１４９条を除く。）の規定は、共生型自立訓練（機能訓練）の事業につい

て準用する。 

第１５０条～第１５８条 ［略］ 

（準用） 

第１５９条 第１０条から第１９条まで、第２１条、第２４条、第２９条、

第３４条の２、第３６条の２から第４２条まで、第４３条の２、第５９条

から第６２条まで、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７６条、第

８７条の２から第９４条まで、第１４７条及び第１４８条の規定は、指定

自立訓練（生活訓練）の事業について準用する。この場合において、第１

０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１５９条において準用する第９

１条」と、第２１条第２項中「次条第１項から第３項まで」とあるのは「第

１５７条第１項から第４項まで」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」

とあるのは「第１５７条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」と

あるのは「第１５９条において準用する次条第１項」と、「療養介護計画」

とあるのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、第６０条中「療養介護計画」

とあるのは「自立訓練（生活訓練）計画」と、同条第８項中「６月」とあ
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るのは「３月」と、第６１条中「前条」とあるのは「第１５９条において

準用する前条」と、第９１条中「第９４条第１項」とあるのは「第１５９

条において準用する第９４条第１項」と、第９４条第１項中「前条」とあ

るのは「第１５９条において準用する前条」とする。 

第１５９条の２・第１５９条の３ ［略］ 

（準用） 

第１５９条の４ 第１０条から第１２条まで、第１４条から第１９条まで、

第２１条、第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２、第３７条、

第３８条第２項、第３９条から第４２条まで、第４３条の２、第５２条、

第５９条から第６１条まで、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７

６条、第８１条、第８７条の２から第９２条まで、第９４条、第１４７条

第３項及び第４項、第１５２条並びに前節（第１５９条を除く。）の規定

は、共生型自立訓練（生活訓練）の事業について準用する。 

第１６０条～第１７２条 ［略］ 

（準用） 

第１７２条 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２４条、

第２９条、第３４条の２、第３６条の２から第４２条まで、第４３条の２、

第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から第７２条まで、第７

６条、第７７条、第８６条、第８７条、第８８条から第９４条まで、第１

４６条、第１４７条及び第１５７条の２の規定は、指定就労移行支援の事
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業について準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」

とあるのは「第１７２条において準用する第９１条」と、第２１条第２項

中「次条第１項」とあるのは「第１７２条において準用する第１４６条第

１項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１７２条

において準用する第１４６条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」

とあるのは「第１７２条において準用する次条第１項」と、「療養介護計

画」とあるのは「就労移行支援計画」と、第６０条中「療養介護計画」と

あるのは「就労移行支援計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「３

月」と、第６１条中「前条」とあるのは「第１７２条において準用する前

条」と、第７７条第２項第１号中「第６０条第１項」とあるのは「第１７

２条において準用する第６０条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは

「就労移行支援計画」と、同項第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第

１７２条において準用する第２０条第１項」と、同項第３号中「第６７条」

とあるのは「第１７２条において準用する第９０条」と、同項第４号から

第６号まで中「次条」とあるのは「第１７２条」と、第９１条中「第９４

条第１項」とあるのは「第１７２条において準用する第９４条第１項」と、

第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１７２条において準用する前条」

と、第１５７条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受

ける者及び厚生労働大臣が定める者」とあるのは「支給決定障害者（厚生

労働大臣が定める者」と、同条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自
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立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定める者」とあるのは「支給決定障

害者（厚生労働大臣が定める者」とする。 

第１７３条～第１８４条の３ ［略］ 

（準用） 

第１８５条 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２３条、

第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２から第４２条まで、第

４３条の２、第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から第７２

条まで、第７６条、第７７条、第８８条から第９０条まで、第９２条から

第９４条まで、第１４６条、第１４７条及び第１７１条の規定は、指定就

労継続支援Ａ型の事業について準用する。この場合において、第１０条第

１項中「第３２条」とあるのは「第１８４条の２」と、第２１条第２項中

「次条第１項」とあるのは「第１８５条において準用する第１４６条第１

項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１８５条に

おいて準用する第１４６条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」

とあるのは「第１８５条において準用する次条第１項」と、「療養介護計

画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、第６０条中「療養介護計画」

とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、第６１条中「前条」とあるのは

「第１８５条において準用する前条」と、第７７条第２項第１号中「第６

０条第１項」とあるのは「第１８５条において準用する第６０条第１項」

と、「療養介護計画」とあるのは「就労継続支援Ａ型計画」と、同項第２
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号中「第５５条第１項」とあるのは「第１８５条において準用する第２０

条第１項」と、同項第３号中「第６７条」とあるのは「第１８５条におい

て準用する第９０条」と、同項第４号から第６号まで中「次条」とあるの

は「第１８５条」と、第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１８５条

において準用する前条」とする。 

第１８６条～第１８９条 ［略］ 

（準用） 

第１９０条 第１０条から第１８条まで、第２０条、第２１条、第２３条、

第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２から第４２条まで、第

４３条の２、第５９条から第６２条まで、第６８条、第７０条から第７２

条まで、第７６条、第７７条、第８６条、第８８条から第９４条まで、第

１４６条、第１４７条及び第１８１条から第１８３条までの規定は、指定

就労継続支援Ｂ型の事業について準用する。この場合において、第１０条

第１項中「第３２条」とあるのは「第１９０条において準用する第９１条」

と、第２１条第２項中「次条第１項から第３項まで」とあるのは「第１９

０条において準用する第１４６条第２項及び第３項」と、第２４条第２項

中「第２２条第２項」とあるのは「第１９０条において準用する第１４６

条第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１９０条

において準用する次条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「就労継

続支援Ｂ型計画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「就労継続
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支援Ｂ型計画」と、第６１条中「前条」とあるのは「第１９０条において

準用する前条」と、第７７条第２項第１号中「第６０条第１項」とあるの

は「第１９０条において準用する第６０条第１項」と、「療養介護計画」

とあるのは「就労継続支援Ｂ型計画」と、同項第２号中「第５５条第１項」

とあるのは「第１９０条において準用する第２０条第１項」と、同項第３

号中「第６７条」とあるのは「第１９０条において準用する第９０条」と、

同項第４号から第６号まで中「次条」とあるのは「第１９０条」と、第９

１条中「第９４条第１項」とあるのは「第１９０条において準用する第９

４条第１項」と、第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１９０条にお

いて準用する前条」と、第１８１条第１項中「第１８５条」とあるのは「第

１９０条」と、「就労継続支援Ａ型計画」とあるのは「就労継続支援Ｂ型

計画」とする。 

第１９１条～第１９３条 ［略］ 

（準用） 

第１９４条 第１０条から第１３条まで、第１５条から第１８条まで、第２

０条、第２１条、第２４条第２項、第２９条、第３４条の２、第３６条の

２から第４２条まで、第４３条の２、第５２条、第５９条から第６２条ま

で、第７０条、第７２条、第７６条、第７７条、第８６条、第８９条、第

９０条、第９２条から第９４条まで、第１４６条（第１項を除く。）、第

１４７条、第１８１条から第１８３条まで及び第１８６条の規定は、基準
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該当就労継続支援Ｂ型の事業について準用する。この場合において、第１

０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１９２条」と、第２１条第２項

中「次条第１項から第３項まで」とあるのは「第１９４条において準用す

る第１４６条第２項及び第３項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」

とあるのは「第１９４条において準用する第１４６条第２項」と、第５９

条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１９４条において準用する次条

第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「基準該当就労継続支援Ｂ型計

画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「基準該当就労継続支援

Ｂ型計画」と、第６１条中「前条」とあるのは「第１９４条において準用

する前条」と、第７７条第２項第１号中「第６０条第１項」とあるのは「第

１９４条において準用する第６０条第１項」と、「療養介護計画」とある

のは「基準該当就労継続支援Ｂ型計画」と、同項第２号中「第５５条第１

項」とあるのは「第１９４条において準用する第２０条第１項」と、同項

第３号中「第６７条」とあるのは「第１９４条において準用する第９０条」

と、同項第４号から第６号まで中「次条」とあるのは「第１９４条」と、

第９４条第１項中「前条」とあるのは「第１９４条において準用する前条」

と、第１８１条第１項中「第１８５条」とあるのは「第１９４条」と、「就

労継続支援Ａ型計画」とあるのは「基準該当就労継続支援Ｂ型計画」とす

る。 

第１９４条の２～第１９４条の７ ［略］ 

- 41 -



新 旧 

 

 

 （職場への定着のための支援等の実施） 

第６条 指定就労定着支援事業者は、利用者に対して、次の各号に定める期

間の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより、省令第２０６

条の８第１項の支援を提供しなければならない。 

 ⑴ 就労定着支援の提供を開始した日から１月以内 次のとおりとする。 

  ア １回以上、当該利用者に対して対面又はテレビ電話装置等を用いる

方法その他の対面に相当する方法により行うとともに、１回以上、当

該利用者に対して電話等により行うよう努めること。 

  イ １回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪問する

ことにより当該利用者の職場での状況を把握するよう努めるととも

に、１回以上、当該事業主に対し電話等により当該利用者の職場での

状況を把握するよう努めること。 

 ⑵ 前号の期間以外の期間 １月に１回以上、当該利用者に対して対面又

はテレビ電話装置等を用いる方法その他の対面に相当する方法により

行うとともに、１月に１回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の

事業主を訪問することにより当該利用者の職場での状況を把握するよ

う努めること。 

 

 （職場への定着のための支援等の実施） 

第１９４条の８ ［略］ 

 

２ 指定就労定着支援事業者は、利用者に対して、次の各号に定める期間の

区分に応じ、当該各号に定めるところにより、前項の支援を提供しなけれ

ばならない。 

 ⑴ 就労定着支援の提供を開始した日から１月以内 次のとおりとする。 

  ア １回以上、当該利用者に対して対面又はテレビ電話装置等を用いる

方法その他の対面に相当する方法により行うとともに、１回以上、当

該利用者に対して電話等により行うよう努めること。 

  イ １回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の事業主を訪問する

ことにより当該利用者の職場での状況を把握するよう努めるととも

に、１回以上、当該事業主に対し電話等により当該利用者の職場での

状況を把握するよう努めること。 

 ⑵ 前号の期間以外の期間 １月に１回以上、当該利用者に対して対面又

はテレビ電話装置等を用いる方法その他の対面に相当する方法により

行うとともに、１月に１回以上、当該利用者を雇用した通常の事業所の

事業主を訪問することにより当該利用者の職場での状況を把握するよ

う努めること。 

第１９４条の９～第１９４条の１１ ［略］ 
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（準用） 

第１９４条の１２ 第１０条から第２４条まで、第３０条、第３４条から第

３６条まで、第３７条から第４２条まで、第４３条の２、第５９条、第６

０条、第６２条及び第６８条の規定は、指定就労定着支援の事業について

準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは

「第１９４条の１０」と、第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第

１９４条の１２において準用する次条第１項」と、第２４条第２項中「第

２２条第２項」とあるのは「第１９４条の１２において準用する第２２条

第２項」と、第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第１９４条の

１２において準用する次条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「就

労定着支援計画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「就労定着

支援計画」とする。 

第１９４条の１３～第１９４条の１９ ［略］ 

（準用） 

第１９４条の２０ 第１０条から第２４条まで、第３０条、第３４条から第

３６条まで、第３７条から第４２条まで、第４３条の２、第５９条、第６

０条、第６２条、第６８条、第１９４条の６、第１９４条の１０及び第１

９４条の１１の規定は、指定自立生活援助の事業について準用する。この

場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１９４条の

２０において準用する第１９４条の１０」と、第２１条第２項中「次条第
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１項」とあるのは「第１９４条の２０において準用する次条第１項」と、

第６０条中「療養介護計画」とあるのは「自立生活援助計画」と、同条第

８項中「６月」とあるのは「３月」とする。 

第１９５条～第１９７条 ［略］ 

第１９８条 指定共同生活援助に係る共同生活住居は、住宅地又は住宅地と

同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機会が確保される地域にあ

り、かつ、入所により日中及び夜間を通してサービスを提供する施設（以

下「入所施設」という。）又は病院の敷地外にあるようにしなければなら

ない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、指定共同生活援助

に係る共同生活住居は、当該地域にあり、かつ、入所施設又は病院の敷地

内にある独立した建物とすることができる。 

２～９ ［略］ 

第１９８条の２～第２００条の４ ［略］ 

（準用） 

第２０１条 第１０条、第１２条、第１３条、第１５条から第１８条まで、

第２１条、第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２から第４２

条まで、第４３条の２、第５５条、第６０条、第６２条、第６８条、第７

２条、第７６条、第７７条、第９０条、第９２条、第９４条及び第１５７

条の２の規定は、指定共同生活援助の事業について準用する。この場合に

おいて、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第１９９条の３」と、
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第２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第１９８条の４第１項」と、

第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第１９８条の４第２項」

と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「共同生活援助計画」と、第

７７条第２項第１号中「第６０条第１項」とあるのは「第２０１条におい

て準用する第６０条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「共同生活

援助計画」と、同項第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第２０１条

において準用する第５５条第１項」と、同項第３号中「第６７条」とある

のは「第２０１条において準用する第９０条」と、同項第４号から第６号

まで中「次条」とあるのは「第２０１条」と、第９４条第１項中「前条の

協力医療機関」とあるのは「第２００条の４第１項の協力医療機関及び同

条第２項の協力歯科医療機関」と、第１５７条の２第１項中「支給決定障

害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定める者に限

る。」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な指定共同生活援助

を受けている者を除く。」と、同条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊

型自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定める者を除く。」とあるのは

「支給決定障害者（入居前の体験的な指定共同生活援助を受けている者に

限る。」とする。 

第２０１条の２～第２０１条の５ ［略］ 

第２０１条の６ 日中サービス支援型指定共同生活援助に係る共同生活住

居は、住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の機
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会が確保される地域にあり、かつ、入所施設又は病院の敷地外にあるよう

にしなければならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、

日中サービス支援型指定共同生活援助に係る共同生活住居は、当該地域に

あり、かつ、入所施設又は病院の敷地内にある独立した建物とすることが

できる。 

２～９ ［略］ 

第２０１条の７～第２０１条の１０ ［略］ 

（準用） 

第２０１条の１１ 第１０条、第１２条、第１３条、第１５条から第１８条

まで、第２１条、第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２から

第４２条まで、第４３条の２、第５５条、第６０条、第６２条、第６８条、

第７２条、第７６条、第７７条、第９０条、第９２条、第９４条、第１５

７条の２、第１９８条の２から第１９８条の６まで及び第１９９条の３か

ら第２００条の４までの規定は、日中サービス支援型指定共同生活援助の

事業について準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」

とあるのは「第２０１条の１１において準用する第１９９条の３」と、第

２１条第２項中「次条第１項」とあるのは「第２０１条の１１において準

用する第１９８条の４第１項」と、第２４条第２項中「第２２条第２項」

とあるのは「第２０１条の１１において準用する第１９８条の４第２項」

と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「日中サービス支援型共同生
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活援助計画」と、第７７条第２項第１号中「第６０条」とあるのは「第２

０１条の１１において読み替えて準用する第６０条」と、「療養介護計画」

とあるのは「日中サービス支援型共同生活援助計画」と、同項第２号中「第

５５条第１項」とあるのは「第２０１条の１１において準用する第５５条

第１項」と、同項第３号中「第６７条」とあるのは「第２０１条の１１に

おいて準用する第９０条」と、同項第４号から第６号まで中「次条」とあ

るのは「第２０１条の１１」と、第９４条第１項中「前条の協力医療機関」

とあるのは「第２０１条の１１において準用する第２００条の４第１項の

協力医療機関及び同条第２項の協力歯科医療機関」と、第１５７条の２第

１項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働大

臣が定める者に限る。」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的な

日中サービス支援型指定共同生活援助を受けている者を除く。」と、同条

第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型自立訓練を受ける者及び厚生労働

大臣が定める者を除く。」とあるのは「支給決定障害者（入居前の体験的

な日中サービス支援型指定共同生活援助を受けている者に限る。」とする。 

第２０１条の１２～第２０１条の２１ ［略］ 

（準用） 

第２０１条の２２ 第１２条、第１３条、第１５条から第１８条まで、第２

１条、第２４条、第２９条、第３４条の２、第３６条の２から第４２条ま

で、第４３条の２、第５５条、第６０条、第６２条、第６８条、第７２条、
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第７６条、第７７条、第９０条、第９２条、第９４条、第１５７条の２、

第１９８条の２から第１９９条の２まで及び第２００条の２から第２０

０条の４までの規定は、外部サービス利用型指定共同生活援助の事業につ

いて準用する。この場合において、第２１条第２項中「次条第１項」とあ

るのは「第２０１条の２２において準用する第１９８条の４第１項」と、

第２４条第２項中「第２２条第２項」とあるのは「第２０１条の２２にお

いて準用する第１９８条の４第２項」と、第６０条中「療養介護計画」と

あるのは「外部サービス利用型共同生活援助計画」と、第７７条第２項第

１号中「第６０条」とあるのは「第２０１条の２２において準用する第６

０条」と、「療養介護計画」とあるのは「外部サービス利用型共同生活援

助計画」と、同項第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第２０１条の

２２において準用する第５５条第１項」と、同項第３号中「第６７条」と

あるのは「第２０１条の２２において準用する第９０条」と、同項第４号

から第６号まで中「次条」とあるのは「第２０１条の２２」と、第９４条

第１項中「前条の協力医療機関」とあるのは「第２０１条の２２において

準用する第２００条の４第１項の協力医療機関及び同条第２項の協力歯

科医療機関」と、第１５７条の２第１項中「支給決定障害者（指定宿泊型

自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定める者に限る。」とあるのは「支

給決定障害者（入居前の体験的な外部サービス利用型指定共同生活援助を

受けている者を除く。」と、同条第２項中「支給決定障害者（指定宿泊型
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自立訓練を受ける者及び厚生労働大臣が定める者を除く。」とあるのは「支

給決定障害者（入居前の体験的な外部サービス利用型指定共同生活援助を

受けている者に限る。」と、第１９９条第３項中「当該指定共同生活援助

事業所の従業者」とあるのは「当該外部サービス利用型指定共同生活援助

事業所及び受託居宅介護サービス事業所の従業者」とする。 

第２０２条～第２０９条 ［略］ 

（準用） 

第２１０条 第１０条から第１３条まで、第１５条から第１８条まで、第２

０条、第２１条、第２４条第２項、第２９条、第３４条の２、第３６条の

２から第４２条まで、第４３条の２、第５９条から第６２条まで、第６８

条、第７０条から第７２条まで、第７６条、第７７条、第８３条、第８８

条から第９０条まで、第９１条（第１０号を除く。）及び第９２条から第

９４条までの規定は、特定基準該当障害福祉サービスの事業について準用

する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条」とあるのは「第

２１０条第１項において準用する第９１条」と、第１６条中「介護給付費」

とあるのは「特例介護給付費又は特例訓練等給付費」と、第２１条第２項

中「次条第１項から第３項まで」とあるのは「第２１０条第２項において

準用する第８４条第２項及び第３項、第２１０条第３項及び第５項におい

て準用する第１４６条第２項及び第３項並びに第２１０条第４項におい

て準用する第１５７条第２項及び第３項」と、第２４条第２項中「第２２
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条第２項」とあるのは「第２１０条第２項において準用する第８４条第２

項、第２１０条第３項及び第５項において準用する第１４６条第２項並び

に第２１０条第４項において準用する第１５７条第２項」と、第３７条第

３項中「指定居宅介護事業者等」とあるのは「障害福祉サービス事業を行

う者等」と、第４２条中「指定居宅介護事業所ごとに経理を区分するとと

もに、指定居宅介護の事業の会計をその他の事業の会計と」とあるのは「そ

の提供する特定基準該当障害福祉サービスの事業ごとに、その会計を」と、

第５９条第１項中「次条第１項」とあるのは「第２１０条第１項において

準用する次条第１項」と、「療養介護計画」とあるのは「特定基準該当障

害福祉サービス計画」と、第６０条中「療養介護計画」とあるのは「特定

基準該当障害福祉サービス計画」と、同条第８項中「６月」とあるのは「６

月（特定基準該当障害福祉サービス計画のうち特定基準該当自立訓練（機

能訓練）に係る計画又は特定基準該当自立訓練（生活訓練）に係る計画に

あっては、３月）」と、第６１条中「前条」とあるのは「第２１０条第１

項において準用する前条」と、第７７条第２項第１号中「第６０条第１項」

とあるのは「第２１０条第１項において準用する第６０条第１項」と、「療

養介護計画」とあるのは「特定基準該当障害福祉サービス計画」と、同項

第２号中「第５５条第１項」とあるのは「第２１０条第１項において準用

する第２０条第１項」と、同項第３号中「第６７条」とあるのは「第２１

０条第１項において準用する第９０条」と、同項第４号から第６号まで中
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 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

「次条」とあるのは「第２１０条第１項」と、第９０条第２号中「介護給

付費又は特例介護給付費」とあるのは「特例介護給付費又は特例訓練等給

付費」と、第９４条第１項中「前条」とあるのは「第２１０条第１項にお

いて準用する前条」とする。 

２～５ ［略］ 

第２１１条 ［略］ 

（委任） 

第２１２条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。    

 

  

- 51 -



 第１０２号議案 長崎市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８４条第１

項の規定に基づき、本市における障害者支援施設の設備及び運営に関する

基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備及び

運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７７号。以下「省令」と

いう。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 （障害者支援施設の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、法第８４条第１項の規定

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８４条第

１項の規定に基づき、本市における障害者支援施設の設備及び運営に関す

る基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 利用者 障害福祉サービスを利用する障害者をいう。 

⑵ 常勤換算方法 障害者支援施設の職員の勤務延時間数を当該障害者

支援施設において常勤の職員が勤務すべき時間数で除することにより、

当該障害者支援施設の職員の員数を常勤の職員の員数に換算する方法

をいう。 

⑶ 昼間実施サービス 障害者支援施設が提供する施設障害福祉サービ

スのうち施設入所支援を除いたものをいう。 
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により条例で定める障害者支援施設の設備及び運営に関する基準は、省令

に定める基準（省令第１０条第２項第６号に規定する基準を除き、省令の

改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 障害者支援施設の設置者（その者が法人であるときは、その役員）

及び施設長は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）

第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」とい

う。）であってはならない。 

２ 障害者支援施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

  

 

 

 

 

 （便所の基準） 

第５条 障害者支援施設の便所の基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 居室のある階ごとに設けること。 

 ⑵ 利用者の特性に応じたものであること。 

 

 

 

第３条～第４５条（第１０条及び第３２条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第４６条 障害者支援施設の設置者（その者が法人であるときは、その役

員 ）及び施設長は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５

号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（次項において「暴力

団員等」という。）であってはならない。 

２ 障害者支援施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

（設備の基準） 

第１０条 ［略］ 

２ 前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。 

⑴～⑸ ［略］ 

 

 ⑹ 便所 次のとおりとする。 

  ア 居室のある階ごとに設けること。 

  イ 利用者の特性に応じたものであること。 
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 ⑶ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

 

 

 

 

 

 （歯科検診） 

第６条 障害者支援施設は、施設入所支援の利用者について、毎年定期に歯

科検診を行うよう努めなければならない。 

 

 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ ［略］ 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する障害者支援施設のうち平成２５年４月

１日前から引き続き存するものにおいて施設障害福祉サービスを提供す

る場合におけるこの施設の建物（同日において基本的な設備が完成してい

たものを含み、同日後に増築され、又は改築される等により建物の構造を

変更したものを除く。）については、当分の間、第５条第３号に規定するブ

  ウ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

 ⑺～⑻ ［略］ 

３・４ ［略］ 

（健康管理） 

第３２条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 障害者支援施設は、施設入所支援の利用者について、毎年定期に歯科

検診を行うよう努めなければならない。 

第４７条 ［略］ 

（委任） 

第４８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１～６ ［略］ 

 

７ この条例の施行の際現に存する障害者支援施設において施設障害福祉

サービスを提供する場合におけるこの施設の建物（平成２５年４月１日に

おいて基本的な設備が完成しているものを含み、同日後に増築され、又は

改築される等により建物の構造を変更したものを除く。）については、当分

の間、第１０条第２項第６号ウに規定するブザー又はこれに代わる設備を
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ザー又はこれに代わる設備を設けないことができる。 設けないことができる。 

８・９ ［略］   
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 第１０３号議案 長崎市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３８条第３

項において準用する第３６条第３項第１号並びに第４４条第１項及び第

２項の規定に基づき、本市における指定障害者支援施設の指定に係る申請

者の要件並びに人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号。以

下「省令」という。）の定めるところによる。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第３８条第

３項において準用する第３６条第３項第１号並びに第４４条第１項及び

第２項の規定に基づき、本市における指定障害者支援施設の指定に係る申

請者の要件並びに人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 利用者 障害福祉サービスを利用する障害者をいう。 

⑵ 支給決定 法第１９条第１項に規定する支給決定をいう。 

⑶ 支給決定障害者 法第１９条第１項の規定により支給決定を受けた

障害者をいう。 

⑷ 支給量 法第２２条第７項に規定する支給量をいう。 

⑸ 受給者証 法第２２条第８項に規定する受給者証をいう。 

⑹ 支給決定の有効期間 法第２３条に規定する支給決定の有効期間を

いう。 
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⑺ 指定障害者支援施設 法第２９条第１項に規定する指定障害者支援

施設をいう。 

⑻ 指定障害福祉サービス 法第２９条第１項に規定する指定障害福祉

サービスをいう。 

⑼ 指定障害福祉サービス等 法第２９条第１項に規定する指定障害福

祉サービス等をいう。 

⑽ 指定障害福祉サービス事業者等 法第２９３条第２項に規定する指

定障害福祉サービス事業者等をいう。 

⑾ 指定障害福祉サービス等費用基準額 指定障害福祉サービス等につ

き法第２９条第３項第１号に規定する主務大臣が定める基準により算

定した費用の額（その額が現に当該指定障害福祉サービス等に要した費

用（特定費用（法第２９条第１項に規定する特定費用をいう。以下同じ。）

を除く。）の額を超えるときは、当該現に指定障害福祉サービス等に要

した費用の額）をいう。 

⑿ 利用者負担額 指定障害福祉サービス等費用基準額から当該指定障

害福祉サービス等につき支給された介護給付費又は訓練等給付費の額

を控除した額をいう。 

⒀ 法定代理受領 法第２９条第４項の規定により支給決定障害者が指

定障害者支援施設に支払うべき指定障害福祉サービス等に要した費用

（特定費用を除く。）について、介護給付費又は訓練等給付費として当
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（申請者の要件） 

第３条 法第３８条第３項において準用する法第３６条第３項第１号の条

例で定める者は、役員が長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第

５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員

等」という。）でない法人とする。 

（指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準） 

第４条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第４４条第１項及び第

２項の規定により条例で定める指定障害者支援施設の人員、設備及び運営

に関する基準は、省令に定める基準（省令第６条第２項第６号に規定する

基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含

む。）とする。 

該支給決定障害者に支給すべき額の限度において、当該支給決定障害者

に代わり、当該指定障害者支援施設に支払われることをいう。 

⒁ 常勤換算方法 指定障害者支援施設の従業者の勤務延時間数を当該

指定障害者支援施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除す

ることにより、当該指定障害者支援施設の従業者の員数を常勤の従業者

の員数に換算する方法をいう。 

⒂ 昼間実施サービス 指定障害者支援施設が提供する施設障害福祉サ

ービスのうち施設入所支援を除いたものをいう。 

第３条 ［略］ 

 （申請者の要件） 

第４条 法第３８条第３項において準用する法第３６条第３項第１号の条

例で定める者は、役員が長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第

５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（第６２条におい

て「暴力団員等」という。）でない法人とする。 
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（暴力団員等の排除） 

第５条 指定障害者支援施設の管理者は、暴力団員等であってはならない。 

 

２ 指定障害者支援施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

（便所の基準） 

第６条 指定障害者支援施設の便所の基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 居室のある階ごとに設けること。 

 ⑵ 利用者の特性に応じたものであること。 

 ⑶ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

第５条～第６１条（第９条及び第４０条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第６２条 指定障害者支援施設の管理者は、暴力団員等であってはならな

い。 

２ 指定障害者支援施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

（設備） 

第９条 ［略］ 

２ 前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。 

⑴～⑸ ［略］ 

 

 ⑹ 便所 次のとおりとする。 

  ア 居室のある階ごとに設けること。 

  イ 利用者の特性に応じたものであること。 

  ウ ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 

 ⑺～⑻ ［略］ 

３・４ ［略］ 

 （健康管理） 

第４０条 指定障害者支援施設は、常に利用者の健康の状況に注意するとと
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（歯科検診） 

第７条 指定障害者支援施設は、施設入所支援の利用者について、毎年定期

に歯科検診を行うよう努めなければならない。 

 （委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１ ［略］ 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する指定障害者支援施設のうち平成２５年

４月１日前から引き続き存するものにおいて施設障害福祉サービスを提

供する場合におけるこの施設の建物（同日において基本的な設備が完成し

ていたものを含み、同日後に増築され、又は改築される等により建物の構

造を変更したものを除く。）については、当分の間、第６条第３号に規定す

るブザー又はこれに代わる設備を設けないことができる。 

もに、健康保持のための適切な措置を講じなければならない。 

２ ［略］ 

 

３ 指定障害者支援施設は、施設入所支援の利用者について、毎年定期に歯

科検診を行うよう努めなければならない。 

第６３条 ［略］ 

（委任） 

第６４条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１～６ ［略］ 

 

７ この条例の施行の際現に存する指定障害者支援施設において施設障害

福祉サービスを提供する場合におけるこの施設の建物（平成25年４月１日

において基本的な設備が完成しているものを含み、同日後に増築され、又

は改築される等により建物の構造を変更したものを除く。）については、

当分の間、第９条第２項第６号ウに規定するブザー又はこれに代わる設備

を設けないことができる。 

８・９ ［略］   
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 第１０４号議案 長崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第２１条の５の４第１項第２号、第２１条の５の１５第３項第

１号（法第２１条の５の１６第４項において準用する場合を含む。以下同

じ。）、第２１条の５の１７第１項第１号及び第２号並びに第２１条の５

の１９第１項及び第２項の規定に基づき、本市における指定障害児通所支

援事業者の指定に係る申請者の要件並びに指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び児童福祉法に基づく指定通

所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働

省令第１５号。以下「省令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第２１条の５の４第１項第２号、第２１条の５の１５第３項第

１号（法第２１条の５の１６第４項において準用する場合を含む。第４条

において同じ。）、第２１条の５の１７第１項第１号及び第２号並びに第

２１条の５の１９第１項及び第２項の規定に基づき、本市における申請者

の要件並びに指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 通所給付決定保護者 法第６条の２の２第９項に規定する通所給付

決定保護者をいう。 

⑵ 指定障害児通所支援事業者等 法第２１条の５の３第１項に規定す

る指定障害児通所支援事業者等をいう。 

⑶ 指定通所支援 法第２１条の５の３第１項に規定する指定通所支援
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をいう。 

⑷ 指定通所支援費用基準額 法第２１条の５の３第２項第１号（法第２

１条の５の１３第２項の規定により、同条第１項に規定する放課後等デ

イサービス障害児通所給付費等の支給について適用する場合を含む。）

に掲げる額をいう。 

⑸ 通所利用者負担額 法第２１条の５の３第２項第２号（法第２１条の

５の１３第２項の規定により、同条第１項に規定する放課後等デイサー

ビス障害児通所給付費等の支給について適用する場合を含む。）に掲げ

る額及び肢体不自由児通所医療（法第２１条の５の２９第１項に規定す

る肢体不自由児通所医療をいう。以下同じ。）につき健康保険の療養に

要する費用の額の算定方法の例により算定した費用の額から当該肢体

不自由児通所医療につき支給された肢体不自由児通所医療費の額を控

除して得た額の合計額をいう。 

⑹ 通所給付決定 法第２１条の５の５第１項に規定する通所給付決定

をいう。 

⑺ 支給量 法第２１条の５の７第７項に規定する支給量をいう。 

⑻ 通所給付決定の有効期間 法第２１条の５の７第８項に規定する通

所給付決定の有効期間をいう。 

⑼ 通所受給者証 法第２１条の５の７第９項に規定する通所受給者証

をいう。 
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⑽ 法定代理受領 法第２１条の５の７第１１項（法第２１条の５の１３

第２項の規定により、同条第１項に規定する放課後等デイサービス障害

児通所給付費等の支給について適用する場合を含む。）の規定により通

所給付決定保護者に代わり市町村（特別区を含む。以下同じ。）が支払

う指定通所支援に要した費用の額又は法第２１条の５の２９第３項の

規定により通所給付決定保護者に代わり市町村が支払う肢体不自由児

通所医療に要した費用の額の一部を指定障害児通所支援事業者等が受

けることをいう。 

⑾ 共生型通所支援 法第２１条の５の１７第１項の申請に係る法第２

１条の５の３第１項の指定を受けた者による指定通所支援をいう。 

⑿ 児童発達支援センター 法第４３条に規定する児童発達支援センタ

ーをいう。 

⒀ 多機能型事業所 第５条に規定する指定児童発達支援の事業、第６９

条に規定する指定医療型児童発達支援の事業、第８０条に規定する指定

放課後等デイサービスの事業、第９２条に規定する指定居宅訪問型児童

発達支援の事業及び第１００条に規定する指定保育所等訪問支援の事

業並びに長崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準等を定める条例（平成２５年長崎市条例第４号。以下「指定

障害福祉サービス基準条例」という。）第７９条に規定する指定生活介

護の事業、指定障害福祉サービス基準条例第１４２条に規定する指定自
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（申請者の要件） 

第３条 法第２１条の５の１５第３項第１号の条例で定める者は、役員が長

崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定す

る暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人と

する。 

（指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準） 

第４条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第２１条の５の４第１

項第２号、第２１条の５の１７第１項第１号及び第２号並びに第２１条の

５の１９第１項及び第２項の規定により条例で定める指定通所支援の事

業等の人員、設備及び運営に関する基準は、省令に定める基準（省令の改

正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

立訓練（機能訓練）の事業、指定障害福祉サービス基準条例第１５２条

に規定する指定自立訓練（生活訓練）の事業、指定障害福祉サービス基

準条例第１６２条に規定する指定就労移行支援の事業、指定障害福祉サ

ービス基準条例第１７３条に規定する指定就労継続支援Ａ型の事業及

び指定障害福祉サービス基準条例第１８６条に規定する指定就労継続

支援B型の事業のうち２以上の事業を一体的に行う事業所（指定障害福

祉サービス基準条例に規定する事業のみを行う事業所を除く。）のこと

をいう。 

第３条 ［略］ 

 （申請者の要件） 

第４条 法第２１条の５の１５第３項第１号の条例で定める者は、役員が長

崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定す

る暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人

とする。 
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（暴力団員等の排除） 

第５条 指定児童発達支援事業所の管理者は、暴力団員等であってはならな

い。 

２ 指定児童発達支援事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

⑴ 共生型児童発達支援の事業 

⑵ 基準該当児童発達支援の事業 

⑶ 指定医療型児童発達支援の事業 

⑷ 指定放課後等デイサービスの事業 

⑸ 共生型放課後等デイサービスの事業 

⑹ 基準該当放課後等デイサービスの事業 

⑺ 指定居宅訪問型児童発達支援の事業 

⑻ 指定保育所等訪問支援の事業 

 

 

 

 

第５条～第５６条（第３２条及び第５６条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第５７条 指定児童発達支援事業所の管理者は、暴力団員等であってはなら

ない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（食事） 

第３２条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限

る。以下この条において同じ。）において、障害児に食事を提供するとき

は、その献立は、できる限り、変化に富み、障害児の健全な発育に必要な
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（地産地消） 

第６条 指定児童発達支援事業所（児童発達支援センターであるものに限

る。）における障害児への食事の提供に当たっては、地域で生産された農林

水産物及びこれらを地域で加工した食品を積極的に利用するよう努める

ものとする。 

２ 前項の規定は、前条第３項第１号及び第３号の事業について準用する。 

 （服薬管理） 

第７条 指定児童発達支援事業者は、障害児に対して服薬の管理を行う場合

は、服薬の管理に関する手引書を作成しなければならない。 

２ 前項の規定は、第５条第３項各号（第７号及び第８号を除く。）に掲げる

事業について準用する。 

（委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

栄養量を含有するものでなければならない。 

２～４ ［略］ 

 

５ 指定児童発達支援事業所における食事の提供に当たっては、地域で生産

された農林水産物及びこれらを地域で加工した食品を積極的に利用する

よう努めるものとする。 

 

 

 （服薬管理） 

第５６条 指定児童発達支援事業者は、障害児に対して服薬の管理を行う場

合は、服薬の管理に関する手引書を作成しなければならない。 

 

 

第５８条～第１０８条 ［略］ 

（委任） 

第１０９条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第４５条第１項の規定に基づき、本市における児童福祉施設の 

設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び児童福祉施設の設備及び運

営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号。以下「府令」という。）の

定めるところによる。 

（児童福祉施設の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条から第８条までに定めるもののほか、法第４５条第１項の規定

により条例で定める児童福祉施設の設備及び運営に関する基準は、府令に

定める基準（府令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む

。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする 

府令第６条第

２項 

前項の訓練のうち、避難及

び消火に対する訓練は、少

児童福祉施設（助産施設を

除く。）は、非常災害に対す

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第４５条第１項の規定に基づき、本市における児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この条例において「児童福祉施設」とは、助産施設、母子生活支援

施設及び保育所であって、市長の監督に属するものをいう。 

２ 前項に定めるもののほか、この条例における用語の意義は、法の定める

ところによる。 
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なくとも毎月１回は、これ

を 

る避難訓練及び消火訓練

を、少なくとも毎月１回 

府令第１２条

第１項 

児童厚生施設及び児童家

庭支援センターを除く。第

４項を除き、 

助産施設を除く。 

府令第１２条

第３項 

助産の実施、母子保護 母子保護 

府令第１２条

第４項 

につき、綿密な注意を払わ

なければ 

について綿密な注意を払う

とともに、当該調理する者

に対し毎月１回以上の検便

を行わなければ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３条～第６条 ［略］ 

（非常災害対策） 

第７条 ［略］ 

２ 児童福祉施設（助産施設を除く。）は、非常災害に対する避難訓練及び

消火訓練を、少なくとも毎月１回行わなければならない。 

第７条の２～第１５条 ［略］ 

（入所した者及び職員の健康診断等） 

第１６条 児童福祉施設（助産施設を除く。以下この条において同じ。）の

長は、入所した者に対し、入所時の健康診断、少なくとも１年に２回の定
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（暴力団員等の排除） 

第４条 児童福祉施設の設置者（その者が法人であるときは、その役員）及

び児童福祉施設の長は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第

５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員

等」という。）であってはならない。 

２ 児童福祉施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団

又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法（昭和３３年法律第５

６号）に規定する健康診断に準じて行わなければならない。 

２ ［略］ 

３ 第１項の健康診断をした医師は、その結果必要な事項を母子健康手帳又

は入所した者の健康を記録する表に記入するとともに、必要に応じ入所の

措置又は母子保護の実施若しくは保育の提供若しくは法第２４条第５項

若しくは第６項の規定による措置を解除又は停止する等必要な手続をと

ることを、児童福祉施設の長に勧告しなければならない。 

４ 児童福祉施設の職員の健康診断に当たっては、特に入所している者の食

事を調理する者について綿密な注意を払うとともに、当該調理する者に対

し毎月１回以上の検便を行わなければならない。 

第１７条～第２０条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第２０条の２ 児童福祉施設の設置者（その者が法人であるときは、その役

員）及び児童福祉施設の長は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市

条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（次項にお

いて「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 児童福祉施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団

又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

第２１条～第３０条 ［略］ 

- 69 -



新 旧 

（配偶者からの暴力等による被害者への支援） 

第５条 母子生活支援施設の長は、配偶者からの暴力を受けたこと等の理由

により入所した母子の安全確保のための必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

２ 母子生活支援施設の長は、前項の母子に対し適切な支援を行うよう努め

なければならない。 

（嘱託歯科医） 

第６条 府令第３３条第１項に規定するもののほか、保育所は、嘱託歯科医

を置くよう努めなければならない。 

（保護者への説明） 

第７条 保育所の長は、入所した乳幼児の保護者に対し、当該保育所の保育

方針について説明しなければならない。 

（小学校との連携） 

 （配偶者からの暴力等による被害者への支援） 

第３１条 母子生活支援施設の長は、配偶者からの暴力を受けたこと等の理

由により入所した母子の安全確保のための必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

２ 母子生活支援施設の長は、前項の母子に対し適切な支援を行うよう努め

なければならない。 

第３２条～第３６条 ［略］ 

（職員） 

第３７条 ［略］ 

 

２ 前項に規定するもののほか、保育所は、嘱託歯科医を置くよう努めなけ

ればならない。 

３ ［略］ 

第３８条・第３９条 ［略］ 

 （保護者への説明等） 

第４０条 保育所の長は、入所した乳幼児の保護者に対し、当該保育所の保

育方針について説明しなければならない。 

２ ［略］ 

第４１条 ［略］ 

 （小学校との連携） 

- 70 -



新 旧 

第８条 保育所の長は、小学校と連携し、入所している児童の発達及び学び

の連続性を確保するよう努めなければならない。 

 

 

（委任） 

第９条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第４２条 保育所の長は、学校教育法第１条に規定する小学校と連携し、入

所している児童の発達及び学びの連続性を確保するよう努めなければな

らない。 

第４３条 ［略］ 

（委任） 

第４４条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   

 

  

- 71 -



 第１０６号議案 長崎市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以

下「法」という。）第３４条第２項及び第４６条第２項の規定に基づき、本

市における特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基

準（平成２６年内閣府令第３９号。以下「府令」という。）の定めるところ

による。 

（特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準） 

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第３４条第２項及び第４６

条第２項の規定により条例で定める特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の運営に関する基準は、府令に定める基準（府令第１３条第４項に

規定する基準を除き、府令の改正に際し定められた経過措置に規定する基

準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

府令第５条 第１３条 第１３条（第４項を除く。）

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以

下「法」という。）第３４条第２項及び第４６条第２項の規定に基づき、

本市における特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法、児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）及び特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定

子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３

９号）の定めるところによる。 
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の規定及び長崎市特定教

育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（令和５

年長崎市条例第  号。以

下「条例」という。）第５条 

府令第１３条

第５項 

前４項 第１項から第３項まで及び

条例第５条 

府令第１３条

第６項 

第４項 条例第５条 

府令第１３条

第６項ただし

書 

第４項 同条 

府令第２０条

第５号 

第１３条 第１３条（第４項を除く。）の規

定及び条例第５条 

府令第３５条

第３項 

及び第７条第２項 、第７条第２項及び第１３条

第４項 

）の規定 ）の規定及び条例第５条の規

定 

同条第４項第３号ロ⑴ 条例第５条第３号イ(ア ) 
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同号ロ⑵ 同イ(イ ) 

含む。 含む。）」と、同号ウ中「満３

歳以上教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「満３歳以

上教育・保育給付認定子ども

（特別利用保育を受ける者

を含む。 

府令第３６条

第３項 

及び第７条第２項 、第７条第２項及び第１３条

第４項 

）の規定 ）の規定及び条例第５条の規

定 

同条第４項第３号ロ⑴ 条例第５条第３号イ(ア ) 

同号ロ⑵ 同イ(イ ) 

除く。 除く。）」と、同号ウ中「満３

歳以上教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「満３歳以

上教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者

を含む。 
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府令第５１条

第３項及び第

５２条第３項 

第１３条第４項第３号

イ又はロ 

条例第５条第３号ア、イ又は

ウ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（暴力団員等の排除） 

第４条 特定教育・保育施設の設置者の役員及び管理者は、長崎市暴力団排

除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又

は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

 

２ 特定教育・保育施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

 

 

第３条・第４条 ［略］ 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、

あらかじめ、利用の申込みを行った教育・保育給付認定保護者（以下「利

用申込者」という。）に対し、第２０条に規定する運営規程の概要、職員

の勤務体制、第１３条の規定により支払を受ける費用に関する事項その他

の利用申込者の教育・保育の選択に資すると認められる重要事項を記した

文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を

得なければならない。 

第６条～第３４条（第１３条及び第２０条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第３５条 特定教育・保育施設の設置者の役員及び管理者は、長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であってはな

らない。 

２ 特定教育・保育施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 
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３ 前２項の規定は、特定地域型保育事業者、特定地域型保育事業所及び特

定地域型保育について準用する。 

（利用者負担額等の受領） 

第５条 特定教育・保育施設は、府令第１３条第１項から第３項までの支払

を受ける額のほか、特定教育・保育において提供される便宜に要する費用

のうち、次に掲げる費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受け

ることができる。 

⑴ 日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要する 

 費用 

⑵ 特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

 ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう 

  ち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護 

  者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞ 

  れ(ア)又は(イ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

  (ア) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・ 

   保育給付認定子ども ７７，１０１円 

 

 

（利用者負担額等の受領） 

第１３条 ［略］ 

２・３ ［略］ 

 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受ける額のほか、特定教育・保

育において提供される便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の額の支

払を教育・保育給付認定保護者から受けることができる。 

 

 ⑴ 日用品、文房具その他の特定教育・保育に必要な物品の購入に要する

費用 

 ⑵ 特定教育・保育等に係る行事への参加に要する費用 

 ⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

  ア 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう

ち、その教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護

者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞ

れ(ア)又は(イ)に定める金額未満であるものに対する副食の提供 

   (ア) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども ７７,１０１円 

- 76 -



新 旧 

  (イ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・ 

   保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ(イ ) 

   において同じ。） ５７,７００円（特定教育・保育給付認定保護 

    者にあっては、７７,１０１円） 

 

 

 イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう 

  ち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、 

  義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から 

  第３学年までに在籍する子どもをいう。以下同じ。）が同一の世帯に 

  ３人以上いる場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者に該当するものに 

  対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

   (ア) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年

修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除

く。）である者 

    (イ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及

び２番目の年長者である者を除く。）である者 

  ウ 負担額算定基準子どもであって、かつ、次のいずれにも該当する第

   (イ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ(イ)

において同じ。） ５７,７００円（子ども・子育て支援法施行令（平

成２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第２項第６

号に規定する特定教育・保育給付認定保護者にあっては、７７,１０

１円） 

  イ 次の(ア)又は(イ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものう

ち、負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、

義務教育学校の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から

第３学年までに在籍する子どもをいう。以下このイにおいて同じ。）

が同一の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ(ア)又は(イ)に定める者に

該当するものに対する副食の提供（アに該当するものを除く。） 

   (ア) 法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年

修了前子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除

く。）である者 

   (イ) 法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及

び２番目の年長者である者を除く。）である者 

  ウ 負担額算定基準子どもであって、かつ、次のいずれにも該当する第

- 77 -



新 旧 

３子以降の特定被監護者等（子ども・子育て支援法施行令（平成２６

年政令第２１３号）第１４条に規定する特定被監護者等をいう。以下

同じ。）である満３歳以上教育・保育給付認定子どもに対する副食の

提供（ア又はイに該当するものを除く。） 

   (ア) 教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と

同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額が９７,００

０円未満であること。 

   (イ) 特定被監護者等が同一の世帯に３人以上いること。 

  エ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

 ⑷ 特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜

に要する費用のうち、特定教育・保育施設の利用において通常必要とさ

れるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者に負担させる

ことが適当と認められるもの 

 

 

 

 

 

 

３子以降の特定被監護者等（令第１４条に規定する特定被監護者等を

いう。以下同じ。）である満３歳以上教育・保育給付認定子どもに対

する副食の提供（ア又はイに該当するものを除く。） 

 

   (ア) 教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と

同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得割合算額が９７,００

０円未満であること。 

   (イ) 特定被監護者等が同一の世帯に３人以上いること。 

  エ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

 ⑷ 特定教育・保育施設に通う際に提供される便宜に要する費用 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保育において提供される便宜

に要する費用のうち、特定教育・保育施設の利用において通常必要とさ

れるものに係る費用であって、教育・保育給付認定保護者に負担させる

ことが適当と認められるもの 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の支払を受けた場合は、当該

費用に係る領収証を当該費用の額を支払った教育・保育給付認定保護者に

対し交付しなければならない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の金銭の支払を求める際は、

あらかじめ、当該金銭の使途及び額並びに教育・保育給付認定保護者に金

銭の支払を求める理由について書面によって明らかにするとともに、教
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育・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書による同意を得なけれ

ばならない。ただし、第４項の規定による金銭の支払に係る同意について

は、文書によることを要しない。 

（運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重要事

項に関する規程（第２３条において「運営規程」という。）を定めなけれ

ばならない。 

⑴～⑷ ［略］ 

⑸ 第１３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける費

用の種類、支払を求める理由及びその額 

 ⑹～⑾ ［略］ 

（特別利用保育の基準） 

第３６条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設

型給付費（法第２８条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項にお

いて同じ。）を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７

条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項

中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項に
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おいて同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供

している施設に限る。以下この項において同じ。）」と、「同号に掲げる

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子ども」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数」とあるのは「同条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・

保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

保育を受ける者を除く。）」と、同イ（イ）中「教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を

含む。）」と、同号ウ中「満３歳以上教育・保育給付認定子ども」とある

のは「満３歳以上教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を

含む。）」とする。 

（特別利用教育の基準） 

第３７条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供する場

合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設
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（委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

型給付費を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第３項及び第７条第

２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「利

用の申込みに係る法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもの数」と

あるのは「利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもの数」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの総数」とあるのは「同条第１号又は第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、第１３

条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８

条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」

と、同条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」とあるの

は「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、

同イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」と、同号ウ中「満３歳

以上教育・保育給付認定子ども」とあるのは「満３歳以上教育・保育給付

認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」とする。 

第３８条～第５４条 ［略］ 

（委任） 

第５５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１０７号議案 長崎市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。）第１

３条第１項の規定に基づき、本市における幼保連携型認定こども園の学級

の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

（幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基

準） 

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第１３条第１項の規定によ

り条例で定める幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運

営に関する基準は、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及

び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第１

号。以下「省令」という。）に定める基準（省令の改正に際し定められた経

過措置に規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、省令第４条第２項中「３５人」とあるのは「３０

人」と、省令第１３条中「第３６条の規定」とあるのは「第３６条の規定

並びに長崎市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（令

（趣旨） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。）第

１３条第１項の規定に基づき、本市における幼保連携型認定こども園の学

級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 
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和５年長崎市条例第  号）第４条の規定」とする。 

（暴力団員等の排除） 

第４条 幼保連携型認定こども園の設置者の役員及び園長は、長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

 

 

第３条・第４条 ［略］ 

（学級の編制の基準） 

第５条 ［略］ 

２ １学級の園児数は、３０人以下を原則とする。 

３ ［略］ 

第６条～第１７条（第１５条を除く。） ［略］ 

（児童福祉施設基準条例の準用） 

第１８条 児童福祉施設基準条例第５条、第６条第１項、第２項及び第４項、

第９条、第１１条から第１２条の２まで、第１５条（第４項ただし書を除

く。）、第１９条、第２０条、第３５条第７号、第３６条並びに第４０条

の規定は、幼保連携型認定こども園について準用する。この場合において、

次の表の左欄に掲げる児童福祉施設基準条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 ［表略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第１９条 幼保連携型認定こども園の設置者の役員及び園長は、長崎市暴力

団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団

員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であっては

ならない。 
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２ 幼保連携型認定こども園は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

 （小学校との連携） 

第５条 幼保連携型認定こども園の園長は、小学校と連携し、園児の発達及

び学びの連続性を確保するよう努めなければならない。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

２ 幼保連携型認定こども園は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

 （小学校との連携） 

第１５条 幼保連携型認定こども園の園長は、学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第１条に規定する小学校と連携し、園児の発達及び学びの連続

性を確保するよう努めなければならない。 

（委任） 

第２０条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１０８号議案 長崎市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。）第３

条第１項及び第３項の規定に基づき、本市における幼保連携型認定こども

園以外の認定こども園（以下単に「認定こども園」という。）の認定の要件

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 （認定こども園の認定の要件） 

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、法第３条第１項及び第３

項の規定により条例で定める認定こども園の認定の要件は、就学前の子ど

もに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条第２項

及び第４項の規定に基づき内閣総理大臣及び文部科学大臣が定める施設

の設備及び運営に関する基準（平成２６年内閣府・文部科学省・厚生労働

省告示第２号。以下「告示」という。）に定める要件（告示第４の１及び第

８に規定する要件を除き、告示の改正に際し定められた経過措置に規定す

る要件を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、告示第２の２中「３５人」とあるのは「３０人」

（趣旨） 

第１条 この条例は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「法」という。）第

３条第１項及び第３項の規定に基づき、本市における幼保連携型認定こど

も園以外の認定こども園（以下単に「認定こども園」という。）の認定の

要件を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法において使用する用語

の例による。 
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と、告示第３の２中「を併有する者であることが望ましいが、幼稚園の教

員免許状及び保育士の資格を併有しない場合においては、そのいずれかを

有する者でなければならない」とあるのは「のいずれも有する者でなけれ

ばならない。ただし、市長が別に定める要件に適合する者は、この限りで

ない」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３条 ［略］ 

（職員の配置） 

第４条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 認定こども園における満３歳以上の子どもについては、幼稚園と同様に

１日に４時間程度利用するもの（以下「教育時間相当利用児」という。）及

び保育所と同様に１日に８時間程度利用するもの（以下「教育及び保育時間

相当利用児」という。）に共通の４時間程度の利用時間において、学級を編

制し、各学級ごとに少なくとも１人の職員（以下「学級担任」という。）に

担当させなければならない。この場合において、１学級の子どもの数は、３

０人以下を原則とする。 

（職員の資格） 

第５条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前条第２項の規定により認定こども園に置くものとされる職員のうち、
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（暴力団員等の排除） 

第４条 認定こども園の設置者の役員及び認定こども園の長は、長崎市暴力

団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団

員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

 

２ 認定こども園は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団

又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

（施設設備） 

第５条 法第３条第３項の幼稚園及び保育機能施設については、それぞれの

用に供される建物及びその附属設備（以下「建物等」という。）を同一の敷

地又は隣接する敷地内に設置しなければならない。ただし、当該建物等を

同一の敷地又は隣接する敷地内に設置することが困難な場合であって、市

長が別に定める要件を満たすときは、この限りでない。 

 

満３歳以上の子どもの教育及び保育に従事する者は、幼稚園の教員免許状

（教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）第４条第２項及び第４項

に規定する免許状をいう。以下同じ。）及び保育士の資格のいずれも有す

る者でなければならない。ただし、市長が別に定める要件に適合する者は、

この限りでない。 

第７条～第９条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第１１条 認定こども園の設置者の役員及び認定こども園の長は、長崎市暴

力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力

団員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であって

はならない。 

２ 認定こども園は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団

又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 （施設設備） 

第６条 幼稚園型認定こども園（第３条第１号イに規定するものに限る。）

については、それぞれの用に供される建物及びその附属設備（以下「建物

等」という。）を同一の敷地又は隣接する敷地内に設置しなければならな

い。ただし、当該建物等を同一の敷地又は隣接する敷地内に設置すること

が困難な場合であって、市長が別に定める要件を満たすときは、この限り

でない。 
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（管理運営等） 

第６条 認定こども園の管理運営等に当たっては、次に掲げる事項に留意し

なければならない。 

 ⑴ 認定こども園の長は、全ての職員の協力を得ながら一体的な管理運営

を行うこと。 

 ⑵ 安定的かつ継続的な運営を確保すること。 

 ⑶ 保育を必要とする子どもに対する教育及び保育時間は、原則として、

１日につき８時間以上１１時間以下として、認定こども園の長により、

子どもの保護者の労働時間、家庭の状況等を考慮し定められているこ

と。 

 ⑷ 認定こども園の開園日数及び開園時間は、保育を必要とする子どもに

対する教育及び保育を適切に提供できるよう、保護者の就労の状況等の

地域の実情に応じて定められていること。 

 ⑸ 子どもの年齢構成、障害のある子どもへの対応等を考慮し、必要に応

じ、適切な人員を配置する等、適切な管理運営を行うこと。 

 ⑹ 保護者が多様な施設を適切に選択できるよう、十分な情報開示を行う

こと。 

 ⑺ 耐震、防災、防犯等子どもの健康及び安全を確保する体制を整えるこ 

と。 

２～９ ［略］ 

 （管理運営等） 

第１０条 認定こども園の管理運営等に当たっては、次に掲げる事項に留意

しなければならない。 

 ⑴ 認定こども園の長は、全ての職員の協力を得ながら一体的な管理運営

を行うこと。 

 ⑵ 安定的かつ継続的な運営を確保すること。 

 ⑶ 保育を必要とする子どもに対する教育及び保育時間は、原則として、

１日につき８時間以上１１時間以下として、認定こども園の長により、

子どもの保護者の労働時間、家庭の状況等を考慮し定められているこ

と。 

 ⑷ 認定こども園の開園日数及び開園時間は、保育を必要とする子どもに

対する教育及び保育を適切に提供できるよう、保護者の就労の状況等の

地域の実情に応じて定められていること。 

 ⑸ 子どもの年齢構成、障害のある子どもへの対応等を考慮し、必要に応

じ、適切な人員を配置する等、適切な管理運営を行うこと。 

 ⑹ 保護者が多様な施設を適切に選択できるよう、十分な情報開示を行う

こと。 

 ⑺ 耐震、防災、防犯等子どもの健康及び安全を確保する体制を整えるこ

と。 
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 ⑻ 認定こども園において、子どもに負傷その他の事故が発生した場合の

補償を円滑に行うことができる体制が整備されていること。 

 ⑼ 苦情解決の仕組みを整えるとともに、自ら又は外部の者による評価を

行い、その結果の公表、活用等を通じて教育及び保育の質の向上に努め

ること。 

 ⑽ 特別な配慮が必要な子どもの利用が排除されることのないよう、入園

する子どもの選考を公正に行うとともに、本市との連携を図り、その受

入れに適切に配慮すること。 

 ⑾ 認定こども園の建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該施設が認

定こども園である旨の表示をすること。 

 ⑿ 本市及び教育委員会と十分な連携を図ること。 

（委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

 ⑻ 認定こども園において、子どもに負傷その他の事故が発生した場合の

補償を円滑に行うことができる体制が整備されていること。 

 ⑼ 苦情解決の仕組みを整えるとともに、自ら又は外部の者による評価を

行い、その結果の公表、活用等を通じて教育及び保育の質の向上に努め

ること。 

 ⑽ 特別な配慮が必要な子どもの利用が排除されることのないよう、入園

する子どもの選考を公正に行うとともに、本市との連携を図り、その受

入れに適切に配慮すること。 

 ⑾ 認定こども園の建物又は敷地の公衆の見やすい場所に、当該施設が認

定こども園である旨の表示をすること。 

 ⑿ 本市及び教育委員会と十分な連携を図ること。 

（委任） 

第１２条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１０９号議案 長崎市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第３４条の８の２第１項の規定に基づき、本市における放課後

児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号。以下「省

令」という。）の定めるところによる。 

 （放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第３４条の８の２第１項の

規定により条例で定める放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関す

る基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定められた経過措置に規

定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、省令第６条第１項中「訓練」とあるのは「訓練（次

項に規定するものを除く。）」と、同条第２項中「前項の訓練のうち、避難

及び消火に対する訓練は、定期的にこれを」とあるのは「放課後児童健全

育成事業者は、非常災害に対する避難訓練及び消火訓練を、少なくとも毎

年３回以上」とする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第３４条の８の２第１項の規定に基づき、本市における放課後

児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 
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 （暴力団員等の排除） 

第４条 放課後児童健全育成事業者（その者が法人であるときは、その役員）

は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に

規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であっ

てはならない。 

２ 放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、長崎市暴力団排除条例第

２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないように

しなければならない。 

 

 

 

第３条～第６条 ［略］ 

（非常災害対策） 

第７条 放課後児童健全育成事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口そ

の他非常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に関する具体的計

画を立て、これに対する不断の注意と訓練（次項に規定するものを除く。）

をするよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、非常災害に対する避難訓練及び消火訓練

を、少なくとも毎年３回以上行わなければならない。 

第８条～第２２条（第１１条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第２３条 放課後児童健全育成事業者（その者が法人であるときは、その役

員）は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２

条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」と

いう。）であってはならない。 

２ 放課後児童健全育成事業の実施に当たっては、長崎市暴力団排除条例第

２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにし

なければならない。 

 （職員） 

第１１条 ［略］ 

２・３ ［略］ 
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 （職員） 

第５条 省令第１０条第３項の規定にかかわらず、新たに職員として放課後

児童健全育成事業者に雇用された同項各号のいずれかに該当する者であ

って、当該放課後児童健全育成事業者と雇用契約を締結した日後初めて長

崎県知事が行う研修の日までに同項に規定する研修を修了することを予

定しているものにあっては、当該雇用契約を締結した日から当該研修を修

了する日までの間は、同項の規定による研修を修了した者とみなす。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

 

４ 前項の規定にかかわらず、新たに職員として放課後児童健全育成事業者

に雇用された前項各号のいずれかに該当する者であって、当該放課後児童

健全育成事業者と雇用契約を締結した日後初めて長崎県知事が行う研修

の日までに前項に規定する研修を修了することを予定しているものにあ

っては、当該雇用契約を締結した日から当該研修を修了する日までの間

は、前項の規定による研修を修了した者とみなす。 

５・６ ［略］ 

（委任） 

第２４条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１１０号議案 長崎市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 
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 （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第３４条の１６第１項の規定に基づき、本市における家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６１号。以下「府令」と

いう。）の定めるところによる。 

 （家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第３４条の１６第１項

の規定により条例で定める家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準は、府令に定める基準（府令第８条に規定する基準を除き、府令の改正

に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、府令第１７条第４項中「につき、綿密な注意を払

わなければ」とあるのは「について綿密な注意を払うとともに、当該調理

する者に対し毎月１回以上の検便を行わなければ」と、府令第４３条第５

号中「、調理室」とあるのは「、医務室、調理室」とする。 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第３４条の１６第１項の規定に基づき、本市における家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）を定

めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３条～第１７条（第９条を除く。） ［略］ 
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 （暴力団員等の排除） 

第４条 家庭的保育事業者（その者が法人であるときは、その役員）及び家

庭的保育事業の管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例

第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団

員等」という。）であってはならない。 

２ 家庭的保育事業の実施に当たっては、長崎市暴力団排除条例第２条第１

号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなけれ

ばならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

 ⑴ 小規模保育事業Ａ型 

 ⑵ 小規模保育事業Ｂ型 

 ⑶ 小規模保育事業Ｃ型 

 ⑷ 居宅訪問型保育事業 

（利用乳幼児及び職員の健康診断） 

第１８条 ［略］ 

２・３ ［略］ 

４ 家庭的保育事業等の職員の健康診断に当たっては、特に利用乳幼児の食

事を調理する者について綿密な注意を払うとともに、当該調理する者に対

し毎月１回以上の検便を行わなければならない。 

第１９条～第２６条（第２４条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第２８条 家庭的保育事業者（その者が法人であるときは、その役員）及び

家庭的保育事業の管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条

例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（次項におい

て「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 家庭的保育事業の実施に当たっては、長崎市暴力団排除条例第２条第１

号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなけれ

ばならない。 
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 ⑸ 保育所型事業所内保育事業 

 ⑹ 小規模型事業所内保育事業 

 （職員の一般的要件） 

第５条 家庭的保育事業所等の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性及

び倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者でなければならない。 

２ 家庭的保育事業等において利用乳幼児の保育に従事する職員は、できる

限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければな

らない。 

 

 

 （嘱託歯科医） 

第６条 府令第２３条第１項に規定するもののほか、家庭的保育事業を行う

場所には、嘱託歯科医を置くよう努めなければならない。 

２ 前項の規定は、第４条第３項各号（第４号を除く。）に掲げる事業につい

て準用する。 

 

 （保護者への説明） 

第７条 家庭的保育事業者は、保育する乳幼児の保護者に対し、当該家庭的

保育事業者の保育方針について説明しなければならない。 

２ 前項の規定は、第４条第３項各号に掲げる事業について準用する。 

 

 

 （職員の一般的要件） 

第９条 家庭的保育事業所等の職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性及

び倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者でなければならない。 

２ 家庭的保育事業等において利用乳幼児の保育に従事する職員は、できる

限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者でなければな

らない。 

（職員） 

第２４条 ［略］ 

 

２ 前項に規定するもののほか、家庭的保育事業を行う場所には、嘱託歯科

医を置くよう努めなければならない。 

 

 

３・４ ［略］ 

 （保護者への説明等） 

第２７条 家庭的保育事業者は、保育する乳幼児の保護者に対し、当該家庭

的保育事業者の保育方針について説明しなければならない。 
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２ ［略］ 

第２９条・第３０条 ［略］ 

（職員） 

第３１条 ［略］ 

２ 前項に規定するもののほか、小規模保育事業所Ａ型は、嘱託歯科医を置

くよう努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

第３２条 ［略］ 

（職員） 

第３３条 ［略］ 

２ 前項に規定するもののほか、小規模保育事業所Ｂ型は、嘱託歯科医を置

くよう努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

第３４条・第３５条 ［略］ 

（職員） 

第３６条 ［略］ 

２ 前項に規定するもののほか、小規模保育事業所Ｃ型は、嘱託歯科医を置

くよう努めなければならない。 

３ ［略］ 

第３７条～第４４条 ［略］ 
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（設備の基準） 

第４５条 事業所内保育事業（利用定員が２０人以上のものに限る。以下こ

の条、第４７条及び第４８条において「保育所型事業所内保育事業」とい

う。）を行う事業所（以下「保育所型事業所内保育事業所」という。）の

設備の基準は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑷ 

⑸ 満２歳以上の幼児（法第６条の３第１２項第２号の規定に基づき保育

が必要と認められる児童であって満３歳以上のものを受け入れる場合

にあっては、当該児童を含む。以下この章において同じ。）を入所させ

る保育所型事業所内保育事業所には、保育室又は遊戯室、屋外遊戯場（保

育所型事業所内保育事業所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所

を含む。次号において同じ。）、医務室、調理室及び便所を設けること。 

⑹～⑻ ［略］ 

（職員） 

第４６条 ［略］ 

２ 前項に規定するもののほか、保育所型事業所内保育事業所は、嘱託歯科

医を置くよう努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

第４７条・第４８条 ［略］ 

（職員） 
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 （委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第４９条 ［略］ 

２ 前項に規定するもののほか、小規模型事業所内保育事業所は、嘱託歯科

医を置くよう努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

第５０条・第５１条 ［略］ 

（委任） 

第５２条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１１１号議案 長崎市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」

という。）第１７条第１項の規定に基づき、本市における養護老人ホームの

設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 （養護老人ホームの設備及び運営に関する基準） 

第２条 次条から第６条までに定めるもののほか、法第１７条第１項の規定

により条例で定める養護老人ホームの設備及び運営に関する基準は、養護

老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和４１年厚生省令第１９号。

以下「省令」という。）に定める基準（省令第１１条第５項に規定する基準

を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）と

する。 

２ 前項の場合において、省令第２１条第２項中「規定」とあるのは、「規定

並びに長崎市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

（令和５年長崎市条例第  号）第３条の規定」とする。 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」

という。）第１７条第１項の規定に基づき、本市における養護老人ホーム

の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （基本方針） 

第２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 養護老人ホームは、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び

付きを重視した運営を行い、社会福祉事業（社会福祉法（昭和２６年法律
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（暴力団員等の排除） 

第３条 養護老人ホームの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排除条

例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴

力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

 

２ 養護老人ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

 

 

第４５号）第２条第１項に規定する社会福祉事業をいう。第５条において

同じ。）に関する熱意及び能力を有する職員による適切な処遇に努めると

ともに、本市、地域包括支援センター（介護保険法（平成９年法律第１２

３号）第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターをい

う。）、老人の福祉を増進することを目的とする事業を行う者その他の保

健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めな

ければならない。 

４ ［略］ 

第３条～第３０条（第１１条、第１６条、第１８条、第２１条、第２４条及

び第２９条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第３１条 養護老人ホームの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排除

条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は

暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であってはならな

い。 

２ 養護老人ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

（設備の基準） 

第１１条 ［略］ 

２～４ ［略］ 
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 （設備の基準） 

第４条 省令第１１条各項（第５項を除く。）に規定するもののほか、養護老

人ホームの設備の基準は、次のとおりとする。 

 ⑴ 廊下の幅は、１.３５メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅

は、１.８メートル以上とすること。 

 ⑵ 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

 ⑶ 廊下及び階段には、手すりを設けること。 

 ⑷ 階段の傾斜は、緩やかにすること。 

 

 

 

 （身体的拘束等の報告） 

第５条 省令第１６条第５項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

 

 

 

 

 （地域との交流行事） 

第６条 養護老人ホームは、省令第１８条第８項に定めるもののほか、地域

 

５ 前各項に規定するもののほか、養護老人ホームの設備の基準は、次のと

おりとする。 

 ⑴ 廊下の幅は、１.３５メートル以上とすること。ただし、中廊下の幅

は、１.８メートル以上とすること。 

 ⑵ 廊下、便所その他必要な場所に常夜灯を設けること。 

 ⑶ 廊下及び階段には、手すりを設けること。 

 ⑷ 階段の傾斜は、緩やかにすること。 

（処遇の方針） 

第１６条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

７ ［略］ 

 （生活相談等） 

第１８条 ［略］ 

２～８ ［略］ 

 

９ 養護老人ホームは、前項に定めるもののほか、地域との交流行事を行う
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との交流行事を行うよう努めなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よう努めなければならない。 

（施設長の責務） 

第２１条 ［略］ 

２ 施設長は、職員に第７条から第９条まで、第１４条から前条まで及び次

条から第３１条までの規定を遵守させるために必要な指揮命令を行うも

のとする。 

 （衛生管理等） 

第２４条 ［略］ 

２ 養護老人ホームは、当該養護老人ホームにおいて感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないよう次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該養護老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）をおおむね３月に１回以上開催するととも

に、その結果について職員に周知徹底すること。 

 ⑵～⑷ ［略］ 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 

第２９条 養護老人ホームは、事故の発生又はその再発を防止するため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ
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 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

とができるものとする。）及び職員に対する研修を定期的に行うこと。 

⑷ ［略］ 

２～４ ［略］ 

第３２条 ［略］ 

 （委任） 

第３３条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１１２号議案 長崎市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」

という。）第１７条第１項の規定に基づき、本市における特別養護老人ホ

ームの設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、特別養護老人ホームの設備及び運

営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号。以下「省令」という。）の

定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号。以下「法」

という。）第１７条第１項の規定に基づき、本市における特別養護老人ホ

ームの設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

 

 

 

（基本方針） 

第２条 ［略］ 

２・３ ［略］ 

４ 特別養護老人ホームは、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との

結び付きを重視した運営を行い、本市、地域包括支援センター（介護保険

法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４６第１項に規定する地域包

括支援センターをいう。以下同じ。）、老人の福祉を増進することを目的

とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努めなければならない。 

５ ［略］ 

第３条～第９条 ［略］ 
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 （特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第１７条第１項の規定によ

り条例で定める特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準は、省令

に定める基準（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含

む。）とする。 

２ 前項の場合において、省令第１１条第４項第１号イただし書及び第５５

条第４項第１号イただし書中「、２人」とあるのは「２人と、入所者のプ

ライバシーに配慮していると認められる場合は２人以上４人以下」と、省

令第２３条第２項中「規定」とあるのは「規定並びに長崎市特別養護老人

ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（令和５年長崎市条例第  

号）第４条の規定」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （設備の基準） 

第１０条 ［略］ 

２・３ ［略］ 

４ 前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 居室 次のとおりとする。 

ア 一の居室の定員は、１人とすること。ただし、入所者へのサービス

の提供上必要と認められる場合は２人と、入所者のプライバシーに配 

慮していると認められる場合は２人以上４人以下とすることができる。

イ～ク ［略］ 

 ⑵～⑼ ［略］ 

５・６ ［略］ 

第１１条～第２２条（第１５条を除く。） ［略］ 

 （施設長の責務） 

第２３条 施設長は、職員の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一

元的に行わなければならない。 

２ 施設長は、職員に第７条から第９条まで、第１２条から前条まで及び次

条から第３１条の３までの規定を遵守させるために必要な指揮命令を行

うものとする。 

第２４条・第２５条 ［略］ 

- 105 -



新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 特別養護老人ホームの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排

除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又

は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 特別養護老人ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる施設について準用する。 

 ⑴ ユニット型特別養護老人ホーム 

 ⑵ 地域密着型特別養護老人ホーム 

 （衛生管理等） 

第２６条 ［略］ 

２ 特別養護老人ホームは、当該特別養護老人ホームにおいて感染症又は食

中毒が発生し、又はまん延しないよう次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

 ⑴ 当該特別養護老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん

延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して

行うことができるものとする。）をおおむね３月に１回以上開催すると

ともに、その結果について職員に周知徹底すること。 

 ⑵～⑷ ［略］ 

第２７条～第３１条の２ ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第３１条の３ 特別養護老人ホームの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴

力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力

団員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であって

はならない。 

２ 特別養護老人ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 
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 ⑶ ユニット型地域密着型特別養護老人ホーム 

 

 

 

 （身体的拘束等の報告） 

第５条 省令第１５条第５項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、前条第３項各号に掲げる施設について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（処遇の方針） 

第１５条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

７・８ ［略］ 

第３２条 ［略］ 

 （基本方針） 

第３３条 ［略］ 

２ ユニット型特別養護老人ホームは、地域や家庭との結び付きを重視した

運営を行い、本市、地域包括支援センター、老人の福祉を増進することを

目的とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は福祉サービスを

提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

３ ［略］ 

第３４条～第４３条 ［略］ 

 （設備の基準） 

第４４条 ［略］ 
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 （委任） 

２・３ ［略］ 

４ 前項各号に掲げる設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、

当該各号に定めるとおりとする。 

 ⑴ 居室 次のとおりとする。 

  ア 一の居室の定員は、１人とすること。ただし、入所者へのサービス

の提供上必要と認められる場合は２人と、入所者のプライバシーに配

慮していると認められる場合は２人以上４人以下とすることができ

る。 

  イ～ク ［略］ 

 ⑵～⑼ ［略］ 

５～７ ［略］ 

第４５条～第５３条 ［略］ 

 （委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第５４条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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 第１１３号議案 長崎市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」と

いう。）第６５条第１項の規定に基づき、本市における軽費老人ホームの設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、軽費老人ホームの設備及び運営に

関する基準（平成２０年厚生労働省令第１０７号。以下「省令」という。）

の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」と

いう。）第６５条第１項の規定に基づき、本市における軽費老人ホームの設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

 

 

 

（基本方針） 

第２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 軽費老人ホームは、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、社

会福祉事業（法第２条第１項に規定する社会福祉事業をいう。以下同じ。）

に関する熱意及び能力を有する職員による適切なサービスの提供に努め

るとともに、本市、地域包括支援センター（介護保険法（平成９年法律第

１２３号）第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターをい

う。以下同じ。）、老人の福祉を増進することを目的とする事業を行う者

その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連

携に努めなければならない。 

- 109 -



新 旧 

 

 

 （軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第６５条第１項の規定によ

り条例で定める軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準は、省令に定

める基準（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）

とする。 

 

 

 

２ 前項の場合において、省令第１９条第６項中「レクリエーション行事を

実施する」とあるのは「入所者のためのレクリエーション行事その他地域

との交流行事を行う」と、省令第２２条第２項中「規定」とあるのは「規

定並びに長崎市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条

例（令和５年長崎市条例第  号）第４条の規定」とする。 

 

 

 

 

 

４ ［略］ 

第３条～第１８条（第１７条を除く。） ［略］ 

 

 

 

 

 

 （生活相談等） 

第１９条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

６ 軽費老人ホームは、入所者からの要望を考慮し、適宜入所者のためのレ

クリエーション行事その他地域との交流行事を行うよう努めなければな

らない。 

 

 

第２０条・第２１条 ［略］ 

 （施設長の責務） 

第２２条 ［略］ 

２ 施設長は、職員に第７条から第９条まで、第１２条、第１４条から前条

まで及び次条から第３４条までの規定を遵守させるために必要な指揮命
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 （暴力団員等の排除） 

第４条 軽費老人ホームの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排除条

例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴

力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 軽費老人ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、軽費老人ホームＡ型について準用する。 

 

令を行うものとする。 

第２３条～第２５条 ［略］ 

 （衛生管理等） 

第２６条 ［略］ 

２ 軽費老人ホームは、当該軽費老人ホームにおいて感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないよう次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該軽費老人ホームにおける感染症及び食中毒の予防及びまん延の

防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う

ことができるものとする。）をおおむね３月に１回以上開催するととも

に、その結果について職員に周知徹底すること。 

 ⑵～⑷ ［略］ 

第２７条～第３３条の２ ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第３４条 軽費老人ホームの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排除

条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は

暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 軽費老人ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力

団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

（サービス提供の方針） 
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 （身体的拘束等の報告） 

第５条 省令第１７条第４項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、軽費老人ホームＡ型について準用する。 

 

 

 （委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第１７条 ［略］ 

２～４ ［略］ 

 

５ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

６ ［略］ 

第３５条 ［略］ 

 （委任） 

第３６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

１・２ ［略］ 

 （基本方針） 

３・４ ［略］ 

５ 軽費老人ホームＡ型は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行

い、社会福祉事業に関する熱意及び能力を有する職員による適切なサービ

スの提供に努めるとともに、本市、地域包括支援センター、老人の福祉を

増進することを目的とする事業を行う者その他の保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない 

６～２９ ［略］   
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 第１１４号議案 長崎市福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８０条第１

項の規定に基づき、本市における福祉ホームの設備及び運営に関する基準

を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 （福祉ホームの設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条に定めるもののほか、法第８０条第１項の規定により条例で定

める福祉ホームの設備及び運営に関する基準は、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく福祉ホームの設備及び運

営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７６号。以下「省令」とい

う。）に定める基準（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準

を含む。）とする。 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 福祉ホームの設置者の役員及び管理人は、長崎市暴力団排除条例

（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力

団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８０条第１

項の規定に基づき、本市における福祉ホームの設備及び運営に関する基準

を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

第３条～第１８条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第１９条 福祉ホームの設置者の役員及び管理人は、長崎市暴力団排除条例

（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力

団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であってはならない。 

- 113 -



新 旧 

２ 福祉ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又

は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

 （委任） 

２ 福祉ホームは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又

は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

第２０条 ［略］ 

 （委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第２１条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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 第１１５号議案 長崎市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８０条第１

項の規定に基づき、本市における地域活動支援センターの設備及び運営に

関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 （地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条に定めるもののほか、法第８０条第１項の規定により条例で定

める地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準は、障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援

センターの設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７５

号。以下「省令」という。）に定める基準（省令の改正に際し定められた経

過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 地域活動支援センターの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第８０条第１

項の規定に基づき、本市における地域活動支援センターの設備及び運営に

関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

第３条～第２０条の２ ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第２１条 センターの設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排除条例

（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力

団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であってはならない。 
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２ 地域活動支援センターは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定す

る暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

 （委任） 

２ センターは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は

暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

第２２条 ［略］ 

 （委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第２３条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
 

  

- 116 -



 第１１６号議案 長崎市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第８６条第１項並びに第８８条第１項及び第２項の規定に基づき、

本市における指定介護老人福祉施設の入所定員並びに人員、設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び指定介護老人福祉施設の人

員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号。以下「省

令」という。）の定めるところによる。 

 （入所定員） 

第３条 法第８６条第１項の条例で定める数は、３０人以上とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第８６条第１項並びに第８８条第１項及び第２項の規定に基づき、

本市における指定介護老人福祉施設の入所定員並びに人員、設備及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 

 （入所定員） 

第３条 法第８６条第１項の条例で定める数は、３０人以上とする。 

（基本方針） 

第４条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 指定介護老人福祉施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭と

の結び付きを重視した運営を行い、本市、地域包括支援センター、居宅介

護支援事業者（居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。）、居宅サ

ービス事業者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同じ。）、他の介

護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と
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 （指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準） 

第４条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第８８条第１項及び第

２項の規定により条例で定める指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運

営に関する基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定められた経過

措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 

 

 

２ 前項の場合において、省令第３条第１項第１号イただし書中「、２人」

とあるのは、「２人と、入所者のプライバシーに配慮していると認められる

場合は２人以上４人以下」とする。 

 

 

 

 

 

の密接な連携に努めなければならない。 

４・５ ［略］ 

第５条 ［略］ 

 

 

 

 

 

 （設備） 

第６条 指定介護老人福祉施設の設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区

分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 居室 次のとおりとする。 

ア 一の居室の定員は、１人とすること。ただし、入所者への指定介護

福祉施設サービスの提供上必要と認められる場合は２人と、入所者の

プライバシーに配慮していると認められる場合は２人以上４人以下

とすることができる。 

イ・ウ ［略］ 

 ⑵～⑼ ［略］ 

２ ［略］ 

第７条～第３２条（第１６条を除く。） ［略］ 
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 （暴力団員等の排除） 

第５条 指定介護老人福祉施設の開設者の役員及び管理者は、長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定す

る暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、ユニット型指定介護老人福祉施設について準用する。 

 

 

 （衛生管理等） 

第３３条 ［略］ 

２ 指定介護老人福祉施設は、当該指定介護老人福祉施設において感染症又

は食中毒が発生し、又はまん延しないよう次に掲げる措置を講じなければ

ならない。 

 ⑴ 当該指定介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の予防及びま

ん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）をおおむね３月に１回以上開催する

とともに、その結果について従業者に周知徹底すること。 

 ⑵～⑷ ［略］ 

第３４条～第４２条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第４３条の２ 指定介護老人福祉施設の開設者の役員及び管理者は、長崎市

暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴

力団員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であっ

てはならない。 

２ 指定介護老人福祉施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定す

る暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 
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 （身体的拘束等の報告） 

第６条 省令第１１条第５項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、ユニット型指定介護老人福祉施設について準用する。 

 

 

 

 

 （記録の保存） 

第７条 省令第３７条第２項の規定によるほか、指定介護老人福祉施設は、

施設介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該施設介護サービス

費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第

２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、ユニット型指定介護老人福祉施設について準用する。 

 

 

 

 （指定介護福祉施設サービスの取扱方針） 

第１６条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

７・８ ［略］ 

 （記録の整備） 

第４３条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、指定介護老人福祉施設は、施設介護サービス費

の支払を受けた日から５年間、当該施設介護サービス費の受給に係る従業

者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を

保存しなければならない。 

 

第４４条 ［略］ 

 （基本方針） 

第４５条 ［略］ 
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 （委任） 

２ ユニット型指定介護老人福祉施設は、地域や家庭との結び付きを重視し

た運営を行い、本市、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅

サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

第４６条～第５６条 ［略］ 

 （委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第５７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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 第１１７号議案 長崎市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第９７条第１項から第３項までの規定に基づき、本市における介護

老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定めるもの

とする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び介護老人保健施設の人員、

施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０号。以

下「省令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第９７条第１項から第３項までの規定に基づき、本市における介

護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 

 （基本方針） 

第３条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 介護老人保健施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結

び付きを重視した運営を行い、本市、地域包括支援センター、居宅介護支

援事業者（居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。）、居宅サービ

ス事業者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同じ。）、他の介護保

険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めなければならない。 

４・５ ［略］ 
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 （介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準） 

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、法第９７条第１項から第

３項までの規定により条例で定める介護老人保健施設の人員、施設及び設

備並びに運営に関する基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定め

られた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 介護老人保健施設の開設者の役員及び管理者は、長崎市暴力団排除

条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は

 

 

 

 

 

第４条～第３２条（第１６条を除く。） ［略］ 

 （衛生管理等） 

第３３条 ［略］ 

２ 介護老人保健施設は、当該介護老人保健施設において感染症又は食中毒

が発生し、又はまん延しないよう次に掲げる措置を講じなければならな

い。 

 ⑴ 当該介護老人保健施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延

の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。）をおおむね３月に１回以上開催するとと

もに、その結果について従業者に周知徹底すること。 

 ⑵～⑷ ［略］ 

第３４条～第４１条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第４２条の２ 介護老人保健施設の開設者の役員及び管理者は、長崎市暴力

団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団
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暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 介護老人保健施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴

力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、ユニット型介護老人保健施設について準用する。 

 

 

 

 （身体的拘束等の報告） 

第５条 省令第１３条第５項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、ユニット型介護老人保健施設について準用する。 

 

 

 

 

 （記録の保存） 

第６条 省令第３８条第２項の規定によるほか、介護老人保健施設は、施設

介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該施設介護サービス費の

受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第３号

に掲げる記録を保存しなければならない。 

員又は暴力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であっては

ならない。 

２ 介護老人保健施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴

力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 （介護保健施設サービスの取扱方針） 

第１６条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

７・８ ［略］ 

 （記録の整備） 

第４２条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、介護老人保健施設は、施設介護サービス費の支

払を受けた日から５年間、当該施設介護サービス費の受給に係る従業者の

勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第３号に掲げる記録を保存

しなければならない。 
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２ 前項の規定は、ユニット型介護老人保健施設について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （委任） 

 

第４３条 ［略］ 

 （基本方針） 

第４４条 ［略］ 

２ ユニット型介護老人保健施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運

営を行い、本市、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居宅サー

ビス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービ

スを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

第４５条～第５５条 ［略］ 

 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第５６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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 第１１８号議案 長崎市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律

第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有する

ものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（平成９年法

律第１２３号。以下「旧法」という。）第１１０条第１項及び第２項の規定

に基づき、本市における指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に

関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、指定介護療養型医療施設の人員、

設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１号。以下「省令」

という。）の定めるところによる。 

 （指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条から第６条までに定めるもののほか、旧法第１１０条第１項及

び第２項の規定により条例で定める指定介護療養型医療施設の人員、設備

及び運営に関する基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定められ

た経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、健康保険法等の一部を改正する法律（平成１８年法律

第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有する

ものとされた同法第２６条の規定による改正前の介護保険法（平成９年法

律第１２３号。以下「旧法」という。）第１１０条第１項及び第２項の規定

に基づき、本市における指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に

関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、旧法の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

（基本方針） 

第３条 ［略］ 

２ ［略］ 
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３ 指定介護療養型医療施設は、地域や家庭との結び付きを重視した運営を

行い、本市、地域包括支援センター（介護保険法（以下「新法」という。）

第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターをいう。以下同

じ。）、居宅介護支援事業者（居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同

じ。）、居宅サービス事業者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同

じ。）、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを

提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

４・５ ［略］ 

第４条～第３１条（第１７条を除く。） ［略］ 

 （衛生管理等） 

第３２条 ［略］ 

２ 指定介護療養型医療施設は、当該指定介護療養型医療施設において感染

症又は食中毒が発生し、又はまん延しないよう次に掲げる措置を講じなけ

ればならない。 

⑴ 当該指定介護療養型医療施設における感染症及び食中毒の予防及び

まん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）をおおむね３月に１回以上開催す

るとともに、その結果について従業者に周知徹底すること。 

⑵～⑷ ［略］ 

第３３条～第４０条 ［略］ 
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 （暴力団員等の排除） 

第４条 指定介護療養型医療施設の開設者（その者が法人であるときは、そ

の役員）及び管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第

５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員

等」という。）であってはならない。 

２ 指定介護療養型医療施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

３ 前２項の規定は、ユニット型指定介護療養型医療施設について準用す

る。 

 

 

 

 （身体的拘束等の報告） 

第５条 省令第１４条第５項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、ユニット型指定介護療養型医療施設について準用する。 

  

 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４１条の２ 指定介護療養型医療施設の開設者（その者が法人であるとき

は、その役員）及び管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市

条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（次項にお

いて「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 指定介護療養型医療施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

 

 

 （指定介護療養施設サービスの取扱方針） 

第１７条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

７・８ ［略］ 

 （記録の整備） 

第４１条 ［略］ 
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 （記録の保存） 

第６条 省令第３６条第２項の規定によるほか、指定介護療養型医療施設

は、施設介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該施設介護サー

ビス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及

び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、ユニット型指定介護療養型医療施設について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （委任） 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、指定介護療養型医療施設は、施設介護サービス

費の支払を受けた日から５年間、当該施設介護サービス費の受給に係る従

業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録

を保存しなければならない。 

 

第４２条 ［略］ 

 （基本方針） 

第４３条 ［略］ 

２ ユニット型指定介護療養型医療施設は、地域や家庭との結び付きを重視

した運営を行い、本市、地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、居

宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉

サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

第４４条～第５６条 ［略］ 

 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第５７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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 第１１９号議案 長崎市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第４２条第１項第２号、第７０条第２項第１号、第７２条の２第１

項第１号及び第２号並びに第７４条第１項及び第２項の規定に基づき、本

市における指定居宅サービス事業者の指定に係る申請者の要件並びに指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるもの

とする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び指定居宅サービス等の事業

の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下

「省令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第４２条第１項第２号、第７０条第２項第１号、第７２条の２第

１項第１号及び第２号並びに第７４条第１項及び第２項の規定に基づき、

本市における指定居宅サービス事業者の指定に係る申請者の要件並びに

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 居宅サービス事業者 居宅サービス事業を行う者をいう。 

⑵ 指定居宅サービス事業者 法第４１条第１項に規定する指定居宅サ

ービス事業者をいう。 

⑶ 指定居宅サービス 法第４１条第１項に規定する指定居宅サービス

をいう。 

⑷ 利用料 法第４１条第１項に規定する居宅介護サービス費の支給の

対象となる費用に係る対価をいう。 
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⑸ 居宅介護サービス費用基準額 法第４１条第４項第１号又は第２号

に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額

が現に当該指定居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現

に指定居宅サービスに要した費用の額とする。）をいう。 

⑹ 法定代理受領サービス 法第４１条第６項の規定により居宅介護サ

ービス費が利用者に代わり当該指定居宅サービス事業者に支払われる

場合の当該居宅介護サービス費に係る指定居宅サービスをいう。 

⑺ 基準該当居宅サービス 法第４２条第１項第２号に規定する基準該

当居宅サービスをいう。 

⑻ 共生型居宅サービス 法第７２条の２第１項の申請に係る法第４１

条第１項本文の指定を受けた者による指定居宅サービスをいう。 

⑼ 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所に

おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業

所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

 （指定居宅サービスの事業の一般原則） 

第３条 ［略］ 

２ 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当た

っては、地域との結び付きを重視し、本市、地域包括支援センター、他の

居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供

する者との連携に努めなければならない。 
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 （申請者の要件） 

第３条 法第７０条第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人とする。ただ

し、病院、診療所若しくは薬局により行われる居宅療養管理指導又は病院

若しくは診療所により行われる訪問看護、訪問リハビリテーション、通所

リハビリテーション若しくは短期入所療養介護に係る指定の申請にあっ

ては、当該法人及び法人でない者であって暴力団員等でないものとする。 

 

 （指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準） 

第４条 次条から第９条までに定めるもののほか、法第４２条第１項第２

号、第７２条の２第１項第１号及び第２号並びに第７４条第１項及び第２

項の規定により条例で定める指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定められた経

過措置に規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第２８条第

３項第５号 

する 

 

し、その評価を行い必要な措

置を講じる 

３・４ ［略］ 

 （申請者の要件） 

第４条 法第７０条第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下この条及び第４２条の２において「暴力団員等」

という。）でない法人とする。ただし、病院、診療所若しくは薬局により

行われる居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行われる訪問

看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション若しくは短期入

所療養介護に係る指定の申請にあっては、当該法人及び法人でない者であ

って暴力団員等でないものとする。 
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省令第３９条の

３ 

 

前節 

 

 

前節（第８条第２項から第６

項まで及び第３６条の２を

除く。） 

省令第１０５条

の３ 

 

 

 

第８条から 第８条第１項、第９条から 

前節（ 

 

 

 

前節（第９８条第１号、第３

号及び第４号、第１０４条の

２第２項及び第３項並びに 

 

省令第１４０条

の１５ 

 

 

 

 

 

 

 

第３６条の２第２項 第３６条の２ 

第４節（ 

 

 

 

 

 

 

 

第４節（第１２５条第２項、

第１２８条第２項、第１２９

条、第１３０条第３項から第

５項まで、第１３１条第２

項、第１３２条、第１３５条、

第１３８条第２項、第１３９

条の２第２項第１号並びに 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条～第２２条 ［略］ 

 （指定訪問介護の基本取扱方針） 

第２３条 指定訪問介護は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければな

らない。 
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 （暴力団員等の排除） 

第５条 指定訪問介護事業所の管理者は、暴力団員等であってはならない。 

２ 指定訪問介護事業所は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

⑴ 共生型訪問介護の事業 

⑵ 基準該当訪問介護の事業 

⑶ 指定訪問入浴介護の事業 

２ ［略］ 

第２４条～第２８条 ［略］ 

 （管理者及びサービス提供責任者の責務） 

第２９条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ サービス提供責任者は、第２５条に規定する業務のほか、次に掲げる業

務を行うものとする。 

 ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 訪問介護員等の業務の実施状況を把握し、その評価を行い必要な措置

を講じること。 

 ⑹～⑻ ［略］ 

第３０条～第４１条（第３９条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第４２条の２ 指定訪問介護事業所の管理者は、暴力団員等であってはなら

ない。 

２ 指定訪問介護事業所は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 
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⑷ 基準該当訪問入浴介護の事業 

⑸ 指定訪問看護の事業 

⑹ 指定訪問リハビリテーションの事業 

⑺ 指定居宅療養管理指導の事業 

⑻ 指定通所介護の事業 

⑼ 共生型通所介護の事業 

⑽ 基準該当通所介護の事業 

⑾ 指定通所リハビリテーションの事業 

⑿ 指定短期入所生活介護の事業 

⒀ ユニット型指定短期入所生活介護の事業 

⒁ 共生型短期入所生活介護の事業 

⒂ 基準該当短期入所生活介護の事業 

⒃ 指定短期入所療養介護の事業 

⒄ ユニット型指定短期入所療養介護の事業 

⒅ 指定特定施設入居者生活介護の事業 

⒆ 外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の事業 

⒇ 指定福祉用具貸与の事業 

（２１） 基準該当福祉用具貸与の事業 

 （２２） 指定特定福祉用具販売の事業 

 （地域との交流） 
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第６条 指定訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又

はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交流を図るよ

う努めなければならない。 

２ 前項の規定は、前条第３項各号（第２号から第７号まで、第１１号及び

第２０号から第２２号までに限る。）に掲げる事業について準用する。 

 

 

 

 

 （記録の保存） 

第７条 省令第３９条第２項の規定によるほか、指定訪問介護事業者は、居

宅介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費

の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２

号に掲げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、第５条第３項各号（第３号から第５号まで、第７号、第

１４号及び第１９号を除く。）に掲げる事業について準用する。 

３ 第１項の規定は、第５条第３項第３号、第４号及び第７号の事業につい

て準用する。この場合において、第１項中「並びに同項第１号及び第２号」

とあるのは、「及び同項第１号」とする。 

４ 第１項の規定は、第５条第３項第５号の事業について準用する。この場

 （地域との連携等） 

第３９条 指定訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民

又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交流を図る

よう努めなければならない。 

 

２・３ ［略］ 

 （記録の整備） 

第４２条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、指定訪問介護事業者は、居宅介護サービス費の

支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者

の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保

存しなければならない。 
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合において、第１項中「及び第２号」とあるのは、「、第２号及び第４号」

とする。 

５ 第１項の規定は、第５条第３項第１４号の事業について準用する。この

場合において、第１項中「並びに同項第１号及び第２号」とあるのは、「及

び同項第２号」とする。 

６ 第１項の規定は、第５条第３項第１９号の事業について準用する。この

場合において、第１項中「第２号」とあるのは、「第７号」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４２条の３ ［略］ 

 （準用） 

第４２条の４ 第５条、第６条（第１項を除く。）及び第７条並びに前節（第

９条第２項から第６項まで及び第３９条を除く。）の規定は、共生型訪問

介護の事業について準用する。この場合において、第６条第２項中「利用

者（」とあるのは「利用者（共生型訪問介護の利用者及び指定居宅介護又

は重度訪問介護に係る指定障害福祉サービスの利用者をいい、」と、「指

定訪問介護又は」とあるのは「共生型訪問介護及び指定居宅介護若しくは

重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス又は」とする。 

第４３条～第５７条の２ ［略］ 

（記録の整備） 

第５８条 ［略］ 

２［略］ 
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３ 前項の規定によるほか、指定訪問入浴介護事業者は、居宅介護サービス

費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従

業者の勤務体制に関する記録及び同項第１号に掲げる記録を保存しなけ

ればならない。 

（準用） 

第５９条 第９条から第２０条まで、第２２条、第２７条、第３２条の２か

ら第３６条まで、第３７条から第４１条まで及び第４２条の２の規定は、

指定訪問入浴介護の事業について準用する。この場合において、これらの

規定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第９条第

１項中「第３０条」とあるのは「第５７条」と、第３３条第２項中「設備

及び備品等」とあるのは「指定訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及

び備品等」とする。 

第６０条～第６２条 ［略］ 

（準用） 

第６３条 第９条から第１５条まで、第１７条から第２０条まで、第２２条、

第２７条、第３２条の２から第３６条まで、第３７条、第３８条（第５項

及び第６項を除く。）、第３９条から第４１条まで、第４２条の２及び第

４８条並びに前節（第５２条第１項及び第５９条を除く。）の規定は、基

準該当訪問入浴介護の事業について準用する。この場合において、これら

の規定中「訪問介護員等」とあるのは「訪問入浴介護従業者」と、第９条
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第１項中「第３０条」とあるのは「第５７条」と、第２０条第１項中「及

び内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規定により利用者

に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは「、内容」

と、第２２条中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあ

るのは「基準該当訪問入浴介護」と、第３３条第２項中「設備及び備品等」

とあるのは「基準該当訪問入浴介護に用いる浴槽その他の設備及び備品

等」と、第５２条第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定訪問

入浴介護」とあるのは「基準該当訪問入浴介護」と、同条第３項中「前２

項」とあるのは「前項」とする。 

第６４条～第７０条 ［略］ 

（指定訪問看護の基本取扱方針） 

第７１条 指定訪問看護は、利用者の人格を尊重し、要介護状態の軽減又は

悪化の防止に資するよう、療養上の目標を設定し、計画的に行われなけれ

ばならない。 

２ ［略］ 

第７２条～第７７条 ［略］ 

（記録の整備） 

第７８条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定訪問看護事業者は、居宅介護サービス費の
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支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者

の勤務体制に関する記録並びに同項第１号、第２号及び第４号に掲げる記

録を保存しなければならない。 

（準用） 

第７９条 第９条、第１０条、第１２条から第１４条まで、第１６条から第

２０条まで、第２２条、第２７条、第３２条から第３６条まで、第３７条

から第４１条まで、第４２条の２及び第５６条の規定は、指定訪問看護の

事業について準用する。この場合において、これらの規定中「訪問介護員

等」とあるのは「看護師等」と、第９条第１項中「第３０条」とあるのは

「第７７条」と、第１４条中「心身の状況」とあるのは「心身の状況、病

歴」とする。 

第８０条～第８３条 ［略］ 

 （指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針） 

第８４条 指定訪問リハビリテーションは、利用者の人格を尊重し、利用者

の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、リハビリテーションの

目標を設定し、計画的に行われなければならない。 

２ ［略］ 

第８５条～第８７条 ［略］ 

（記録の整備） 

第８８条 ［略］ 
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２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定訪問リハビリテーション事業者は、居宅介

護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受

給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に

掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第８９条 第９条から第１４条まで、第１６条から第２０条まで、第２２条、

第２７条、第３２条から第３５条まで、第３７条から第４１条まで、第４

２条の２、第５６条及び第６９条の規定は、指定訪問リハビリテーション

の事業について準用する。この場合において、これらの規定中「訪問介護

員等」とあるのは「理学療法士等」と、第９条第１項中「第３０条」とあ

るのは「第８７条」と、第１４条中「心身の状況」とあるのは「心身の状

況、病歴」とする。 

第９０条～第９６条 ［略］ 

（記録の整備） 

第９７条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定居宅療養管理指導事業者は、居宅介護サー

ビス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係

る従業者の勤務体制に関する記録及び同項第１号に掲げる記録を保存し
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なければならない。 

（準用） 

第９８条 第９条から第１４条まで、第１７条、第１９条、第２０条、第２

２条、第２７条、第３２条から第３５条まで、第３７条から第４１条まで、

第４２条の２、第５６条及び第６９条の規定は、指定居宅療養管理指導の

事業について準用する。この場合において、これらの規定中「訪問介護員

等」とあるのは「居宅療養管理指導従業者」と、第９条第１項中「第３０

条」とあるのは「第９６条」と、第１４条中「心身の状況」とあるのは「心

身の状況、病歴、服薬歴」と、第１９条中「初回訪問時及び利用者」とあ

るのは「利用者」とする。 

第９９条～第１１１条の３ ［略］ 

（記録の整備） 

第１１２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定通所介護事業者は、居宅介護サービス費の

支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従業者

の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保

存しなければならない。 

（準用） 

第１１３条 第９条から第１８条まで、第２０条、第２２条、第２７条、第
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２８条、第３２条の２、第３４条から第３６条まで、第３７条、第３８条、

第４０条の２、第４１条、第４２条の２及び第５６条の規定は、指定通所

介護の事業について準用する。この場合において、第９条第１項中「第３

０条」とあるのは「第１０７条」と、同項、第２８条、第３２条の２第２

項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「訪問介護員

等」とあるのは「通所介護従業者」とする。 

第１１４条 ［略］ 

（準用） 

第１１５条 第９条第１項、第１０条から第１８条まで、第２０条、第２２

条、第２７条、第２８条、第３２条の２、第３４条から第３６条まで、第

３７条、第３８条、第４０条の２、第４１条、第４２条の２、第５６条、

第９９条、第１０１条及び第１０２条第４項並びに前節（第１０５条第１

号、第３号及び第４号、第１１１条の２第２項及び第３項並びに第１１３

条を除く。）の規定は、共生型通所介護の事業について準用する。この場

合において、第９条第１項中「第３０条に規定する運営規程」とあるのは

「運営規程（第１０７条に規定する運営規程をいう。第３４条第１項にお

いて同じ。）」と、「訪問介護員等」とあるのは「共生型通所介護の提供

に当たる従業者（以下「共生型通所介護従業者」という。）」と、第２８

条、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び

第３号中「訪問介護員等」とあるのは「共生型通所介護従業者」と、第１
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０２条第４項中「前項ただし書の場合（指定通所介護事業者が第１項に掲

げる設備を利用し、夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供す

る場合に限る。）」とあるのは「共生型通所介護事業者が共生型通所介護

事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に共生型通所介護以外のサービスを

提供する場合」と、第１０５条第２号、第１０６条第５項、第１０８条第

３項及び第４項並びに第１１１条第２項第１号及び第３号中「通所介護従

業者」とあるのは「共生型通所介護従業者」と、第１１２条第２項第２号

中「次条において準用する第２０条第２項」とあるのは「第２０条第２項」

と、同項第３号中「次条において準用する第２７条」とあるのは「第２７

条」と、同項第４号中「次条において準用する第３８条第２項」とあるの

は「第３８条第２項」とする。 

第１１６条～第１３４条 ［略］ 

（準用） 

第１３５条 第９条から第１５条まで、第１７条、第１８条、第２０条、第

２２条、第２７条、第２８条、第３２条の２、第３４条から第３６条まで、

第３７条、第３８条（第５項及び第６項を除く。）、第４０条の２、第４

１条、第４２条の２、第５６条、第９９条及び第４節（第１０３条第１項

及び第１１３条を除く。）の規定は、基準該当通所介護の事業について準

用する。この場合において、第９条第１項中「第３０条」とあるのは「第

１０７条」と、「訪問介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と、第２
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０条第１項中「及び内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の

規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあ

るのは「、内容」と、第２２条中「法定代理受領サービスに該当しない指

定訪問介護」とあるのは「基準該当通所介護」と、第２８条、第３２条の

２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「訪問

介護員等」とあるのは「通所介護従業者」と、第１０３条第２項中「法定

代理受領サービスに該当しない指定通所介護」とあるのは「基準該当通所

介護」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」とする。 

第１３６条～第１４４条 ［略］ 

（記録の整備） 

第１４５条 ［略］ 

２［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定通所リハビリテーション事業者は、居宅介

護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受

給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に

掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第１４６条 第９条から第１４条まで、第１６条から第１８条まで、第２０

条、第２２条、第２７条、第２８条、第３２条の２、第３４条、第３５条、

第３７条から第４１条まで、第４２条の２、第６９条、第１０３条及び第
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 （廊下の基準） 

第８条 省令第１２４条第７項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下

の指定短期入所生活介護事業所における廊下の幅は、１．５メートル以上

（中廊下にあっては、１．８メートル以上）とすること。ただし、廊下の

一部の幅を拡張すること等により、利用者、従業者等の円滑な往来に支障

が生じないと認められるときは、これによらないことができる。 

２ 前項の規定は、第５条第３項第１３号の事業について準用する。 

 

 

 

１０８条から第１１０条までの規定は、指定通所リハビリテーションの事

業について準用する。この場合において、これらの規定中「訪問介護員等」

とあるのは「通所リハビリテーション従業者」と、第９条第１項中「第３

０条」とあるのは「第１４３条」と、第１４条中「心身の状況」とあるの

は「心身の状況、病歴」と、第１０８条第３項及び第４項中「通所介護従

業者」とあるのは「通所リハビリテーション従業者」とする。 

第１４７条～第１５０条 ［略］ 

 （設備及び備品等） 

第１５１条 ［略］ 

２～７ ［略］ 

 

８ 前項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下の指定短期入所生活介

護事業所における廊下の幅は、１．５メートル以上（中廊下にあっては、

１．８メートル以上）とすること。ただし、廊下の一部の幅を拡張するこ

と等により、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと認められ

るときは、これによらないことができる。 

 

 

９ ［略］ 

第１５２条～第１５４条 ［略］ 
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 （身体的拘束等の報告） 

第９条 省令第１２８条第５項の場合においては、市長に対し、速やかに同

項に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、第５条第３項各号（第１３号及び第１５号から第１９号

までに限る。）に掲げる事業について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （指定短期入所生活介護の取扱方針） 

第１５５条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

 

７ ［略］ 

第１５６条～第１６４条 

 （定員の遵守） 

第１６５条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の場合においては、指定短期入所生活介護事業者は、市長に対し、

同項に規定する緊急に指定短期入所生活介護を受けることが必要と認め

た状況等に係る内容を速やかに報告しなければならない。 

第１６６条 ［略］ 

（記録の整備） 

第１６７条 ［略］ 

２ ［略］ 
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３ 前項の規定によるほか、指定短期入所生活介護事業者は、居宅介護サー

ビス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係

る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる

記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第１６８条 第１０条から第１４条まで、第１６条、第１７条、第２０条、

第２２条、第２７条、第３２条の２、第３４条から第３６条まで、第３７

条、第３８条、第３９条第２項、第４０条から第４１条まで、第４２条の

２、第５６条、第１０８条、第１１０条及び第１１１条の規定は、指定短

期入所生活介護の事業について準用する。この場合において、第３２条の

２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「訪問

介護員等」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、第１０８条第３項

及び第４項並びに第１１１条第２項第１号及び第３号中「通所介護従業

者」とあるのは「短期入所生活介護従業者」とする。 

第１６９条・第１７０条 ［略］ 

 （設備及び備品等） 

第１７１条 ［略］ 

２～７ ［略］ 

８ 前項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下のユニット型指定短期

入所生活介護事業所における廊下の幅は、１．５メートル以上（中廊下に

- 148 -



新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あっては、１．８メートル以上）とすること。ただし、廊下の一部の幅を

拡張すること等により、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じない

と認められるときは、これによらないことができる。 

９ ［略］ 

第１７２条・第１７３条 ［略］ 

（指定短期入所生活介護の取扱方針） 

第１７４条 ［略］ 

２～７ ［略］ 

８ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

９ ［略］ 

第１７５条～第１８１条の２ ［略］ 

（準用） 

第１８１条の３ 第１０条から第１４条まで、第１６条、第１７条、第２０

条、第２２条、第２７条、第３２条の２、第３４条から第３６条まで、第

３７条、第３８条、第４０条から第４１条まで、第４２条の２、第５６条、

第１０８条、第１１０条、第１１１条、第１４７条及び第１４９条並びに

第４節（第１５２条第２項、第１５５条第２項及び第６項、第１５６条、

第１５７条第３項から第５項まで、第１５８条第２項、第１５９条、第１

６２条、第１６５条第２項及び第３項、第１６７条第２項第１号並びに第
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１６８条を除く。）の規定は、共生型短期入所生活介護の事業について準

用する。この場合において、第３２条の２第２項中「訪問介護員等」とあ

るのは「共生型短期入所生活介護の提供に当たる従業者（以下「共生型短

期入所生活介護従業者」という。）」と、第３４条第１項中「運営規程」

とあるのは「運営規程（第１６４条に規定する運営規程をいう。第１５２

条第１項において同じ。）」と、同項並びに第４０条の２第１号及び第３

号中「訪問介護員等」とあるのは「共生型短期入所生活介護の提供に当た

る従業者（以下「共生型短期入所生活介護従業者」という。）」と、第１

０８条第３項及び第４項並びに第１１１条第２項第１号及び第３号中「通

所介護従業者」とあるのは「共生型短期入所生活介護従業者」と、第１５

２条第１項中「第１６４条に規定する運営規程」とあるのは「運営規程」

と、同項及び第１５５条第３項中「短期入所生活介護従業者」とあるのは

「共生型短期入所生活介護従業者」と、第１６０条中「指定短期入所生活

介護事業所の医師及び看護職員」とあるのは「共生型短期入所生活介護事

業者」と、第１６３条中「短期入所生活介護従業者」とあるのは「共生型

短期入所生活介護従業者」と、第１６７条第２項第２号中「次条において

準用する第２０条第２項」とあるのは「第２０条第２項」と、同項第４号

中「次条において準用する第２７条」とあるのは「第２７条」と、同項第

５号中「次条において準用する第３８条第２項」とあるのは「第３８条第

２項」と、同項第６号中「次条において準用する第４０条第２項」とある
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のは「第４０条第２項」と、同条第３項中「同項第１号及び第２号」とあ

るのは「同項第２号」とする。 

第１８２条～第１８７条 ［略］ 

 （準用） 

第１８８条 第１０条から第１４条まで、第１７条、第２０条、第２２条、

第２７条、第３２条の２、第３４条から第３６条まで、第３７条、第３８

条（第５項及び第６項を除く。）、第３９条第２項、第４０条から第４１

条まで、第４２条の２、第５６条、第１０８条、第１１０条、第１１１条

及び第１４７条並びに第４節（第１５４条第１項及び第１６８条を除く。）

の規定は、基準該当短期入所生活介護の事業について準用する。この場合

において、第２０条第１項中「及び内容、当該指定訪問介護について法第

４１条第６項の規定により利用者に代わって支払を受ける居宅介護サー

ビス費の額」とあるのは「、内容」と、第２２条中「法定代理受領サービ

スに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当短期入所生活介護」

と、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１号及び

第３号中「訪問介護員等」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、第

１０８条第３項及び第４項並びに第１１１条第２項第１号及び第３号中

「通所介護従業者」とあるのは「短期入所生活介護従業者」と、第１５４

条第２項中「法定代理受領サービスに該当しない指定短期入所生活介護」

とあるのは「基準該当短期入所生活介護」と、同条第３項中「前２項」と
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あるのは「前項」と、第１６０条中「医師及び看護職員」とあるのは「看

護職員」と、第１６５条第２項中「静養室」とあるのは「静養室等」と、

第１６７条第２項第２号中「次条において準用する第２０条第２項」とあ

るのは「第２０条第２項」と、同項第４号中「次条において準用する第２

７条」とあるのは「第２７条」と、同項第５号中「次条において準用する

第３８条第２項」とあるのは「第３８条第２項」と、同項第６号中「次条

において準用する第４０条第２項」とあるのは「第４０条第２項」とする。 

第１８９条～第１９３条 ［略］ 

 （指定短期入所療養介護の取扱方針） 

第１９４条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

７ ［略］ 

第１９５条～第２０２条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２０３条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定短期入所療養介護事業者は、居宅介護サー

ビス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係
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る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる

記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第２０４条 第１０条から第１４条まで、第１６条、第１７条、第２０条、

第２２条、第２７条、第３２条の２、第３４条、第３５条、第３７条、第

３８条、第３９条第２項、第４０条から第４１条まで、第４２条の２、第

５６条、第１０８条、第１１０条、第１４４条、第１５２条、第１５３条

第２項及び第１６６条の規定は、指定短期入所療養介護の事業について準

用する。この場合において、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに

第４０条の２第１号及び第３号中「訪問介護員等」とあるのは「短期入所

療養介護従業者」と、第１０８条第３項及び第４項中「通所介護従業者」

とあるのは「短期入所療養介護従業者」と、第１４４条第２項第１号及び

第３号中「通所リハビリテーション従業者」とあるのは「短期入所療養介

護従業者」と、第１５２条第１項中「第１６４条」とあるのは「第２０１

条」と、「短期入所生活介護従業者」とあるのは「短期入所療養介護従業

者」とする。 

第２０５条～第２０８条 ［略］ 

 （指定短期入所療養介護の取扱方針） 

第２０９条 ［略］ 

２～７ ［略］ 
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８ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

９ ［略］ 

第２１０条～第２２５条 ［略］ 

（指定特定施設入居者生活介護の取扱方針） 

第２２６条 ［略］ 

２～５ ［略］ 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

７・８ ［略］ 

第２２７条～第２３５条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２３６条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定特定施設入居者生活介護事業者は、居宅介

護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受

給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に

掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第２３７条 第１２条、第１３条、第２２条、第２７条、第３２条の２、第
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３４条から第３６条まで、第３７条、第３８条、第４０条から第４１条ま

で、第４２条の２、第５５条、第５６条、第１１０条、第１１１条及び第

１５９条の規定は、指定特定施設入居者生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに第４

０条の２第１号及び第３号中「訪問介護員等」とあるのは「特定施設従業

者」と、第５５条中「訪問入浴介護従業者」とあるのは「特定施設従業者」

と、第１１１条第２項第１号及び第３号中「通所介護従業者」とあるのは

「特定施設従業者」とする。 

第２３８条～第２４６条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２４７条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介

護事業者は、居宅介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該居宅

介護サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項

第１号及び第７号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第２４８条 第１２条、第１３条、第２２条、第２７条、第３２条の２、第

３４条から第３６条まで、第３７条、第３８条、第４０条から第４１条ま

で、第４２条の２、第５５条、第５６条、第１１０条、第１１１条、第２
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２２条、第２２４条から第２２７条まで、第２３０条、第２３１条及び第

２３３条から第２３５条までの規定は、外部サービス利用型指定特定施設

入居者生活介護の事業について準用する。この場合において、第３２条の

２第２項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「訪問介護員等」とある

のは「指定特定施設の従業者」と、第３４条第１項中「訪問介護員等」と

あるのは「外部サービス利用型特定施設従業者」と、第３５条中「指定訪

問介護事業所」とあるのは「指定特定施設及び受託居宅サービス事業所」

と、第５５条中「訪問入浴介護従業者」とあるのは「指定特定施設の従業

者」と、第１１１条第２項第１号及び第３号中「通所介護従業者」とある

のは「指定特定施設の従業者」と、第２２４条第２項中「指定特定施設入

居者生活介護を」とあるのは「基本サービスを」と、第２２７条中「他の

特定施設従業者」とあるのは「他の外部サービス利用型特定施設従業者及

び受託居宅サービス事業者」と、第２３３条中「指定特定施設入居者生活

介護」とあるのは「基本サービス」とする。 

第２４９条～第２６１条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２６２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定福祉用具貸与事業者は、居宅介護サービス

費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス費の受給に係る従
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業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録

を保存しなければならない。 

（準用） 

第２６３条 第９条から第２０条まで、第２２条、第２７条、第３２条の２、

第３５条、第３６条、第３７条から第４１条まで、第４２条の２、第５６

条並びに第１０８条第１項、第２項及び第４項の規定は、指定福祉用具貸

与の事業について準用する。この場合において、第９条第１項中「第３０

条」とあるのは「第２５７条」と、「訪問介護員等」とあるのは「福祉用

具専門相談員」と、第１１条中「以下同じ。）」とあるのは「以下同じ。）、

取り扱う福祉用具の種目」と、第１５条第２項中「適切な指導」とあるの

は「適切な相談又は助言」と、第１９条中「訪問介護員等」とあるのは「従

業者」と、「初回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、第２０条

第１項中「提供日及び内容」とあるのは「提供の開始日及び終了日並びに

種目及び品名」と、第２２条中「内容」とあるのは「種目、品名」と、第

３２条の２第２項並びに第４０条の２第１号及び第３号中「訪問介護員

等」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第１０８条第１項、第２項及

び第４項中「通所介護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同

条第２項中「処遇」とあるのは「サービスの利用」とする。 

第２６４条 ［略］ 

（準用） 
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第２６５条 第９条から第１５条まで、第１７条から第２０条まで、第２２

条、第２７条、第３２条の２、第３５条、第３６条、第３７条、第３８条

（第５項及び第６項を除く。）、第３９条から第４１条まで、第４２条の

２、第５６条、第１０８条第１項、第２項及び第４項、第２４９条、第２

５１条、第２５２条並びに前節（第２５３条第１項及び第２６３条を除

く。）の規定は、基準該当福祉用具貸与の事業について準用する。この場

合において、第９条第１項中「第３０条」とあるのは「第２５７条」と、

「訪問介護員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第１１条中「以

下同じ。）」とあるのは「以下同じ。）、取り扱う福祉用具の種目」と、

第１５条第２項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談又は助言」と、

第１９条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、第２０条第１項中

「提供日及び内容、当該指定訪問介護について法第４１条第６項の規定に

より利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費の額」とあるのは

「提供の開始日及び終了日並びに種目及び品名」と、第２２条中「法定代

理受領サービスに該当しない指定訪問介護」とあるのは「基準該当福祉用

具貸与」と、「内容」とあるのは「種目、品名」と、第３２条の２第２項

並びに第４０条の２第１号及び第３号中「訪問介護員等」とあるのは「福

祉用具専門相談員」と、第１０８条第１項、第２項及び第４項中「通所介

護従業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項中「処遇」

とあるのは「サービスの利用」と、第２５３条第２項中「法定代理受領サ
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ービスに該当しない指定福祉用具貸与」とあるのは「基準該当福祉用具貸

与」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」とする。 

第２６６条～第２７４条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２７５条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定特定福祉用具販売事業者は、居宅介護福祉

用具購入費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護福祉用具購入費の

受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号

に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第２７６条 第９条から第１５条まで、第１７条から第１９条まで、第２７

条、第３２条の２、第３３条、第３５条、第３６条、第３７条から第４１

条まで、第４２条の２、第５６条、第１０８条第１項、第２項及び第４項、

第２５４条、第２５７条から第２５９条まで並びに第２６１条の規定は、

指定特定福祉用具販売の事業について準用する。この場合において、第９

条第１項中「第３０条」とあるのは「第２７６条において準用する第２５

７条」と、「訪問介護員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第１

１条中「以下同じ。）」とあるのは「以下同じ。）、取り扱う特定福祉用

具の種目」と、第１５条第２項中「適切な指導」とあるのは「適切な相談
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 （委任） 

又は助言」と、第１９条中「訪問介護員等」とあるのは「従業者」と、「初

回訪問時及び利用者」とあるのは「利用者」と、第３２条の２第２項中「訪

問介護員等」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、第３３条第１項中「訪

問介護員等」とあるのは「従業者」と、同条第３項第１号及び第３号並び

に第４０条の２第１号及び第３号中「訪問介護員等」とあるのは「福祉用

具専門相談員」と、第１０８条第１項、第２項及び第４項中「通所介護従

業者」とあるのは「福祉用具専門相談員」と、同条第２項中「処遇」とあ

るのは「サービスの利用」と、第２５４条中「福祉用具を貸与」とあるの

は「特定福祉用具を販売」と、第２５７条中「利用料」とあるのは「販売

費用の額」と、第２５８条及び第２５９条中「福祉用具」とあるのは「特

定福祉用具」とする。 

第２７７条 ［略］ 

 （委任） 

第１０条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 第２７８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 
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 第１２０号議案 長崎市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１条第１

項及び第２項の規定に基づき、本市における指定居宅介護支援事業者の指

定に係る申請者の要件並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号。以下「省令」とい

う。）の定めるところによる。 

 （申請者の要件） 

第３条 法第７９条第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人とする。 

 

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準） 

第４条 次条及び第６条に定めるもののほか、法第４７条第１項第１号並び

に第８１条第１項及び第２項の規定により条例で定める指定居宅介護支

援等の事業の人員及び運営に関する基準は、省令に定める基準（省令の改

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１条第

１項及び第２項の規定に基づき、本市における指定居宅介護支援事業者の

指定に係る申請者の要件並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営

に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 

 

 （申請者の要件） 

第３条 法第７９条第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴力団

排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員

又は暴力団関係者（第３３条において「暴力団員等」という。）でない法

人とする。 
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正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条～第６条 ［略］ 

 （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 ［略］ 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、居宅サービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希

望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業

者等を紹介するよう求めることができること、前６月間に当該指定居宅介

護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問

介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項にお

いて「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計

画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作

成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のう

ちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者

によって提供されたものが占める割合等につき十分説明を行い、理解を得

なければならない。 

３～８ ［略］ 

第８条～第１５条 ［略］ 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１６条 指定居宅介護支援の方針は、第４条に規定する基本方針及び前条
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 （暴力団員等の排除） 

第５条 指定居宅介護支援事業所の管理者は、暴力団員等であってはならな

い。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

３ 前２項の規定は、基準該当居宅介護支援の事業について準用する。 

 

 

 

 

に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

 ⑴～⑶ ［略］ 

 ⑷ 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用者の

日常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス以外の保健

医療サービス、福祉サービス若しくは被爆者援護サービス又は当該地域

の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サー

ビス計画上に位置付けるよう努めなければならない。 

 ⑸～(27) ［略］ 

第１７条～第３１条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第３３条 指定居宅介護支援事業所の管理者は、暴力団員等であってはなら

ない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

 

 

 （記録の整備） 

第３２条 ［略］ 

２ ［略］ 
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 （記録の保存） 

第６条 省令第２９条第２項の規定によるほか、指定居宅介護支援事業者

は、居宅介護サービス計画費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護

サービス計画費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項

第１号及び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、基準該当居宅介護支援の事業について準用する。 

 

（委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

 

３ 前項の規定によるほか、指定居宅介護支援事業者は、居宅介護サービス

計画費の支払を受けた日から５年間、当該居宅介護サービス計画費の受給

に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲

げる記録を保存しなければならない。 

 

第３４条・第３５条 ［略］ 

（委任） 

第３６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１２１号議案 長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第７８条の２第１項及び第４項第１号、第７８条の２の２第１項

第１号及び第２号並びに第７８条の４第１項及び第２項の規定に基づき、

本市における指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員、指定地域密着

型サービス事業者の指定に係る申請者の要件並びに指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以

下「省令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第７８条の２第１項及び第４項第１号、第７８条の２の２第１項

第１号及び第２号並びに第７８条の４第１項及び第２項の規定に基づき、

本市における指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員、指定地域密着

型サービス事業者の指定に係る申請者の要件並びに指定地域密着型サービ

スの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

⑴ 地域密着型サービス事業者 地域密着型サービス事業を行う者をいう。

⑵ 指定地域密着型サービス事業者 法第４２条の２第１項に規定する指

定地域密着型サービス事業者をいう。 

⑶ 指定地域密着型サービス 法第４２条の２第１項に規定する指定地域

密着型サービスをいう。 

⑷ 利用料 法第４２条の２第１項に規定する地域密着型介護サービス費

の支給の対象となる費用に係る対価をいう。 

⑸ 地域密着型介護サービス費用基準額 法第４２条の２第２項各号に規
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定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額が現

に当該指定地域密着型サービスに要した費用の額を超えるときは、当該

現に指定地域密着型サービスに要した費用の額とする。）をいう。 

⑹ 法定代理受領サービス 法第４２条の２第６項の規定により地域密着

型介護サービス費が利用者に代わり当該指定地域密着型サービス事業者

に支払われる場合の当該地域密着型介護サービス費に係る指定地域密着

型サービスをいう。 

⑺ 共生型地域密着型サービス 法第７８条の２の２第１項の申請に係る

法第４２条の２第１項本文の指定を受けた者による指定地域密着型サー

ビスをいう。 

⑻ 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所にお

いて常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所

の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

 （指定地域密着型サービスの事業の一般原則） 

第３条 ［略］ 

２ 指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービスの事業を運

営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、本市、地域包括支援セ

ンター、他の地域密着型サービス事業者又は居宅サービス事業者（居宅サ

ービス事業を行う者をいう。以下同じ。）その他の保健医療サービス及び

福祉サービスを提供する者との連携に努めなければならない。 
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（入所定員） 

第３条 法第７８条の２第１項の条例で定める数は、２９人以下とする。 

 （申請者の要件） 

第４条 法第７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴

力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力

団員若しくは暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人又は

暴力団員等でない病床を有する診療所を開設している者（複合型サービス

（看護小規模多機能型居宅介護に限る。）に係る指定の申請を行う場合に

限る。）とする。 

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準） 

第５条 次条から第１０条までに定めるもののほか、法第７８条の２の２第

１項第１号及び第２号並びに第７８条の４第１項及び第２項の規定によ

り条例で定める指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準は、省令に定める基準（省令の改正に際し定められた経過措置に

規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第３７条

の３ 

第３条の７から 

 

第３条の７第１項、第３条の

８から 

３・４ ［略］ 

 （入所定員） 

第１５１条 法第７８条の２第１項の条例で定める数は、２９人以下とする。 

（申請者の要件） 

第４条 法第７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市暴

力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力

団員若しくは暴力団関係者（以下この条及び第４３条の２において「暴力

団員等」という。）でない法人又は暴力団員等でない病床を有する診療所

を開設している者（複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護に限る。）

に係る指定の申請を行う場合に限る。）とする。 
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前節（ 

 

 

 

 

前節（第２６条第１号から第

３号まで、第５号及び第６号、

第３４条第１項、第２項、第

４項及び第５項並びに 

 

省令第８２条

の２第１項 

定期的に避難、救出その他

必要な訓練を 

避難訓練、救出訓練その他必 

要な訓練を１月に１回 

省令第１３２

条第１項第１

号イただし書 

、２人 

 

 

２人と、入所者のプライバシ

ーに配慮していると認められ 

る場合は２人以上４人以下 

 

 （暴力団員等の排除） 

第６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、暴力団

員等であってはならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は、長崎市暴力団排除条

例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないよ

うにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業又は施設について準用する。 

 ⑴ 指定夜間対応型訪問介護の事業 

 ⑵ 指定地域密着型通所介護の事業 

 ⑶ 共生型地域密着型通所介護の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条～第５７条（第４３条・第４３条の２を除く。） 

（暴力団員等の排除） 

第４３条の２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は、

暴力団員等であってはならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は、長崎市暴力団排除条

例第２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないよう

にしなければならない。 
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 ⑷ 指定療養通所介護の事業 

 ⑸ 指定認知症対応型通所介護の事業 

 ⑹ 指定小規模多機能型居宅介護の事業 

 ⑺ 指定認知症対応型共同生活介護の事業 

 ⑻ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業 

 ⑼ 指定地域密着型介護老人福祉施設 

 ⑽ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設 

 ⑾ 指定看護小規模多機能型居宅介護の事業 

 （地域との交流） 

第７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、その事業の運営

に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う

等地域との交流を図るよう努めなければならない。 

２ 前項の規定は、前条第３項第１号の事業について準用する。 

 

 

 

 

（記録の保存） 

第８条 省令第３条の４０第２項の規定によるほか、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業者は、地域密着型介護サービス費の支払を受けた日

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域との連携等） 

第５８条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、その事業の運営に当たっては、

地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との交流

を図るよう努めなければならない。 

 

２・３ ［略］ 

（記録の整備） 

第４３条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、地域密着型介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密
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から５年間、当該地域密着型介護サービス費の受給に係る従業者の勤務体

制に関する記録及び同項第１号から第３号までに掲げる記録を保存しな

ければならない。 

２ 前項の規定は、第６条第３項各号（第４号、第６号及び第１１号を除く。）

に掲げる事業又は施設について準用する。この場合において、第１項中「及

び同項第１号から第３号まで」とあるのは、「並びに同項第１号及び第２

号」とする。 

３ 第１項の規定は、第６条第３項第４号の事業について準用する。この場

合において、第１項中「及び同項第１号から第３号まで」とあるのは、「並

びに同項第１号及び第３号」とする。 

４ 第１項の規定は、第６条第３項第６号の事業について準用する。 

５ 第１項の規定は、第６条第３項第１１号の事業について準用する。この

場合において、第１項中「及び同項第１号から第３号まで」とあるのは、

「並びに同項第１号、第２号、第４号及び第６号」とする。 

 

 

 

 

 

 

着型介護サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録及び同項

第１号から第３号までに掲げる記録を保存しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記録の整備） 

第５９条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定夜間対応型訪問介護事業者は、地域密着型

介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介護サービ

ス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第
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２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第６０条 第１０条から第２３条まで、第２８条、第２９条、第３３条の２

から第３９条まで、第４１条から第４２条まで及び第４３条の２の規定

は、夜間対応型訪問介護の事業について準用する。この場合において、第

１０条第１項中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「夜間対応型訪問介護従業者」と、第１５条中「計画作成責任者」とある

のは「オペレーションセンター従業者（オペレーションセンターを設置し

ない場合にあっては、訪問介護員等）」と、第２０条中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「夜間対応型訪問介護従業者」

と、第２８条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「訪問介護員等」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護（随時対応サ

ービスを除く。）」とあるのは「夜間対応型訪問介護」と、第３３条の２

第２項、第３４条第１項並びに第３項第１号及び第３号、第３５条第１項

並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者」とあるのは「夜間対応型訪問介護従業者」とする。 

第６０条の２～第６０条の１８ ［略］ 

（記録の整備） 

第６０条の１９ ［略］ 

２ ［略］ 
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３ 前項の規定によるほか、指定地域密着型通所介護事業者は、地域密着型

介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介護サービ

ス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第

２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第６０条の２０ 第１０条から第１４条まで、第１６条から第１９条まで、

第２１条、第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条から第３９条ま

で、第４１条の２、第４２条、第４３条の２及び第５４条の規定は、指定

地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合において、第１０

条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とあるのは「第６０条の１２

に規定する運営規程」と、同項、第３３条の２第２項、第３５条第１項並

びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者」とあるのは「地域密着型通所介護従業者」とする。 

第６０条の２０の２ ［略］ 

（準用） 

第６０条の２０の３ 第１０条第１項、第１１条から第１４条まで、第１６

条から第１９条まで、第２１条、第２３条、第２９条、第３３条の２、第

３５条から第３９条まで、第４１条の２、第４２条、第４３条の２、第５

４条、第６０条の２、第６０条の４及び第６０条の５第４項並びに前節（第

６０条の９第１号から第３号まで、第５号及び第６号、第６０条の１７第
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１項、第２項、第４項及び第５項並びに第６０条の２０を除く。）の規定

は、共生型地域密着型通所介護の事業について準用する。この場合におい

て、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とあるのは「運営

規程（第６０条の１２に規定する運営規程をいう。第３５条第１項におい

て同じ。）」と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるの

は「共生型地域密着型通所介護の提供に当たる従業者（以下「共生型地域

密着型通所介護従業者」という。）」と、第３３条の２第２項、第３５条

第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」と、

第６０条の５第４項中「前項ただし書の場合（指定地域密着型通所介護事

業者が第１項に規定する設備を利用し、夜間及び深夜に指定地域密着型通

所介護以外のサービスを提供する場合に限る。）」とあるのは「共生型地

域密着型通所介護事業者が共生型地域密着型通所介護事業所の設備を利用

し、夜間及び深夜に共生型地域密着型通所介護以外のサービスを提供する

場合」と、第６０条の９第４号、第６０条の１０第５項、第６０条の１３

第３項及び第４項並びに第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域

密着型通所介護従業者」とあるのは「共生型地域密着型通所介護従業者」

と、第６０条の１９第２項第２号中「次条において準用する第２１条第２

項」とあるのは「第２１条第２項」と、同項第３号中「次条において準用

する第２９条」とあるのは「第２９条」と、同項第４号中「次条において
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準用する第３９条第２項」とあるのは「第３９条第２項」とする。 

第６０条の２１～第６０条の３６ ［略］ 

（準用） 

第６０条の３７ ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定療養通所介護事業者は、地域密着型介護サ

ービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介護サービス費の

受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第３号に

掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第６０条の３８ 第１１条から第１４条まで、第１７条から第１９条まで、

第２１条、第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条から第３９条ま

で、第４１条の２、第４２条、第４３条の２、第６０条の７（第３項第２

号を除く。）、第６０条の８及び第６０条の１３から第６０条の１８まで

の規定は、指定療養通所介護の事業について準用する。この場合において、

第３３条の２第２項中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「療養通所介護従業者」と、第３５条第１項中「運営規程」とある

のは「第６０条の３４に規定する重要事項に関する規程」と、同項並びに

第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第６０条の１３第３項及び
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第４項並びに第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所

介護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」と、第６０条の１７第１

項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「療養通

所介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「１２月」と、

同条第３項中「当たっては」とあるのは「当たっては、利用者の状態に応

じて」と、第６０条の１８第４項中「第６０条の５第４項」とあるのは「第

６０条の２６第４項」とする。 

第６１条～第７９条 ［略］ 

（記録の整備） 

第８０条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定認知症対応型通所介護事業者は、地域密着

型介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介護サー

ビス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び

第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第８１条 第１０条から第１４条まで、第１６条から第１９条まで、第２１

条、第２３条、第２９条、第３３条の２、第３５条から第３９条まで、第

４１条の２、第４２条、第４３条の２、第５４条、第６０条の６、第６０

条の７、第６０条の１１及び第６０条の１３から第６０条の１８までの規
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定は、指定認知症対応型通所介護の事業について準用する。この場合にお

いて、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とあるのは「第

７４条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第３３条の２第２

項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「認知症対応型通所介護従業

者」と、第６０条の１３第３項及び第４項並びに第６０条の１６第２項第

１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「認知症対応

型通所介護従業者」と、第６０条の１７第１項中「地域密着型通所介護に

ついて知見を有する者」とあるのは「認知症対応型通所介護について知見

を有する者」と、第６０条の１８第４項中「第６０条の５第４項」とある

のは「第６４条第４項」とする。 

第８２条～第１０２条（第８７条及び第９３条を除く。） ［略］ 

（非常災害対策） 

第１０３条 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、非常災害に関する具体

的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、そ

れらを定期的に従業者に周知するとともに、避難訓練、救出訓練その他必

要な訓練を１月に１回行わなければならない。 

２ ［略］ 

第１０４条～第１０７条 ［略］ 

（記録の整備） 
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第１０８条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定小規模多機能型居宅介護事業者は、地域密

着型介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介護サ

ービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録及び同項第１号から

第３号までに掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第１０９条 第１０条から第１４条まで、第２１条、第２３条、第２９条、

第３３条の２、第３５条から第３９条まで、第４１条から第４２条まで、

第４３条の２、第６０条の１１、第６０条の１３、第６０条の１６及び第

６０条の１７の規定は、指定小規模多機能型居宅介護の事業について準用

する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営規

程」とあるのは「第１０１条に規定する重要事項に関する規程」と、同

項、第３３条の２第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び

第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第６０条の１１第２項中「この節」とあ

るのは「第５章第４節」と、第６０条の１３第３項及び第４項並びに第６

０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあ

るのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第６０条の１７第１項中

「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「小規模多機

- 177 -



新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能型居宅介護について知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」

と、「活動状況」とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数

等の活動状況」とする。 

第１１０条～第１１３条 ［略］ 

第１１４条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の消火設備その他の設備の基準は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ スプリンクラー設備を設けること。 

 ⑵ 非常災害に際して必要な設備を設けること。 

４～８ ［略］ 

第１１５条～第１２７条（第１１８条を除く。） ［略］ 

（記録の整備） 

第１２８条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、地域

密着型介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介護

サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号

及び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第１２９条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、第２３条、第２９
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条、第３３条の２、第３５条から第３７条まで、第３９条、第４１条から

第４２条まで、第４３条の２、第６０条の１１、第６０条の１６、第６０

条の１７第１項から第４項まで、第１００条、第１０３条及び第１０５条

の規定は、指定認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。この

場合において、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とある

のは「第１２３条に規定する重要事項に関する規程」と、同項、第３３条

の２第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第６０条の１１第２項中「この節」とあるのは「第６章第４節」と、第６

０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」とあ

るのは「介護従業者」と、第６０条の１７第１項中「地域密着型通所介護

について知見を有する者」とあるのは「認知症対応型共同生活介護につい

て知見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第１００条中

「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、第１０

３条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指定認知症対

応型共同生活介護事業者」とする。 

第１３０条～第１４８条（第１３９条を除く。） ［略］ 

（記録の整備） 

第１４９条 ［略］ 

２ ［略］ 
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３ 前項の規定によるほか、指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者

は、地域密着型介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密

着型介護サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同

項第１号及び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第１５０条 第１３条、第１４条、第２３条、第２９条、第３３条の２、第

３５条から第３９条まで、第４１条から第４２条まで、第４３条の２、第

６０条の１１、第６０条の１５、第６０条の１６、第６０条の１７第１項

から第４項まで及び第１００条の規定は、指定地域密着型特定施設入居者

生活介護の事業について準用する。この場合において、第３３条の２第２

項、第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業

者」と、第６０条の１１第２項中「この節」とあるのは「第７章第４節」

と、第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従業

者」とあるのは「地域密着型特定施設従業者」と、第６０条の１７第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着

型特定施設入居者生活介護について知見を有する者」と、「６月」とある

のは「２月」とする。 

（設備及び備品等） 

第８７条 ［略］ 
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 （消火設備の基準） 

第９条 省令第６７条第１項に規定する消火設備の基準は、スプリンクラー

設備、自動火災報知設備及び消防機関へ通報する火災報知設備を設けるこ

ととする。 

 

２ 前項の規定は、第６条第３項第１１号の事業について準用する。 

 

 

 

 

 

 （身体的拘束等の報告） 

第１０条 省令第７３条第６号の場合においては、市長に対し、速やかに同

号に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、第６条第３項各号（第７号から第１１号までに限る。）に

掲げる事業又は施設について準用する。 

 

２ 前項に規定する設備の基準は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、当

該各号に定めるとおりとする。 

⑴～⑵ ［略］ 

 

 ⑶ 消火設備その他の設備 次のとおりとする。 

  ア スプリンクラー設備、自動火災報知設備及び消防機関へ通報する

火災報知設備を設けること。 

  イ 非常災害に際して必要な設備を設けること。 

 

３～５ ［略］ 

（指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

第９３条 指定小規模多機能型居宅介護の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

⑴～⑹ ［略］ 

 

 ⑺ 前号の場合においては、市長に対し、速やかに同号に規定する記録に

係る内容を報告しなければならない。 

 

 

⑻・⑼ ［略］ 
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第１５２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地

域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、本市、地域包括支援センタ

ー、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業

者、他の介護保険施設その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努めなければならない。 

第１５３条 ［略］ 

第１５４条 指定地域密着型介護老人福祉施設の設備の基準は、次の各号に

掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

⑴ 居室 次のとおりとする。 

ア 一の居室の定員は、１人とすること。ただし、入所者への指定地域

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の提供上必要と認められる場

合は２人と、入所者のプライバシーに配慮していると認められる場合

は２人以上４人以下とすることができる。 

イ・ウ ［略］ 

⑵～⑼ ［略］ 

第１５５条～第１７２条 ［略］ 

 （衛生管理等） 

第１７３条 ［略］ 
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２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、当該指定地域密着型介護老人福祉

施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に

掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設における感染症及び食中毒の

予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置

等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね３月に１回以

上開催するとともに、その結果を従業者に周知徹底すること。 

 ⑵～⑷ ［略］ 

第１７４条～第１７７条 ［略］ 

（記録の整備） 

第１７８条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定地域密着型介護老人福祉施設は、地域密

着型介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介護

サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１

号及び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第１７９条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、第２３条、第２９

条、第３３条の２、第３５条、第３７条、第３９条、第４１条の２、第４

２条、第４３条の２、第６０条の１１、第６０条の１５及び第６０条の１
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７第１項から第４項までの規定は、指定地域密着型介護老人福祉施設につ

いて準用する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条に規定す

る運営規程」とあるのは「第１７０条に規定する重要事項に関する規程」

と、「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第１４条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の

開始に際し、」とあるのは「入所の際に」と、同条第２項中「指定居宅介

護支援が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めると

きは、要介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第３３条の２第２項、

第３５条第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第６０条の１１第

２項中「この節」とあるのは「第８章第５節」と、第６０条の１７第１項

中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着

型介護老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」とする。 

第１８０条～第１９０条 ［略］ 

（準用） 

第１９１条 第１０条、第１１条、第１３条、第１４条、第２３条、第２９

条、第３３条の２、第３５条、第３７条、第３９条、第４１条の２、第４

２条、第４３条の２、第６０条の１１、第６０条の１５、第６０条の１７

第１項から第４項まで、第１５５条から第１５７条まで、第１６０条、第

- 184 -



新 旧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１６３条、第１６５条から第１６９条まで及び第１７３条から第１７８条

までの規定は、ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設について準用

する。この場合において、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営規

程」とあるのは「第１８８条に規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第１

４条第１項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、」とあるのは「入居の際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援が

利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるときは、要

介護認定」とあるのは「要介護認定」と、第３３条の２第２項、第３５条

第１項並びに第４１条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「従業者」と、第６０条の１１第２項中

「この節」とあるのは「第８章第６節」と、第６０条の１７第１項中「地

域密着型通所介護について知見を有する者」とあるのは「地域密着型介護

老人福祉施設入所者生活介護について知見を有する者」と、「６月」とあ

るのは「２月」と、第１６９条中「第１６０条」とあるのは「第１９１条

において準用する第１６０条」と、同条第５号中「第１５９条第５項」と

あるのは「第１８４条第７項」と、同条第６号中「第１７９条」とあるの

は「第１９１条」と、同条第７号中「第１７７条第３項」とあるのは「第

１９１条において準用する第１７７条第３項」と、第１７８条第２項第２

号中「第１５７条第２項」とあるのは「第１９１条において準用する第１
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５７条第２項」と、同項第３号中「第１５９条第５項」とあるのは「第１

８４条第７項」と、同項第４号及び第５号中「次条」とあるのは「第１９

１条」と、同項第６号中「前条第３項」とあるのは「第１９１条において

準用する前条第３項」とする。 

第１９２条～第２０２条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２０３条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、地

域密着型介護サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密着型介

護サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１

号、第２号、第４号及び第６号に掲げる記録を保存しなければならない。 

（準用） 

第２０４条 第１０条から第１４条まで、第２１条、第２３条、第２９条、

第３３条の２、第３５条から第３９条まで、第４１条から第４２条まで、

第４３条の２、第６０条の１１、第６０条の１３、第６０条の１６、第６

０条の１７、第８８条から第９１条まで、第９４条から第９６条まで、第

９８条、第９９条、第１０１条から第１０５条まで及び第１０７条の規定

は、指定看護小規模多機能型居宅介護の事業について準用する。この場合

において、第１０条第１項中「第３２条に規定する運営規程」とあるのは
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（委任） 

第１１条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

「第２０４条において準用する第１０１条に規定する重要事項に関する規

程」と、同項、第３３条の２第２項、第３５条第１項並びに第４１条の２

第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第６０条の１１第２項中

「この節」とあるのは「第９章第４節」と、第６０条の１３第３項及び第

４項並びに第６０条の１６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所介

護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第６０

条の１７第１項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」とある

のは「看護小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあるのは「通いサービス及び

宿泊サービスの提供回数等の活動状況」と、第８８条中「第８３条第１２

項」とあるのは「第１９３条第１３項」と、第９０条及び第９８条中「小

規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護

従業者」と、第１０７条中「第８３条第６項」とあるのは「第１９３条第

７項各号」とする。 

（委任） 

第２０６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 第１２２号議案 長崎市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例 

新 旧   

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１５条の４６第５項の規定に基づき、本市における地域包括

支援センターの人員及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 （地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準） 

第３条 次条及び第５条に定めるもののほか、法第１１５条の４６第５項の

規定により条例で定める地域包括支援センターの人員及び運営に関する

基準は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」

という。）第１４０条の６６に定める基準（省令の改正に際し定められた経

過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１５条の４６第５項の規定に基づき、本市における地域包括

支援センター（以下「センター」という。）の人員及び運営に関する基準

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法で使用する用語の例による。 

 

 

 

 

 

 

 （基本方針） 

第３条 センターは、次条の規定により配置された職員が協働して、包括的

支援事業を実施することにより、各被保険者（法第９条に規定する被保険

者をいう。以下この条において同じ。）の心身の状況、置かれている環境

等に応じて、介護給付等対象サービスその他の保健医療サービス、福祉サ

ービス又は被爆者援護サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用で
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 （暴力団員等の排除） 

第４条 地域包括支援センターの設置者の役員は、長崎市暴力団排除条例

（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力

団関係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 地域包括支援センターは、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定す

る暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 （職員に関する基準） 

 

第５条 地理的条件その他の条件を勘案して、地域包括支援センターの担当

する区域における第１号被保険者の数がおおむね６，０００人以上となる

場合に、当該地域包括支援センターに配置すべき職員及びその員数には、

省令第１４０条の６６第１号イ⑴から⑶までに掲げる職員に、次の表の左

欄に掲げる第１号被保険者の数の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定め

る数を加えるものとする。 

第１号被保険者の数がおおむね６，

０００人以上７，０００人未満 

 

専らその職務に従事する常勤の省令 

第１４０条の６６第１号イ⑴から⑶

までに掲げる者のうちから１人 

きるように導き、各被保険者が可能な限り、住み慣れた地域において自立

した日常生活を営むことができるようにしなければならない。 

 

  

 

 

 

 

 

（職員に関する基準） 

第４条 ［略］ 

２ 地理的条件その他の条件を勘案して、センターの担当する区域における

第１号被保険者の数がおおむね６，０００人以上となる場合に、当該セン

ターに配置すべき職員及びその員数には、前項第１号から第３号までに掲

げる職員に、次の表の左欄に掲げる第１号被保険者の数の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定める数を加えるものとする。 

 

第１号被保険者の数がおおむね６，

０００人以上７，０００人未満 

 

専らその職務に従事する常勤の前項 

第１号から第３号までに掲げる者の

うちから１人 
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第１号被保険者の数がおおむね７，

０００人以上８，０００人未満 

 

 

省令第１４０条の６６第１号イ⑴か

ら⑶までに掲げる者のうちから２人 

（うち１人は専らその職務に従事す

る常勤の職員とする。） 

第１号被保険者の数がおおむね８，

０００人以上９，０００人未満 

 

専らその職務に従事する常勤の省令

第１４０条の６６第１号イ⑴から⑶

までに掲げる者のうちから２人 

第１号被保険者の数がおおむね９，

０００人以上 

 

 

省令第１４０条の６６第１号イ⑴か

ら⑶までに掲げる者のうちから３人

（うち２人は専らその職務に従事す

る常勤の職員とする。） 

 

 

（委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第１号被保険者の数がおおむね７，

０００人以上８，０００人未満 

 

 

前項第１号から第３号までに掲げる

者のうちから２人（うち１人は専ら

その職務に従事する常勤の職員とす

る。） 

第１号被保険者の数がおおむね８，

０００人以上９，０００人未満 

 

専らその職務に従事する常勤の前項

第１号から第３号までに掲げる者の

うちから２人 

第１号被保険者の数がおおむね９，

０００人以上 

 

 

前項第１号から第３号までに掲げる

者のうちから３人（うち２人は専ら

その職務に従事する常勤の職員とす

る。） 

３・４ ［略］ 

第５条 ［略］ 

（委任） 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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第１２３号議案 長崎市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第５４条第１項第２号、第１１５条の２第２項第１号、第１１５条

の２の２第１項第１号及び第２号並びに第１１５条の４第１項及び第２

項の規定に基づき、本市における指定介護予防サービス事業者の指定に係

る申請者の要件並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運

営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び指定介護予防サービス等の

事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３

５号。以下「省令」という。）の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第５４条第１項第２号、第１１５条の２第２項第１号、第１１５

条の２の２第１項第１号及び第２号並びに第１１５条の４第１項及び第

２項の規定に基づき、本市における指定介護予防サービス事業者の指定に

係る申請者の要件並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び

運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 介護予防サービス事業者 介護予防サービス事業を行う者をいう。 

⑵ 指定介護予防サービス事業者 法第５３条第１項に規定する指定介

護予防サービス事業者をいう。 

⑶ 指定介護予防サービス 法第５３条第１項に規定する指定介護予防

サービスをいう。 
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⑷ 利用料 法第５３条第１項に規定する介護予防サービス費の支給の

対象となる費用に係る対価をいう。 

⑸ 介護予防サービス費用基準額 法第５３条第２項第１号又は第２号

に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その額

が現に当該指定介護予防サービスに要した費用の額を超えるときは、当

該現に指定介護予防サービスに要した費用の額とする。）をいう。 

⑹ 法定代理受領サービス 法第５３条第４項の規定により介護予防サ

ービス費が利用者に代わり当該指定介護予防サービス事業者に支払わ

れる場合の当該介護予防サービス費に係る指定介護予防サービスをい

う。 

⑺ 基準該当介護予防サービス 法第５４条第１項第２号に規定する基

準該当介護予防サービスをいう。 

⑻ 共生型介護予防サービス 法第１１５条の２の２第１項の申請に係

る法第５３条第１項本文の指定を受けた者による指定介護予防サービ

スをいう。 

⑼ 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所に

おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業

所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

 （指定介護予防サービスの事業の一般原則） 

第３条 ［略］ 
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 （申請者の要件） 

第３条 法第１１５条の２第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市

暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴

力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人とする。

ただし、病院、診療所若しくは薬局により行われる介護予防居宅療養管理

指導又は病院若しくは診療所により行われる介護予防訪問看護、介護予防

訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション若しくは介護

予防短期入所療養介護に係る指定の申請にあっては、当該法人及び法人で

ない者であって暴力団員等でないものとする。 

 

 （指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予

防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準） 

第４条 次条から第９条までに定めるもののほか、法第５４条第１項第２

号、第１１５条の２の２第１項第１号及び第２号並びに第１１５条の４第

１項及び第２項の規定により条例で定める指定介護予防サービス等の事

２ 指定介護予防サービス事業者は、指定介護予防サービスの事業を運営す

るに当たっては、地域との結び付きを重視し、本市、地域包括支援センタ

ー、他の介護予防サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サー

ビスを提供する者との連携に努めなければならない。 

３・４ ［略］ 

 （申請者の要件） 

第４条 法第１１５条の２第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎市

暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴

力団員又は暴力団関係者（以下この条及び第５７条において「暴力団員等

」という。）でない法人とする。ただし、病院、診療所若しくは薬局によ

り行われる介護予防居宅療養管理指導又は病院若しくは診療所により行

われる介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通

所リハビリテーション若しくは介護予防短期入所療養介護に係る指定の

申請にあっては、当該法人及び法人でない者であって暴力団員等でないも

のとする。 
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業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準は、省令に定める基準（省令の改

正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、省令第１６６条中「第５３条の９第２項」とある

のは「第５３条の９」と、「第４節（」とあるのは「第４節（第１３３条第

２項、第１３９条第２項、第１４１条第２項第１号及び」と、「第５節」と

あるのは「第５節（第１４４条第１号から第６号まで、第１４５条第３項

から第５項まで、第１４６条第２項、第１４７条及び第１５０条を除く。）」

とする。 

 

 （暴力団員等の排除） 

第５条 指定介護予防訪問入浴介護事業所の管理者は、暴力団員等であって

はならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業所は、長崎市暴力団排除条例第２条第１

号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなけれ

ばならない。 

３ 前２項の規定は、次に掲げる事業について準用する。 

 ⑴ 基準該当介護予防訪問入浴介護の事業 

 ⑵ 指定介護予防訪問看護の事業 

 ⑶ 指定介護予防訪問リハビリテーションの事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条～第５５条の１１（第５５条の９を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第５７条 指定介護予防訪問入浴介護事業所の管理者は、暴力団員等であっ

てはならない。 

２ 指定介護予防訪問入浴介護事業所は、長崎市暴力団排除条例第２条第１

号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなけれ

ばならない。 
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 ⑷ 指定介護予防居宅療養管理指導の事業 

 ⑸ 指定介護予防通所リハビリテーションの事業 

 ⑹ 指定介護予防短期入所生活介護の事業 

 ⑺ ユニット型指定介護予防短期入所生活介護の事業 

 ⑻ 共生型介護予防短期入所生活介護の事業 

 ⑼ 基準該当介護予防短期入所生活介護の事業 

 ⑽ 指定介護予防短期入所療養介護の事業 

 ⑾ ユニット型指定介護予防短期入所療養介護の事業 

 ⑿ 指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業 

 ⒀ 外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護の事業 

 ⒁ 指定介護予防福祉用具貸与の事業 

 ⒂ 基準該当介護予防福祉用具貸与の事業 

 ⒃ 指定特定介護予防福祉用具販売の事業 

 （地域との交流） 

第６条 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、その事業の運営に当たって

は、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域との

交流を図るよう努めなければならない。 

２ 前項の規定は、前条第３項各号（第６号から第１３号までを除く。）に掲

げる事業について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （地域との連携等） 

第５５条の９ 指定介護予防訪問入浴介護事業者は、その事業の運営に当た

っては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等地域

との交流を図るよう努めなければならない。 

 

 

２・３ ［略］ 
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 （記録の保存） 

第７条 省令第５４条第２項の規定によるほか、指定介護予防訪問入浴介護

事業者は、介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予

防サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録及び同項第１

号に掲げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、第５条第３項第１号及び第４号の事業について準用す

る。 

３ 第１項の規定は、第５条第３項第２号の事業について準用する。この場

合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並びに同項第１号、

第２号及び第４号」とする。 

４ 第１項の規定は、第５条第３項各号（第３号、第５号から第７号まで  

及び第９号から第１２号までに限る。）に掲げる事業について準用する。こ

の場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並びに同項第

１号及び第２号」とする。 

５ 第１項の規定は、第５条第３項第８号の事業について準用する。この場

合において、第１項中「同項第１号」とあるのは、「同項第２号」とする。 

６ 第１項の規定は、第５条第３項第１３号の事業について準用する。この

（記録の整備） 

第５６条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防訪問入浴介護事業者は、介護予防

サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス費の受給

に係る従業者の勤務体制に関する記録及び同項第１号に掲げる記録を保

存しなければならない。 
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場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並びに同項第１

号及び第７号」とする。 

７ 第１項の規定は、第５条第３項第１４号及び第１５号の事業について準

用する。この場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並

びに同項第１号及び第６号」とする。 

８ 第１項の規定は、第５条第３項第１６号の事業について準用する。この

場合において、第１項中「及び同項第１号」とあるのは、「並びに同項第１

号及び第５号」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５８条～第７３条の２ ［略］ 

（記録の整備） 

第７４条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防訪問看護事業者は、介護予防サー

ビス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス費の受給に係

る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号、第２号及び第４号に

掲げる記録を保存しなければならない。 

第７５条 ［略］ 

（指定介護予防訪問看護の基本取扱方針） 

第７６条 指定介護予防訪問看護は、利用者の人格を尊重し、介護予防に資

するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければならない。 
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第７７条～第８３条 ［略］ 

（記録の整備） 

第８４条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防訪問リハビリテーション事業者

は、介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サー

ビス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及

び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

第８５条 ［略］ 

（指定介護予防訪問リハビリテーションの基本取扱方針） 

第８６条 指定介護予防訪問リハビリテーションは、利用者の人格を尊重

し、介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行われなければ

ならない。 

２～５ ［略］ 

第８７条～第９２条 ［略］ 

（記録の整備） 

第９３条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防居宅療養管理指導事業者は、介護

予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス費の
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 （廊下の基準） 

第８条 省令第１３２条第７項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下

の指定介護予防短期入所生活介護事業所における廊下の幅は、１．５メー

トル以上（中廊下にあっては、１．８メートル以上）とすること。ただし、

廊下の一部の幅を拡張すること等により、利用者、従業者等の円滑な往来

に支障が生じないと認められるときは、これによらないことができる。 

受給に係る従業者の勤務体制に関する記録及び同項第１号に掲げる記録

を保存しなければならない。 

第９４条～第１２２条 ［略］ 

（記録の整備） 

第１２３条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防通所リハビリテーション事業者

は、介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サー

ビス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及

び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

第１２４条～第１３２条 ［略］ 

（設備及び備品等） 

第１３３条 ［略］ 

２～７ ［略］ 

 

８ 前項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下の指定介護予防短期入

所生活介護事業所における廊下の幅は、１．５メートル以上（中廊下にあ

っては、１．８メートル以上）とすること。ただし、廊下の一部の幅を拡

張すること等により、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生じないと

認められるときは、これによらないことができる。 
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２ 前項の規定は、第５条第３項第７号の事業について準用する。 

 

 

 

 

 （身体的拘束等の報告） 

第９条 省令第１３６条第２項の場合においては、市長に対し、速やかに同

項に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、第５条第３項各号（第７号及び第９号から第１３号まで

に限る。）に掲げる事業について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３４条～第１３６条 ［略］ 

（身体的拘束等の禁止） 

第１３７条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

 

第１３８条・第１３９条 ［略］ 

（定員の遵守） 

第１４０条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の場合においては、介護予防短期入所生活介護事業者は、市長に対

し、同項に規定する緊急に指定介護予防短期入所生活介護を受けることが

必要と認めた状況等に係る内容を速やかに報告しなければならない。 

第１４０条の２・第１４１条 ［略］ 

（記録の整備） 

第１４２条 ［略］ 
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２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防短期入所生活介護事業者は、介護

予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス費の

受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号

に掲げる記録を保存しなければならない。 

第１４３条～第１５３条 ［略］ 

（設備及び備品等） 

第１５４条 ［略］ 

２～７ ［略］ 

８ 前項第１号の規定にかかわらず、定員２９人以下のユニット型指定介護

予防短期入所生活介護事業所における廊下の幅は、１．５メートル以上（中

廊下にあっては、１．８メートル以上）とすること。ただし、廊下の一部

の幅を拡張すること等により、利用者、従業者等の円滑な往来に支障が生

じないと認められるときは、これによらないことができる。 

９ ［略］ 

第１５５条～第１６５条の２ ［略］ 

（準用） 

第１６５条の３ 第５１条の３から第５１条の７まで、第５１条の９、第５

１条の１０、第５１条の１３、第５２条の２、第５２条の３、第５４条、

第５５条の２の２、第５５条の４から第５５条の８まで、第５５条の１０
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から第５５条の１１まで、第５７条、第１２１条の２、第１２１条の４、

第１２９条及び第１３１条並びに第４節（第１３４条第２項、第１３７条

第３項、第１４０条第２項及び第３項、第１４２条第２項第１号並びに第

１４３条を除く。）及び第５節（第１４５条第１号から第６号まで、第１

４６条第３項から第５項まで、第１４７条第２項、第１４８条及び第１５

１条を除く。）の規定は、共生型介護予防短期入所生活介護の事業につい

て準用する。この場合において、第５５条の２の２第２項中「介護予防訪

問入浴介護従業者」とあるのは「共生型介護予防短期入所生活介護の提供

に当たる従業者（以下「共生型介護予防短期入所生活介護従業者」とい

う。）」と、第５５条の４第１項中「第５５条」とあるのは「第１３９条」

と、同項並びに第５５条の１０の２第１号及び第３号中「介護予防訪問入

浴介護従業者」とあるのは「共生型介護予防短期入所生活介護の提供に当

たる従業者（以下「共生型介護予防短期入所生活介護従業者」という。）」

と、第１２１条の２第３項及び第４項中「介護予防通所リハビリテーショ

ン従業者」とあるのは「共生型介護予防短期入所生活介護従業者」と、第

１３４条第１項、第１３８条並びに第１４０条の２第２項第１号及び第３

号中「介護予防短期入所生活介護従業者」とあるのは「共生型介護予防短

期入所生活介護従業者」と、第１４２条第２項第２号中「次条において準

用する第５１条の１３第２項」とあるのは「第５１条の１３第２項」と、

同項第４号中「次条において準用する第５２条の３」とあるのは「第５２
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条の３」と、同項第５号中「次条において準用する第５５条の８第２項」

とあるのは「第５５条の８第２項」と、同項第６号中「次条において準用

する第５５条の１０第２項」とあるのは「第５５条の１０第２項」と、同

条第３項中「同項第１号及び第２号」とあるのは「同項第２号」と、第１

４９条中「指定介護予防短期入所生活介護事業所の医師及び看護職員」と

あるのは「共生型介護予防短期入所生活介護事業者」とする。 

第１６６条～第１７７条 ［略］ 

（身体的拘束等の禁止） 

第１７８条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

第１７９条・第１８０条 ［略］ 

（記録の整備） 

第１８１条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防短期入所療養介護事業者は、介護

予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス費の

受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号

に掲げる記録を保存しなければならない。 
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第１８２条～第２１１条 

（身体的拘束等の禁止） 

第２１２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

４ ［略］ 

第２１３条～第２１６条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２１７条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防特定施設入居者生活介護事業者

は、介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サー

ビス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及

び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

第２１８条～第２３３条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２３４条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居
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者生活介護事業者は、介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、

当該介護予防サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並

びに同項第１号及び第７号に掲げる記録を保存しなければならない。 

第２３５条～第２４７条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２４８条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防福祉用具貸与事業者は、介護予防

サービス費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス費の受給

に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第６号に掲

げる記録を保存しなければならない。 

第２４９条～第２６１条 ［略］ 

（記録の整備） 

第２６２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定特定介護予防福祉用具販売事業者は、介護

予防福祉用具購入費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防福祉用具

購入費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及

び第５号に掲げる記録を保存しなければならない。 

第２６３条～第２６７条 ［略］ 
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 （委任） 

第１０条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

（委任） 

第２６８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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第１２４号議案 長崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

新 旧   

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１５条の１２第２項第１号並びに第１１５条の１４第１項及

び第２項の規定に基づき、本市における指定地域密着型介護予防サービス

事業者の指定に係る申請者の要件並びに指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、指定地域密着型介護予防サービス

の事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労

働省令第３６号。以下「省令」という。）の定めるところによる。 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１５条の１２第２項第１号並びに第１１５条の１４第１項及

び第２項の規定に基づき、本市における指定地域密着型介護予防サービス

事業者の指定に係る申請者の要件並びに指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 地域密着型介護予防サービス事業者 地域密着型介護予防サービス

事業を行う者をいう。 

⑵ 指定地域密着型介護予防サービス事業者 法第５４条の２第１項に

規定する指定地域密着型介護予防サービス事業者をいう。 

⑶ 指定地域密着型介護予防サービス 法第５４条の２第１項に規定す
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る指定地域密着型介護予防サービスをいう。 

⑷ 利用料 法第５４条の２第１項に規定する地域密着型介護予防サー

ビス費の支給の対象となる費用に係る対価をいう。 

⑸ 地域密着型介護予防サービス費用基準額 法第５４条の２第２項第

１号又は第２号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該指定地域密着型介護予防サービスに要した

費用の額を超えるときは、当該現に指定地域密着型介護予防サービスに

要した費用の額とする。）をいう。 

⑹ 法定代理受領サービス 法第５４条の２第６項の規定により地域密

着型介護予防サービス費が利用者に代わり当該指定地域密着型介護予

防サービス事業者に支払われる場合の当該地域密着型介護予防サービ

ス費に係る指定地域密着型介護予防サービスをいう。 

⑺ 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所に

おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業

所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。 

 （指定地域密着型介護予防サービスの事業の一般原則） 

第３条 ［略］ 

２ 指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重視し、本市、

地域包括支援センター、他の地域密着型介護予防サービス事業者又は介護

- 208 -



新 旧 

 

 

 

 

（申請者の要件） 

第３条 法第１１５条の１２第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎

市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する

暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人とす

る。 

 （指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指

定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準） 

第４条 次条から第８条までに定めるもののほか、法第１１５条の１４第１

項及び第２項の規定により条例で定める指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準は、省令に定める

基準（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とす

る。 

２ 前項の場合において、省令第５８条の２第１項中「定期的に避難、救出

その他必要な訓練を」とあるのは、「避難訓練、救出訓練その他必要な訓練

予防サービス事業者（介護予防サービス事業を行う者をいう。以下同じ。）

その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努

めなければならない。 

３・４ ［略］ 

 （申請者の要件） 

第４条 法第１１５条の１２第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎

市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する

暴力団員又は暴力団関係者（第４１条の２において「暴力団員等」という。）

でない法人とする。 
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を１月に１回」とする。 

（暴力団員等の排除） 

第５条 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、暴力団員等

であってはならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所は、長崎市暴力団排除条例第

２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないように

しなければならない。 

３ 前２項の規定は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業及び指定

介護予防認知症対応型共同生活介護の事業について準用する。 

 

 

 

（記録の保存） 

第６条 省令第４０条第２項の規定によるほか、指定介護予防認知症対応型

通所介護事業者は、地域密着型介護予防サービス費の支払を受けた日から

５年間、当該地域密着型介護予防サービス費の受給に係る従業者の勤務体

制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保存しなけ

ればならない。 

２ 前項の規定は、指定介護予防小規模多機能型居宅介護の事業について準

 

第５条～第４０条 ［略］ 

（暴力団員等の排除） 

第４１条の２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管理者は、暴力

団員等であってはならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業所は、長崎市暴力団排除条例第

２条第１号に規定する暴力団又は暴力団員等を利することのないように

しなければならない。 

 

 

（記録の整備） 

第４１条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、

地域密着型介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地域密

着型介護予防サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並

びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 
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用する。この場合において、同項中「並びに同項第１号及び第２号」とあ

るのは、「及び同項第１号から第３号まで」とする。 

３ 第１項の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業につい

て準用する。 

 

 

 

 

 

 

（消火設備の基準） 

第７条 省令第４８条第１項に規定する消火設備の基準は、スプリンクラー

設備、自動火災報知設備及び消防機関へ通報する火災報知設備を設けるこ

ととする。 

 

 

 

（身体的拘束等の報告） 

 

 

 

 

第４２条～第４８条 ［略］ 

（設備及び備品等） 

第４９条 ［略］ 

２ 前項に規定する設備の基準は、次の各号に掲げる設備に区分に応じ、当

該各号に定めるとおりとする。 

⑴・⑵ ［略］  

 ⑶ 消火設備その他の設備 次のとおりとする。 

  ア スプリンクラー設備、自動火災報知設備及び消防機関へ通報する火

災報知設備を設けること。 

  イ 非常災害に際して必要な設備を設けること。 

３～５［略］ 

第５０条～第５３条 ［略］ 

（身体的拘束等の禁止） 

第５４条 ［略］ 

２ ［略］ 
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第８条 省令第５３条第２項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、指定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業について

準用する。 

３ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

 

第５５条～第５９条 ［略］ 

 （非常災害対策） 

第６０条 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、非常災害に関す

る具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備

し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、避難訓練、救出訓練そ

の他必要な訓練を１月に１回行わなければならない。 

２ ［略］ 

第６１条～第６４条 ［略］ 

 （記録の整備） 

第６５条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者

は、地域密着型介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地

域密着型介護予防サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記

録及び同項第１号から第３号までに掲げる記録を保存しなければならな

い。 
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（委任） 

第９条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第６６条～第７４条 ［略］ 

第７５条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の消火設備その他の設備の基準は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ スプリンクラー設備を設けること。 

 ⑵ 非常災害に際して必要な設備を設けること。 

４～８ ［略］ 

第７６条～第８５条 ［略］ 

 （記録の整備） 

第８６条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者

は、地域密着型介護予防サービス費の支払を受けた日から５年間、当該地

域密着型介護予防サービス費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記

録並びに同項第１号及び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

第８７条～第９２条 ［略］ 

（委任） 

第９３条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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第１２５号議案 長崎市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

新 旧   

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第５９条第１項第１号、第１１５条の２２第２項第１号並びに第

１１５条の２４第１項及び第２項の規定に基づき、本市における基準該当

介護予防支援及び指定介護予防支援事業者の指定に係る申請者の要件並

びに指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号。以下「省令」

という。）の定めるところによる。 

 （申請者の要件） 

第３条 法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎

市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する

暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）でない法人と

する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第５９条第１項第１号、第１１５条の２２第２項第１号並びに第

１１５条の２４第１項及び第２項の規定に基づき、本市における基準該当

介護予防支援及び指定介護予防支援事業者の指定に係る申請者の要件並び

に指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法で使用する用語の例によ 

 

 

 

 （申請者の要件） 

第３条 法第１１５条の２２第２項第１号の条例で定める者は、役員が長崎

市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する

暴力団員又は暴力団関係者（第３２条において「暴力団員等」という。）

でない法人とする。 
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 （指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準） 

第４条 次条及び第６条に定めるもののほか、法第５９条第１項第１号並び

に第１１５条の２４第１項及び第２項の規定により条例で定める指定介

護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準は、省令に定める基準

（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （暴力団員等の排除） 

 

 

 

 

 

 

 

第４条～第６条 ［略］ 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 ［略］ 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用申込者又はその家族に対し、介護予防サービス計画が第４

条に規定する基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、

利用者は複数の指定介護予防サービス事業者（法第53条第１項に規定する

指定介護予防サービス事業者をいう。以下同じ。）等を紹介するよう求め

ることができること等につき十分説明を行い、理解を得なければならな

い。 

３～８ ［略］ 

第８条～第３０条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 
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第５条 指定介護予防支援事業所の管理者は、暴力団員等であってはならな

い。 

２ 指定介護予防支援事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

３ 前２項の規定は、基準該当介護予防支援の事業について準用する。 

 

 

 

 （記録の保存） 

第６条 省令第２８条第２項の規定によるほか、指定介護予防支援事業者

は、介護予防サービス計画費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防

サービス計画費の受給に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項

第１号及び第２号に掲げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、基準該当介護予防支援の事業について準用する。 

 

 （委任） 

第７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第３２条 指定介護予防支援事業所の管理者は、暴力団員等であってはなら

ない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定

する暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならな

い。 

 

（記録の整備） 

第３１条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、指定介護予防支援事業者は、介護予防サービス

計画費の支払を受けた日から５年間、当該介護予防サービス計画費の受給

に係る従業者の勤務体制に関する記録並びに同項第１号及び第２号に掲げ

る記録を保存しなければならない。 

 

第３３条～第３７条 ［略］ 

（委任） 

第３８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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新 旧   

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１１条第１項から第３項までの規定に基づき、本市における

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定めるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び介護医療院の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号。以下「省

令」という。）の定めるところによる。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１１条第１項から第３項までの規定に基づき、本市における

介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定めるものと

する。 

（基本方針） 

第２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 介護医療院は、明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結び付き

を重視した運営を行い、本市、地域包括支援センター、居宅介護支援事業

者（居宅介護支援事業を行う者をいう。以下同じ。）、居宅サービス事業

者（居宅サービス事業を行う者をいう。以下同じ。）、他の介護保険施設

その他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連

携に努めなければならない。 

４・５ ［略］ 

（定義） 

第３条 この条例における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法の定

めるところによる。 

２ この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める
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 （介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準） 

第３条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第１１１条第１項から

第３項までの規定により条例で定める介護医療院の人員、施設及び設備並

びに運営に関する基準は、省令に定める基準（省令第４５条第１項及び第

２項に規定する基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置に規定

する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第５条第２項第

１０号 

身体 ブザー又はこれに代

わる設備を設けると

ともに、身体 

省令第４５条第３項 前項第４号及び第５

号 

長崎市介護医療院の人

員、施設及び設備並び 

ところによる。 

⑴ 療養床 療養室のうち、入所者１人当たりの寝台又はこれに代わる設

備の部分をいう。 

⑵ Ⅰ型療養床 療養床のうち、主として長期にわたり療養が必要である

者であって、重篤な身体疾患を有する者、身体合併症を有する認知症高

齢者等を入所させるためのものをいう。 

⑶ Ⅱ型療養床 療養床のうち、Ⅰ型療養床以外のものをいう。 
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  に運営に関する基準を

定める条例（令和５年

長崎市条例第  号。

以下「条例」という。

）第７条第２項第２号 

省令第４５条第４項 前３項 前項及び条例第７条 

省令附則第１１条 及び第４５条第２項

第５号ロ 

の規定及び条例第７

条第２項第２号イ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条 ［略］ 

（施設） 

第５条 ［略］ 

２ 前項各号に掲げる施設の基準は、次のとおりとする。 

 ⑴～⑸ ［略］ 

 ⑹ 便所 ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由

な者が利用するのに適したものとすること。 

３ ［略］ 

第６条～第３２条（第１６条を除く。） ［略］ 

 （衛生管理等） 

第３３条 ［略］ 

２ 介護医療院は、当該介護医療院において感染症又は食中毒が発生し、又
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 （暴力団員等の排除） 

第４条 介護医療院の開設者（その者が法人であるときは、その役員）及び

管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１

２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）

であってはならない。 

２ 介護医療院は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又

は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、ユニット型介護医療院について準用する。 

 

 

 

 （身体的拘束等の報告） 

はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 ⑴ 当該介護医療院における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止

のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）をおおむね３月に１回以上開催するとともに、

その結果について従業者に周知徹底すること。 

 ⑵～⑷ ［略］ 

３ ［略］ 

第３４条～第４１条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第４３条 介護医療院の開設者（その者が法人であるときは、その役員）及

び管理者は、長崎市暴力団排除条例（平成２４年長崎市条例第５９号）第

１２条に規定する暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）

であってはならない。 

２ 介護医療院は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又

は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

（介護医療院サービスの取扱方針） 

第１６条 ［略］ 

２～５ ［略］ 
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第５条 省令第１６条第５項の場合においては、市長に対し、速やかに同項

に規定する記録に係る内容を報告しなければならない。 

２ 前項の規定は、ユニット型介護医療院について準用する。 

 

 

 

 

 （記録の保存） 

第６条 省令第４２条第２項の規定によるほか、介護医療院は、施設介護サ

ービス費の支払を受けた日から５年間、当該施設介護サービス費の受給に

係る従業者の勤務の体制に関する記録並びに同項第１号及び第３号に掲

げる記録を保存しなければならない。 

２ 前項の規定は、ユニット型介護医療院について準用する。 

 

 （施設） 

第７条 ユニット型介護医療院は、法に定めるもののほか、次に掲げる施設

を有しなければならない。 

 ⑴ ユニット 

 ⑵ 浴室 

 ⑶ サービス・ステーション 

６ 前項の場合においては、市長に対し、速やかに同項に規定する記録に係

る内容を報告しなければならない。 

 

７・８ ［略］ 

（記録の整備） 

第４２条 ［略］ 

２ ［略］ 

 

３ 前項の規定によるほか、介護医療院は、施設介護サービス費の支払を受

けた日から５年間、当該施設介護サービス費の受給に係る従業者の勤務の

体制に関する記録並びに同項第１号及び第３号に掲げる記録を保存しな

ければならない。 

 

第４４条・第４５条 ［略］ 

（施設） 

第４６条 ユニット型介護医療院は、法に定めるもののほか、次に掲げる施

設を有しなければならない。 

⑴ ユニット 

⑵ 浴室 

⑶ サービス・ステーション 
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 ⑷ 調理室 

 ⑸ 洗濯室又は洗濯場 

 ⑹ 汚物処理室 

２ 前項各号に掲げる施設の基準は、法に定めるもののほか、次のとおりと

する。 

 ⑴ ユニット 

  ア 共同生活室 

   (ア) 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニ

ットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふ

さわしい形状を有すること。 

   (イ) 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が

属するユニットの入居者の定員を乗じて得た面積以上を標準とす

ること。 

   (ウ) 必要な設備及び備品を備えること。 

  イ 洗面設備 

   (ア) 療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

   (イ) 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

  ウ 便所 

    (ア) 療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

   (イ) ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な

⑷ 調理室 

⑸ 洗濯室又は洗濯場 

⑹ 汚物処理室 

２ 前項各号に掲げる施設の基準は、法に定めるもののほか、次のとおりと

する。 

⑴ ユニット 

  ア 共同生活室 

(ア) 共同生活室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニ

ットの入居者が交流し、共同で日常生活を営むための場所としてふ

さわしい形状を有すること。 

(イ) 一の共同生活室の床面積は、２平方メートルに当該共同生活室が

属するユニットの入居者の定員を乗じて得た面積以上を標準とす

ること。 

(ウ) 必要な設備及び備品を備えること。 

  イ 洗面設備 

   (ア) 療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

   (イ) 身体の不自由な者が使用するのに適したものとすること。 

  ウ 便所 

   (ア) 療養室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けること。 

   (イ) ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な
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者が利用するのに適したものとすること。 

 ⑵ 浴室 

  ア 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

イ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴

槽を設けること。 

  

 

（委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

者が利用するのに適したものとすること。 

 ⑵  浴室 

  ア 身体の不自由な者が入浴するのに適したものとすること。 

イ 一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴

槽を設けること。 

３～５ ［略］ 

第４７条～第５６条 ［略］ 

（委任） 

第５７条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   

 

  

- 223 -



第１２７号議案 長崎市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例 
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（趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」と

いう。）第６８条の５第１項の規定に基づき、本市における無料低額宿泊

所の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、無料低額宿泊所の設備及び運営に

関する基準（令和元年厚生労働省令第３４号。以下「省令」という。）の定

めるところによる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 （無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条に定めるもののほか、法第６８条の５第１項の規定により条例

で定める無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準は、省令に定める基

（趣旨） 

第１条 この条例は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」と

いう。）第６８条の５第１項の規定に基づき、本市における無料低額宿泊

所の設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

⑴ 無料低額宿泊所 法第２条第３項第８号に規定する生計困難者のた

めに、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他

の施設を利用させる事業を行う施設をいう。 

⑵ 生計困難者 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項

に規定する要保護者及びこれに準ずる低収入であるために生計が困難

である者をいう。 

⑶ 被保護者 生活保護法第６条第１項に規定する被保護者をいう。 

⑷ 日常生活支援住居施設 生活保護法第３０条第１項ただし書に規定

する日常生活支援住居施設をいう。 

 

 

 

- 224 -



新 旧 

準（省令の改正に際し定められた経過措置に規定する基準を含む。）とす

る。 

２ 前項の場合において、省令第６条第３項中「暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する

暴力団員又は同号に規定する暴力団員」とあるのは、「長崎市暴力団排除条

例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員若しく

は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）又は暴力団員等」とする。 

 

 （暴力団員等の排除） 

第４条 無料低額宿泊所は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する

暴力団又は同条例第１２条に規定する暴力団員若しくは暴力団関係者を

利することのないようにしなければならない。 

 （委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

第３条～第３３条 ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第３４条 無料低額宿泊所は、長崎市暴力団排除条例第２条第１項に規定す

る暴力団又は暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

（委任） 

第３５条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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 （趣旨） 

第１条 この条例は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」

という。）第３９条第１項の規定に基づき、本市における保護施設の設備

及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 

 （保護施設の設備及び運営に関する基準） 

第３条 次条から第７条までに定めるもののほか、法第３９条第１項の規定

により条例で定める保護施設の設備及び運営に関する基準は、救護施設、

更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基準（昭和

４１年厚生省令第１８号。以下「省令」という。）に定める基準（省令第１

０条第２項に規定する基準を除き、省令の改正に際し定められた経過措置

に規定する基準を含む。）とする。 

２ 前項の場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

省令第６条の２第１

項 

入所者 

 

利用者 

 

省令第１０条第６項

第３号 

は、ゆるやかにする 

 

を緩やかにする等高齢者

等への配慮を行う 
   

（趣旨） 

第１条 この条例は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」

という。）第３９条第１項の規定に基づき、本市における保護施設の設備

及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の定めるところによる。 
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省令第１６条第３項 

 

採暖 

 

採暖及び熱中症対策 

 

 

（暴力団員等の排除） 

第４条 保護施設の設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排除条例（平

成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴力団関

係者（以下「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 保護施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は

暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

 

 

 （基本方針） 

第５条 保護施設は、利用者の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人

格を尊重して、その運営を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 （秘密保持等） 

 
 

第４条～第１０条（第８条を除く。） ［略］ 

 （暴力団員等の排除） 

第１１条の２ 保護施設の設置者の役員及び施設長は、長崎市暴力団排除条

例（平成２４年長崎市条例第５９号）第１２条に規定する暴力団員又は暴

力団関係者（次項において「暴力団員等」という。）であってはならない。 

２ 保護施設は、長崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団又は

暴力団員等を利することのないようにしなければならない。 

（基本方針） 

第３条 ［略］ 

 

２ 保護施設は、利用者の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人格を

尊重して、その運営を行わなければならない。 

（苦情への対応） 

第８条 救護施設等は、その行った処遇に関する利用者からの苦情に迅速か

つ適切に対応するために、苦情を受け付ける窓口を設置する等必要な措置

を講じなければならない。 

２・３ ［略］ 

 （秘密保持等） 
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第６条 保護施設の職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又

はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 保護施設は、職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た

利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１条 保護施設の職員は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者

又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 保護施設は、職員であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た

利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を講じな

ければならない。 

第１２条 ［略］ 

（設備の基準） 

第１３条 ［略］ 

２～４ ［略］ 

５ 前各項に規定するもののほか、救護施設の設備の基準は、次に定めると

おりとする。 

⑴・⑵ ［略］ 

⑶ 階段の傾斜を緩やかにする等高齢者等への配慮を行うこと。 

第１４条～第１９条 ［略］ 

（生活指導等） 

第２０条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 入所者の日常生活に充てられる場所には、必要に応じ、採暖及び熱中症

対策のための措置を講じなければならない。 

４・５ ［略］ 
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 （医療保護施設の運営） 

第７条 医療保護施設は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）その他医療

に関する法令に基づき適切に運営しなければならない。 

（委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

第２１条～第３９条 ［略］ 

 （運営） 

第４０条 医療保護施設は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）その他医

療に関する法令に基づき適切に運営しなければならない。 

（委任） 

第４１条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。   
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